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第 1 節 本論の問題意識 
現在、完全制御型（完全人工光型）植物工場（以下、「植物工場」という）で人工栽培さ
れた多くの野菜類が店頭に並んでいる。レタス、ホウレンソウ、スプラウト、キノコなど
様々な野菜類が人工栽培されている。しかし、植物工場における経営の現状は、多くの場
合、収益性が低いことが大きな課題となっている。 
古在（2013）は、植物工場について「単年度経営収支で約 20％が黒字、約 20％が赤字、
約 60％が均衡」としている。また、民間企業の調査によると「大きな可能性があるかどう
かは疑問である1」との指摘や「参入している企業の 70％が赤字、黒字は僅か 16％（残り
14％が収支均等）2」としているものもある。 
 
図表 1 
 
 
 
 
                                                   
1 ＮＰＯ法人イノプレックス（2011,pp.2-4)。 
2 佐藤（2011,p.6）。 
出所：日本投資政策銀行（2015）『九州における植物工場等ハイテク農業の成長産業化に向けた課題と展望 2014年3月』
    〔2018.8.22検索〕） を参考に筆者作成。
     （ホームページ：拠点レポート（九州）https://www.dbj.jp/investigate/area/kyusyu/index.html
植物工場の課題
➀ 初期投資コスト、オペレーションコストの高さ
➁ 補助金無しでの黒字化の困難さ
③ 販路確保が不十分な参入例が多いこと
④ 植物ならではの栽培・管理の難しさ
◆工業製品とは異なり、栽培物は「生物」であり、病気もすれば
周囲の環境に大きく影響を受ける
◆工場の大きさや形が変わると工場内の空気の対流、温度分布等
が変化するため、同じマニュアルでは対応ができない
内的要因
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図表 2 
 
 
 
 
さらに、池田（2012）は、「従来ともすると栽培装置を安易に考え、水耕装置と光さえあ
ればよい、という考えが伺えた。植物を育てる環境をどのように形成するか、またそこで
植物をどのように育てるか、ということを考えると、現在ある工場の多くは、栽培装置、
環境制御、作物のいずれについても、必要改善点が多いと言わざるを得ない。人工光型で
は、高品質の製品を生産できるといわれているが、人工環境と植物反応について十分検討
した例を私はしらない」としている。 
倒産事例では、植物工場の先進企業として名を馳せた千葉大学発農業ベンチャーの株式
会社みらい（東京都中央区） が民事再生法の適用を申請している。創業者は千葉大学大学
院で蔬菜（そさい）園芸学を専攻した植物工場の専門家である。レタスの販売量を増やす
など業容拡大を目的に千葉県柏市と宮城県多賀城市に大型工場を建設したが、安定生産が
できず、それが原因で経営が悪化したとされている3。 
                                                   
3 東京商工リサーチホームページ：ＴＳＲ速報 2015.6.29。 
　　出所：日本投資政策銀行（2015）『九州における植物工場等ハイテク農業の成長産業化に向けた課題と展望 2014年3月』を
         を参考に筆者作成。
        （ホームページ：拠点レポート（九州）https://www.dbj.jp/investigate/area/kyusyu/index.html（2018.7.22検索）
　完全制御型植物工場のコスト内訳概算
償却費
30%
光熱費
25%
人件費
30%
その他
15%
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現在、産・官・学の連携による技術開発で、技術面からのコスト低減に向け研究が進め
られている。しかし、植物工場事業のビジネスモデル自体は未だ黎明期にある。そのため、
多くの企業が撤退を余儀なくされている事実から植物工場経営の参入障壁の高さを伺い知
ることができる。 
堀籠（1982）は、「野菜市場への新規参入・野菜の新産地形成は、全く新しい品目でない
限り、既成産地と競争してはじめて可能になる。したがって、新産地は既成産地に対抗す
るだけの何らかの優れた手段なり力を持たなければならない。供給過剰基調の時代にはと
りわけこのことが強調される」としている。 
伊藤（2003）は「技術開発を進め製品革新、独創的な部品、素材開発、顧客ニーズの対
応等は重要な経営課題であることに違いないのであるが、現下では、それに劣らずコスト
削減も重要な経営課題となっている。（中略） 価格競争力を強化するためのコスト削減は
避けられない4」としている。 
現行、植物工場では、主に葉物野菜・スプラウト（新芽）・キノコが人工栽培されている。
大小問わず、様々な企業が参入しているが前述の通り経営的に厳しい状況下にある企業が
多い。このような状況下においても、収益を上げている企業が存在しているのも事実であ
る。では、この収益を上げている企業は、何故、それが可能となっているのであろうか。 
現在、葉物野菜、スプラウト（新芽）、キノコの中で著しい成長を遂げている事業はキノ
コである。例えは、キノコのトップメーカーの１日当たりの生産能力は、葉物野菜のトッ
プメーカーの約 50 倍の規模となっている5。そして、生産規模が大きいだけではなく、高
い収益性を有する企業が存在している。 
したがって、本論では、このキノコ事業を採り上げる。また、キノコも様々なものが人
工栽培されているが、その中でマイタケ事業に着目する。そして、そのコスト競争力につ
いて、人工栽培の「技術」と「工程」の観点から論ずるものとする。 
 
                                                   
4 伊藤（2003,p.23）では、「製造現場でのコスト削減として、周知のように TQC（全社的品質管理）等
が現場従業員の自主的管理と組み合わせて実施され、生産性の向上、原価改善がもたらされる。各部門
内の各小集団のなかで、工場の現場作業者が協議し、提案し、原価目標の達成のために様々な作業上の
工夫・創意をこらして、自主的に動作や作業の改善活動を通じてムダをとリ、能率を改善し、原価を削
減する。製造工程、技術システムの改善、各工場の稼働率の平準化、生産ラインの再配置、部品配置の
工夫、作業方法の改善、品質管理による不良品発生率の低減、等によって生産効率を高め、結果とし
て、材料費の節減、加工費の節減を実現し、製造コストの削減を図る」としている。 
5 現行、キノコのトップメーカーである㈱ホクトの生産能力は、約 250ｔ/日産、葉物野菜のトップメー
カーである㈱スプレッドの生産能力は、約 5ｔ/日産である。 
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図表 3 
 
 
 
 
事業化されている
主な野菜類
企業規模
（生産能力）
種類
レタス
ほうれんそう
ハーブ
その他
豆苗
ブロッコリー
もやし
その他
エリンギ
ブナシメジ
シイタケ
マイタケ
その他
 　 　　事例研究（ホクト、雪国まいたけ、一正蒲鉾）
出所：筆者作成。
植物工場における本論の位置付け
葉物野菜
スプラウト（新芽）
キノコ
小
中
大
本論の対象
植物工場
太陽光・人工光
併用型
太陽光利用型
完全制御型
（完全人工光型）
10 
 
第２節 本論の目的 
本論では、コスト競争力を高め成長を遂げている企業の中で「キノコ」の人工栽培事業
を主たる生業としているホクト株式会社（以下、「ホクト」という）を採り上げる。また、
様々な食用キノコが人工栽培されているが、そのなかで「マイタケ」事業を中心に論ずる
ものとする。 
一般的にコスト競争力を強化するための要因は、企業の「外的要因」と企業固有の経営
資源などの「内的要因」の組合せによって形成されている。しかし、本論では「内的要因」
に重点を置き論ずるものとする。そして、内的要因である「企業ごとに異質で、複製に多
額の費用や時間が掛かる経営資源」に着目する。さらに、規模の経済等と無関係なコスト
優位の要因として「技術」があるが、その中でマイタケの人工栽培技術（研究・開発含む）
に視点を置くものとする。 
したがって、ホクトが低価格で高品質を維持しながらどのようにコスト削減を行い、競
合他社に対してコスト競争力を維持しているのかを「栽培工程」とそれを支える「人工栽
培技術」の観点から明らかにすることを目的とする。 
なお、本論における人工栽培技術は、企業の植物工場事業を前提とし、年間 5,000t 以上
の大量生産技術を前提とする6。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
6 一般的な農業でいう大量生産は規模が小さいため対象外とする。本論は、野菜類のメーカーを前提と
している。 
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図表 4 
 
 
 
 
 
 
第 3 節 現行の政策について 
政府は、植物工場の普及・拡大のねらいを「施設園芸のさらなる高度化と地域経済の活
性化」と位置づけ、2009 年度補正予算によって普及・拡大のための活動を支援する取組み
を行っている。概要は、以下の通りである。 
政府は、「新経済成長戦略の改訂とフォローアップ（2008 年 9 月閣議決定）」において、
地域の農業と商工業が連携して新たな事業に取り組む「農商工連携」の新たな切り口の一
つとして、植物工場の普及・拡大を図ることを目的としている。 
出所：筆者作成。
価値活動における本論の位置付け
競争優位性
（コスト競争力）
外的要因 内的要因
購買物流 生産（栽培） 研究開発 販売促進 サービス
本論の対象
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具体的に政府が植物工場の普及・拡大によって目指すものは、季節や天候に左右されな
い計画的な生産による需要・価格の安定、 加工・業務用需要への対応のほか、高度な環境
制御技術、適正な品種、低コスト部材・資材、省エネルギー化など、技術開発や高度化に
よる施設園芸全体のボトムアップを目的としている7。 
加えて、植物工場の新たな事業展開は、地域の基幹産業である農業の世界に、商工業の
技術・ノウハウなどを活用した産業間での連携（農商工連携）を 一層促進し、地域の雇用・
所得の向上や地域の遊休施設の利活用、地産地消の推進など地域経済の活性化につながる
ことを期待したものであるとしている。 
このような目的のもと、2008 年 12 月、農林水産省と経済産業省が共同で行う「農商工
連携研究会」の下に「植物工場ワーキンググループ」が設置され、植物工場の普及・拡大
を図る上での課題の整理や今後の方向性についての検討がなされている。 
このワーキンググループでは、今後の課題として「安定的な販路の確保・拡大」「生産コ
ストの大幅な縮減」「植物工場の立地・導入の促進」を挙げている。そして、その時点の３
年後（2012 年）の目標として、コンソーシアム（事業者・研究者グループ）による技術開
発や実用化の推進などを行うことで“野菜の重量当たり生産コストを３割減”、支援策や制
度、人材育成の強化などにより“植物工場の設置数を３倍増（50～150 カ所）”を目標とし
たものであった。 
上記の目標を受けて、農林水産省と経済産業省の 2009 年度補正予算（農林水産省約 96
億円、経済産業省約 50 億円）において、各種支援策が措置されている。 
 
 
第１項 経済産業省の取り組み 
経済産業省では、農林水産省と協力して行う植物工場の普及・拡大総合対策事業にて、
補助金対象事業の採択および情報公開を中心に取り組んでいる。 特に経済産業省では、関
連機器（空調や光源など）・システムなどの基盤技術の高度化に向けた施設整備を行う事業
や、植物工場モデル施設を設置しセミナーなどを開催する事業を対象に事業者の募集を行
っている。 
 
                                                   
7 「植物工場プロジェクト」ホームページ（政府の取り組み）（2015 年 8 月 1 日検索）を参考。 
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（１）先進的植物工場関連補助金の制度概要 
 ①先進的植物工場施設整備費補助金 
   植物工場の設置・運営に係る課題を克服するために必要な研究・開発及び植物工
場に取り組む地域の事業者等を支援するための技術指導、人材育成、情報提供等の
取り組みを促進するために必要な施設、設備、機器等の整備事業。 
  ②先進的植物工場推進事業費補助金 
   食品製造業者や外食事業者等の植物工場産農産物の実需者及び一般消費者の理解
を深めるためのモデル施設設置（活用）普及事業 
 ③その他の関連施策 
   ・中小商業活力向上事業 
   ・新エネルギー等導入加速支援対策費補助金 
   ・電源立地地域対策交付金 
 
 
第 2 項 農林水産省の取り組み 
農林水産省では、栽培技術を含めた実証・研修及び生産現場に対する植物工場の導入支
援を柱とする支援策を実施している。 
① モデルハウス型植物工場実証・展示・研修事業 
     生産コストを３割縮減できる植物工場の実用化モデルを確立するため、民間事
業者グループによる技術の実証・展示と研修を行う拠点施設を整備する。 
・基盤技術の体系化と栽培実証を行う拠点施設の整備 
・植物工場の運営を担う人材を育成するための経営栽培技術研修 
 加えて、植物工場の導入を推進するために、植物工場及び分析・調整施設の導入、実践
的な技術習得、成分分析、他を支援する。 
② 植物工場普及拡大支援事業 
・農業者が共同で利用する植物工場の整備、技術の習得及び制御装置の調整・改
良等 
③ 植物工場リース支援事業 
・民間企業や農業生産法人による植物工場のリース導入、技術の習得及び制御
装置の整備・改良等 
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④ その他関連施策 
・施設導入、既存施設園芸の高度化 
・低コスト安定生産技術の確立 
・人材育成・環境整備 
 
2010 年 3 月時点の交付決定先は、農林水産省「モデルハウス型植物工場実証・展示・研
修事業」での千葉大学など 5 機関、「植物工場普及・拡大支援事業」での植物工場の運営を
行う 13 業者、「植物工場リース支援事業」で 17 事業者などである8。 
一般的な植物工場の経営状況については、前述以外にも下記の見解がある。 
さらに、高辻（2010）は、「太陽光利用型に比べて電力代と設備コストが掛かり、採算に
乗せるのがより難しい」としている。 
池田（2012）は、「これまでにも、人工光型はいくつか試みられたが、レタスなどの葉菜
類の生産が主で、広く普及するまでに至らす、撤退したものもあった。（中略）重量を増や
すだけの栽培ではなく、食物の色や香り、歯触り、味、内容成分を保証できるような栽培
にするのは、たやすいことではない」としている。 
 山本（2013）は、「露地栽培とは異なる特性に、先進技術が活かされ、高付加価値製品を
供給する事業モデルが確立されれば、農業生産の基礎強化とともに、新たな事業機会や雇
用創出の可能性は極めて高い。しかし、普及・拡大の動きの一方、新設の設備コストや電
気代などのランニングコストが高く、照明や養液管理などの先進要素技術の導入が必ずし
も進まない側面も見受けられる。また、生産コストを回収しうる製品開発や、生産・販売
体制の構築も課題となっている。さらに、近年の当該ビジネスへの新規参入では、補助金
等に後押しされるケースも含まれ、全ての工場について採算性や市場性が確認されている
わけではない」としている。 
 高倉（2009）は、施設園芸のエネルギー分析の結果として「具体的にどのような変革を
すべきかまだ明確でないが、現在利用できているエネルギーが減少し，その価格が上昇す
ると、産業、 日常生活、農業に少なからぬインパクトを与えることは確かである。（中略）
施設園芸では間接エネルギーとして施設が加わり、さらに直接エネルギーとしての暖房の
エネルギーが追加され、産出/投入比は低くわずか数％となる。人工光による工場であれば
                                                   
8 大和総研経営戦略所（2010,p.7）。 
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当然分母は大きくなり、さらに効率が悪くなることはいうまでもない。このような状況は
この 30 年間まったく変わっていない」としている。 
 当間（2014）によると、「植物工場のビジネスを経営する際に、最も苦慮するものは、初
期投資コストの軽減である。同時に、ビジネスを営む上で恒常的に存在する運営コストの
削減においては、極めて重要なものである」としている。 
 このような状況を鑑みると、「商農工連携」のシンボルとして始まった植物工場に対する
政策的支援であったが、ワーキンググループが課題として掲げていた「安定的な販路の確
保・拡大」、「生産コストの大幅な縮減」、「植物工場の立地・導入の促進」などが未達成の
状況にあると言える。「安定的な販路の確保」においては、実際は、販路確保が不十分な参
入が多いとされている9。「生産コストの大幅な縮減」に関しては、徐々に削減は進んでい
るものの大幅な削減には至っておらず、前述のような経営状況が続いている。また、補助
金による後押しを受け、様々な業界から新規参入が相次ぎ第三次ブームとまで呼ばれてお
り、近年に植物工場に参入した業種は多岐にわたるとされている10。そのため、農業との関
わりがない異業種からの参入も増加し、資金的な課題だけではなく、植物ならではの生産
管理の難しさを克服できない状況にあるところも多い11。野菜類の人工栽培技術は、非常
に広範囲な専門知識が必要となり、ノウハウもなく安易に参入した場合などは、安定した
生産ができるまでに生産技術を高め維持することは容易ではない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
9 日本政策投資銀行（2014,p.57）。 
10 日本政策投資銀行（2014,p.25）。 
11 日本政策投資銀行（2014,p.57）。 
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図表 5 
 
 
 
 
 
第 4 節  植物工場事業について 
植物工場の定義については、これまで下記のような議論がなされている。 
高倉（2009）は、「定義は難しい」としている。その理由として「20 年以上もたっ
て、やはり同じように光源に関して曖昧な定義になっているのは、一つには一般的な園芸
施設は高度化し発展してきているが、完全人工光による完全制御型工場が伸び悩んでいる
ためと想像される」としている。さらに用語に関しても、當間・倉方・当間（2013）は、
「用語に統一した使われ方はなさそうである。」としている。現状、プラントファクトリ
ー（plant factory）、ハイテクグリーンハウス（high tech greenhouse）又は
（greenhouse with environmental control system）、ハイドロポニクス
出所：筆者作成
野菜類の人工栽培に必要とされる主な技術的な専門分野
農学
環境工学
計測制御
工学
化学
複合環境
制御学
施設園芸学
施設園芸
工学
栽培システ
ム工学
生産環境
センサ工学
他
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（hydroponics）、多段的に積み上げた栽培方法という意味でバーティカルファーミング
（vertical farming）、環境制御型農業という意味のＣＥＡ
（Controlled Environment Agriculture）、人工光型植物工場（plant factory with 
artificical light:ＰＦＡＬ）など、様々な用語が使われている12。  
また、経済産業省・農林水産省（2009）では、「施設内で植物の生育環境（光、温度、
湿度、二酸化炭素濃度、養分、水分等）を制御して栽培を行う施設園芸のうち、環境及び
生育のモニタリングを基礎として、高度な環境制御と生育予測を行うことにより、野菜等
の植物の周年・計画生産が可能な栽培施設である。  
（1）閉鎖環境で太陽光を使わずに環境を制御して周年・計画生産を行う‘完全人工光
型’  
（2）温室等の半閉鎖環境で太陽光の利用を基本として、雨天・曇天時の補光や夏季の
高温抑制技術等により周年・計画生産を行う‘太陽光利用型’（太陽光利用型のうち、特
に人工光を利用するものについては‘太陽光・人工光併用型’という）」としている。 
 なお、本論では上記の経済産業省・農林水産省の定義(1)に準拠するものとする。 
 
  
 
第 5 節 本論の概要 
本論は、企業の競争優位性を内的要因の観点から論ずるものである。特に、キノコ業界
のトップメーカーであるホクト株式会社を採り上げ、そのコスト競争力の高さを「マイタ
ケの人工栽培技術（研究・開発含む）と工程」に着目し、その要因を明らかにしたもので
ある。 
 
 
 
 
 
 
                                                   
12 當間・倉方・当間（2013,pp.13-14）。 
18 
 
図表 6 
 
 
項目 内容
1.問題意識
　ホクトは競合他社が低収益で低迷している中、高収益を達成して
競争優位性(コスト競争力）を維持しているが、それにはどのような
要因があるのであろうか。
①これまで国内のキノコの人工栽培技術に関して基礎技術に関する
  研究が中心であり、社会科学的な研究事例が極めて少ないこと。
②従来の経営資源や組織能力あるいは生産管理等に関する研究は、
  工業製品（ものづくり）などが中心であり、キノコ（生物）は、
  これまで議論されてこなかった領域であること。
3.キノコ事業の
　　　　　選定理由
①植物工場の中で、様々な課題を解決し、飛躍的に発展・拡大を
  遂げている事業であること。
②当該事業は、企業経営が成され、複数の上場企業によって牽引
  され、情報開示も進んでいること。
　国内のキノコ生産量第1位の企業である「ホクト」を採り上げる。
　ホクトの比較対象として、国内のキノコ生産量
第2位の「雪国まいたけ」、第3位の「一正蒲鉾」の大手2社を
採り上げる。
①植物工場で大量に人工栽培されているキノコの中で、一番高度な
　人工栽培技術が必要とされ、栽培技術、生産方法等において各社の
　特徴が顕著に現れること。
②国内キノコメーカートップの3社で共通して生産している品種で
　あること。
　（3社合計でマイタケの国内マーケットシェア約84％）
6.研究方法
事例研究
（資源ベース理論、ダイナミック・ケイパビリティ論、VRIO分析）
ホクトの「コスト競争力」を構築している要因（資源と社内システ
ム）を栽培工程とそれを可能にした人工栽培技術の観点から提示した。
具体的には、高度な研究・開発力を有する研究所の「５つの要因」、
その研究・開発力によって確立された「４つの栽培技術」、さらに、技
術を改良・発展させる価値創造や環境適応力を育むためのシステムとし
て「（匠の技）高速人材育成システム」「栽培技術のブラッシュアップ
システム」が存在することを示した上で、これらがどのように組み合わ
さってコスト競争力を構築しているかを明らかにした。
出所：筆者作成。
5.品種（マイタケ）
　　　　の選定理由
2.研究の意義
4.研究対象企業
7. 結　論
博士論文の概要
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図表 7 
 
 
出所：筆者作成
ホクトのコスト競争力を構築する「資源の組合せ」と「プロセス」
野生株の蓄積
きのこ専任60人
研究開発体制の構築
きのこ総合研究所
優れた交配技術
工場を再現した品種別の
栽培実験室
優れたスクリーニング技術
資材開発技術（培地含む）
形状・重量を
コントロールする技術
生長スピードを一定に
コントロールする技術
ビン栽培技術
高度な研究・開発力
【匠の技】高速人材育成システム
栽培技術のブラッシュアップシステム
機械化に適したマイタケの栽培技術
一株マイタケ
栽培日数の短縮
栽培スペースの縮小化
（「培養」「芽だし」「発生」工程時）
栽培工程の完全自動化
設備投資（減価焼却費）
維持管理費（光熱費等）の削減
コスト競争力強化
手作業工程の自動化
「破袋」「収穫」「小分け（カッティング）」
人件費の大幅削減
コスト削減
暗黙知 組織的「形式知」 共通言語化 定着化
匠の技
技術・技能の伝承
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第 6 節 本論の構成 
第１章を序論とし、第２章では、現状分析としてキノコ産業を概観し、さらにキノ
コの人工栽培技術や大量生産技術がいかに高度な専門技術を必要とするかを明示する
ために「アーキテクチャ」の観点から考察する。この第 1 章は、殿崎正芳（2015b）「植
物工場のアーキテクチャに関する研究」『第 9 回東アジア経営管理国際学術大会論文
集』実践経営学会,pp.21-31（査読論文）をもとに執筆している。第３章で先行研究レ
ビューを行い、研究の意義について述べる。第 4 章で分析視座として、研究対象の選
定理由、リサーチ・クエスチョン、研究方法を提示する。第５章では「ホクト」、第 6
章では「雪国まいたけ」、第 7 章では「一正蒲鉾」を採り上げ、マイタケの人工栽培に
おける「技術」と「工程」を内的要因の観点から考察する。第５章は、殿崎正芳（2017）
「企業の植物工場経営における競争優位性に関する研究 －ホクト株式会社を中心と
して－」『Innovation Management』Vol.12,pp.61-80（査読論文）をもとに執筆してい
る。第 6 章は、殿崎正芳（2015a）「植物工場経営の競争戦略についての一考察 －舞茸市
場を中心として－」『Innovation Management』Vol.9,pp.1-20（査読論文）をもとに執筆
している。第８章では、事例研究の総括として考察を行い、結論を述べる。第９章で
は、今後の植物工場事業の発展に寄与すべく、植物工場に関する政策提言を行う。 
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第２章 
 
現状分析 
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第 1 節 植物工場の概要 
 
第 1 項  植物工場の歴史 
一般的に植物工場で人工照明が初めて利用されたのは 1957 年とされている13。この時、
クレスのスプラウト一貫生産を初めて手がけたデンマークのクリステンセン農場だといわ
れている14。日照時間の非常に短い時期（季節）が長い北欧では、補光を利用した施設園芸
が古くから行われている。それがさらに発展し、高度の施設園芸としてオランダをはじめ
とする北欧各地で発展されてきた15。オランダで発展してきたのは「太陽光型」と呼ばれ
るものである。立体式の自動植物工場を最初に開発したのはオーストリアのルスナ社で、
1960 年代初頭であるとされている。一方、植物工場を最初に開発したのはアメリカの企業
で、すでに 1960 年代にゼネラルエレクトリック社が研究を始め、1970 年代になるとゼネ
ラルフーズ社、ゼネラルミルズ社、そして同社を引き継いだファイトファーム社などが続々
と追随したとされている16。しかし、結局は採算が合わずに 1990 年代前半には撤退に追い
込まれている。 
 日本では水耕栽培が本格的に植物工場として活用されたのは、第二次世界戦争中にアメ
リカが南方の基地に建設し、さらに戦後日本に米軍が駐留したとき東京の調布市17と滋賀
県の大津市に野菜の自給を始めたのが最初の植物工場といわれている18。この頃の日本の
農業の肥料は人糞を主に使っていたので米軍が衛生上の理由で建設したとされ、その技術
が日本の農業における植物工場の起源とされている。 
 
 
                                                   
13 植物を水耕栽培方式で育てることを発明したのは植物生理学を確立したドイツのザックス
（J.Sachs1832～1897）とされている。植物を土壌で育てる代わりに、様々な無機塩類を溶かした水溶
液に根を浸して育てることにより、植物が本当に必要とする養分をどの程度必要とするかを知ることが
でき、その後の植物学、農学の発展に著しく寄与したといわれている。植物に糞尿や堆肥をすき込めば
生育が良くなることから、腐食物（有機物）を吸収していると考えられていたがザックスらはこの水耕
栽培法により植物が吸収するものはリン、窒素、カリウムなどの無機養分のイオン化したものでこれを
根より吸収されることにより植物が成長することを解明した。このことが、現在の水耕栽培の礎になっ
ている。 
14 高辻（2007,p.1）、山本（2013,p.4）。 
15 高辻（2007,p.1）。 
16 高辻（2007,p.2）。 
17 1946 年 戦後、GHQ（連合国総司令部）が、サラダを食べたいアメリカ兵のために、東京で「太陽光
によるハウス型水耕栽培の施設」を建設している。 
18 ㈱リビングファーム ホームページ（http://www.living-farm.com/category/1313480.html 
2014.05.30 検索）。 
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図表 8 
 
 
 
第 2 項 日本における植物工場の歴史 
（１）1980年代19 
 高辻（1987）によると、研究段階では、高辻らの研究グループが、株式会社日立製作
所の中央研究所で1974年に始めたのが最初であり、日本では誰も本格的な研究は行ってい
なかったとしている。そして、当時の通商産業省の未踏革新技術補助金により植物工場の
基礎研究に着手したとしている。この研究では、サラダ菜・ピーマンが研究され、完全な
生長定量化と生長促進のデータを得るのに3～4年を要したとされている。 
高辻（2007）は、「スタンダードとなる植物にサラダ菜とピーマンを選び、植物工場の
ための精密な成長データを取得。グロースキャビネットの中で光強度、日長、地上部温
度、地下部温度、二酸化炭素濃度などの環境条件を変えて、サラダ菜の成長スピードを測
定し形態を観察。これによって環境条件と成長との関係が定量化され、最適な環境制御に
よりサラダ菜は露地栽培の5 ～6倍のスピードで成長することが判明。このデータは世界
でも初めてのものであった」としている。 
その後、三菱電機株式会社、東洋エンジナリング株式会社、石川島播磨工業株式会社、
                                                   
19 第一次ブームとされた時期。 
社名 年代 国名 栽培方法 栽培野菜
クリステンセン農場 1950年代 デンマーク 太陽光＋補光ランプ カーセ、クレソン
太陽光＋補光ランプ トマト、ピーマン
完全制御型＋高圧ナトリウムランプ トマト、レタス
ゼネラルエレクトリック社 アメリカ 完全制御型＋高圧ナトリウムランプ トマト、キュウリ、レタス
ゼネラルミルズ社 アメリカ 完全制御型＋高圧ナトリウムランプ レタス、サラダ菜
ホイタッカー社 1980年代 アメリカ 太陽光型 レタス、キャベツ
出所：高辻・小国（1983）に筆者の加筆・修正を加え作成。
ルスナ社 オーストラリア
撤退を余儀なくされた世界の植物工場
1970年代
24 
 
㈶電力中央研究所、キユーピー株式会社、個人経営の三浦農園などが研究を始めている
20。そして、「第１次植物工場ブーム」の火種となったのは、ダイエーの「バイオファー
ム」の名称で知られた、千葉県船橋市にある「ららぽーと店」の野菜売り場の奥に設置さ
れた植物工場である。高辻（1987）によれば、これが「植物工場元年である」としてい
る。さらに1985年に開催された国際科学技術博覧会（科学万博：つくば’85）では、「回
転式レタス生産工場」（日立製作所）が出展された。これは、高辻らが研究していた人工
光併用型（太陽光利用型）実証プラントでの成果を応用したもので、多くの見学者の関心
を集めたとのことである。1986年には、㈶電力中央研究所がハイブリッド型（太陽光＋ラ
ンプ）植物工場を開発、東洋エンジニアリング株式会社は、釧路に寒冷地向け植物工場
を、石川島播磨工業株式会社は、太陽光型の省エネ型植物工場を、キユーピー株式会社
（以下「キユーピー」という）は、斜面栽培による完全制御型（現行のＴＳファームの前
身）の植物工場を開発している。また、旧国鉄は、分割民営化後の新規事業開発の一環と
して大崎駅の高架下と西日暮里駅で完全制御型の研究を行っている21。加えて、この時期
には、太陽光利用型では海洋牧場（静岡県）によるカイワレ大根の生産工場（1980年
頃）、完全制御型では三浦農園（静岡県）による無農薬レタスの生産（1983年）が始ま
り、植物工場実用化の草分けとなった。その後、九州電力株式会社、関西電力株式会社、
中部電力株式会社、四国電力株式会社、北海道電力株式会社、三菱重工業株式会社、セコ
ム株式会社、清水建設株式会社、出光興産株式会社、㈲柴田ガラスなどが開発を進めてい
た22。 
 
（２）1990年代23 
キユーピーやカゴメ株式会社など大手食品メーカーが参入した1990年代前半から後半に
かけては、ブームが再燃した時期である。このときは、農林水産省の補助金が導入された
ことが大きく、それを活用して、キユーピーなどが植物工場を造り、工場野菜を販売し始
めた。そして、キユーピーが設計・開発したシステム（ＴＳファーム）を利用した植物工
場も、日本各地に建てられた。しかし、その後の状況について下記のように述べられてい
る。 
                                                   
20 高辻（1987,p.766）。 
21 高辻（1987,p.766）。 
22 高辻（1990,p.93）。 
23 第二次ブームとされた時期。 
25 
 
ＳＢクリエイティブ株式会社によると「このころから蛍光灯利用の多段式が登場し、床
面積効率が飛躍的に向上する。株式会社日立製作所、株式会社日立プラントサービス、三
菱電機株式会社や中部電力株式会社などがこの方式を取り入れるが実用には至らず、ベン
チャー企業が開発を手掛けるも多くは撤退を余儀なくされた」としている24。 
 
（３）2009年25～現在 
高倉（2009）は、「小泉総理（当時）に続き、麻生前総理が人工光型植物工場を視察し
て、レタスをほおばるシーンがテレビで放映された。植物工場ブームの第三次到来という
人もいる。第四次かもしれない」としている。 
これは、2008年9月に閣議決定された「経済成長戦略の改訂とフォローアップ（新経済
成長戦略）」に、植物工場が「その普及・拡大を図ること」と位置付けされたことによる
ものである。これを受けて、経済産業省と農林水産省は、共同で「農商工連携研究会植物
工場ワーキンググループ」を立ち上げた。このワーキンググループでは、植物工場に携わ
る学識経験者や事業者などが、植物工場の普及・拡大を図る上での課題整理と今後の方向
性について検討し、2009年4月に「農商工連携研究会植物工場ワーキンググループ報告
書」をとりまとめている。経済産業省と農林水産省は公表された「報告書」を受けて、３
年後の「植物工場における野菜の重量当たり生産コストの３割縮減」と「植物工場の設置
数の３倍増」を目指した支援策を打ち出している。 
 
 
第 3 項   植物工場の市場規模 
民間調査機関の試算では、2013 年 国内植物工場運営事業市場規模は、完全人工光型で 33
億 9,600 万円、併用型及び太陽光利用型で 199 億 1,900 万円とされている。そして、2025 年 
国内植物工場運営事業市場規模は、完全人工光型で 443 億 3,800 万円、併用型及び太陽光利
用型で 1,056 億 9,000 万円とされている26。 
今後について「完全人工光型は LED 植物工場の本格普及、機能性野菜市場の進展を経て、
                                                   
24 SB クリエイティブ株式会社ホームページ『ビジネス＋ＩＴ』「足掛け 30 年、植物工場がようやくもう
かる事業になれたワケ」,https://www.sbbit.jp/article/cont1/34890（検索日：2018 年 8 月 12 日）。 
25 第三次ブームとされており、現在は過去の二つのブームと同様に終焉してしまうのか、逆に成長産業
となっていくのかの過渡期と思われる。 
26 矢野経済研究所（2014,pp.170-175）。 
26 
 
2020 年以降に生薬、医薬品原料など超高付加価値製品市場の発展期に入る。太陽光利用型は
民間参入企業の大規模工場の建設、また、併用型は太陽光利用型工場への人工光導入による
補光の普及に伴い、市場は拡大すると予測する」としている。 
 
 
図表 9 
 
 
 
第 2 節 キノコ産業について 
本論における研究対象であるキノコの人工栽培は、植物工場を前提としている。 
現在、低カロリーでヘルシーな食材として一般化しているのがキノコである。秋の味覚
として知られているが、最近では季節性に捉われることなく 1 年を通じて販売されている。
これは、キノコの人工栽培技術が発達して、食用キノコの一部で完全制御型（完全人工光
型）の植物工場で周年栽培が可能になったことに起因している。これによって、季節に関
係なくキノコが年間を通じて市場に安定供給が可能となっている。 
 キノコ産業は、1950 年代以降から急速な発展を遂げるようになってきた。その後、栽培
技術や装置の発展に伴い小規模農業型経営から大型施設での周年栽培が主流となってきた
（単位：百万円）
2013 2015 2018 2020 2025
太陽光利用型 19,919 27,052 53,224 81,414 105,690
完全制御型 3,396 13,190 20,082 30,327 44,338
出所：矢野経済研究所（2014）を参考に筆者作成。なお、この数値にはキノコ類は
　　　含まれていない。
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流れがある。そして、1980 年代には、企業経営による完全制御型（完全人工光型）植物工
場におけるキノコの人工栽培が始まり現在に至っている。 
松尾（2010）は、「農家と企業が併存する形で産地が形成されているのがキノコ類栽培の
特徴である。（中略）栽培技術が改善されて普及が進むと､ 今日のように全国各地でキノコ
類が栽培されるようになり､ 消費量も増加し続けてきた｡ さらに､ キノコ類は輸送・冷蔵
技術の向上によって､ 生鮮品として出荷することが可能となった」としている。 
 しかしながら、近年のキノコ産業は生産品目が拡大し、生産量が増加する中で生産額全
体は減少傾向にある。これは、企業における人工栽培が増加して年間の生産規模が数万ｔ
/社に達しているが、一方で小規模の事業者が撤退していることが一因である。また、キノ
コの種類によっては、海外からの輸入量の増加により国内生産量が激減しているものもあ
るためである。 
 さらに、2011 年に発生した東日本大震災にともなう東京電力福島第一原子力発電所の放
射能漏れ事故によって、福島県やその近隣県では、原木栽培のキノコ類を中心とした出荷
制限や出荷自粛なども影響していると考えられる27。 
 完全制御型（完全人工光型）の工場におけるキノコの人工栽培は菌床栽培で行われてい
る。これは、キノコの栽培工程および培養基素材の追跡が容易であることを示している。
そのため、野菜でありながら「生産過程における透明性」や「生産品の品質における再現
性」の高い、安全な食品・食品素材の供給源であるとされている28。 
食用キノコの生産現場における栽培環境条件の設定等は、各工程において様々な形でシ
ステムが導入され機械化されている。しかし、キノコの生長の重要なポイントとなる工場
内における環境制御等の微調整は、長年の研究や現場での経験によって培われた肌感覚や
洞察力などに基づいていることが多いとされている29。 
キノコの人工栽培における環境制御等は、光、温度、湿度、二酸化炭素、空調（風速・
風流）、培地（成分・水分量）など多岐にわたる。工場では、自然環境の再現が日々行われ
ている。キノコは、「工業製品」ではなく「生物（菌類）」であるため、小さな環境変化が
生じただけでも生長に大きな影響が及ぶため管理が難しい。加えて、キノコの種菌自体も
固有の性質を有しており、種菌が替われば同じ品種でも最適な環境制御条件が異なってく
                                                   
27 特産情報キノコ年鑑編集部（2015）「はじめに」および（2015,p.57）。 
28 一正蒲鉾（2015,p.71）。 
29 倉橋（2013,p.2）。 
28 
 
る。 
培地においても様々な独自ノウハウが集結されている。そして、季節の変化だけではな
く、日々の気温や湿度、原材料の生育時期・状況なども考慮され、配合割合や水分量など
微調整が行われている。培地の原材料や栄養素も品種毎に異なり、その配合や配合割合は
各企業で重要な独自ノウハウとなっている。 
特に食用キノコで植物工場において栽培されているのは、主にブナシメジ、マイタケ、
エリンギなどである。 
 
 
 
第 3 節 キノコの現状について 
 
第 1 項 国内生産量について 
 国内で生産されている主な食用キノコは、木材腐朽菌である。高畠（2015）によると「栽
培種の食用キノコ類は、従属的な栄養生活を営み、木質成分を分解、代謝して栄養生長を
遂げ、子実体形成に至る」としている。キノコは、一般的な植物のように光合成を行い、
自ら栄養素を作り出すことはできず、他者から栄養素を吸収して生長するものである。 
 キノコの年間生産量は、平成 28 年特用林産基礎資料によると約 46 万ｔ/年である。主
な内訳は、ブナシメジや 11.6 万ｔ、マイタケ 4.9 万ｔ、エリンギ 4.1 万ｔ、その他である。 
 多くのキノコで人工栽培が開始され、生産量が拡大している。一方、シイタケは 1980 年
代半ばを境に生産量は急激に減少している。これは、中国などからの輸入品が拡大したこ
とによるものである。また、キノコの生産者戸数も減少の一途を辿っているのが実情であ
る。安価な輸入品が大量に輸入されることによって販売価格が下落したことも一因となっ
ている。 
   
（１）ブナシメジ 
 ブナシメジの生産は、1970 年に当時の宝酒造株式会社（現宝ホールディングス株式会
社）の中央研究所が世界で初めて人工栽培に成功したことから生産量が増加した30。その
                                                   
30 宝ホールディングスホームページ（最終検索日：2017.3.9）。 
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特許の成立（宝１号菌）とともに、長野県経済連と独占契約が締結されたことが生産の始
まりとされている。そして、本格的な生産は、長野県経済連が農家に委託栽培する形で開
始された。当初は長野県経済連の独占品目として、栽培委託や技術指導などが行われた。 
 さらに、長野県経済連が生産から販売の全てに亘り主導的に携わり、ヒラタケに変わる
新しいキノコとして普及していったとされている31。農林水産省の主要特用林産物国内生
産量の推移に記載されたのが 1979 年（1,071ｔ）からである。 
 その後、1990 年に宝１号菌の栽培法の特許期間が終了したことにより全国で栽培され
るようになった32。さらに、この頃からホクトなどの企業が参入して大量生産を開始した
ことで生産量が急速に拡大していった。都道府県別の生産量は、長野県が約 5.0 万ｔ、新
潟県が約 2.1 万ｔ、福岡県が 1.4 万ｔとなっている33。 
 
（２）エリンギ 
 エリンギは、ヨーロッパ原産で日本には自生していないキノコとされている。そのため、
種菌が日本へ輸入されるようになった 1990 年代から栽培が行われるようになった。当時
は、「西洋ヒラタケ」「かおりシメジ」などの名称で出荷されていた。キノコ自体にボリュ
ーム感があり、味覚や歯触りが良くさらに料理の幅が広いことなどから新しいキノコとし
て定着するという期待が集まり、輸入種菌や国内での育種種菌を使って各地で栽培が行わ
れるようになった34。農林水産省の主要特用林産物国内生産量の推移に記載されたのが
1996 年（1,910ｔ）からである。しかし、当時は栽培技術が確立していなかったことや種
菌の安定性が確保されていないこともあり生産量はあまり伸びなかった。 
 これまでは、一部の個人農家が中心であったが、1990 年代に入り、ホクトが「エリンギ
ホクト PLE-２号」の開発と栽培技術を確立し大量生産を開始したこと、および種菌メー
カーの品種開発が進んだことで生産量が増加していった。さらに、雪国まいたけがエリン
ギの生産を開始したことで生産量が飛躍的に拡大していった。そして、企業が大型工場の
新設するごとに年間生産量は増加し、現在では約 4.1 万ｔ/年となっている。都道府県別の
生産量は、長野県が約 1.7 万ｔ、新潟県が約 1.3 万ｔとなっている35。 
                                                   
31 特産情報キノコ年鑑編集部（2015,p.67）。 
32 特産情報キノコ年鑑編集部（2015,p.67）。 
33 農林水産省：平成 28 年度特用林産基礎資料。 
34 特産情報キノコ年鑑編集部（2015,p.74）。 
35 農林水産省：平成 28 年度特用林産基礎資料。 
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図表 10 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
きのこの生産量（ｔ）
出所：平成25年特用林産基礎資料（主要特用林産物国内生産量の推移）を参考に筆者作成。
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図表 11 
 
単位：ｔ
年次
1960 昭和35 30,651 2,267 - - - - - - 3,509
1961 36 43,535 2,744 - - - - - - 2,691
1962 37 49,188 2,940 - - - - - - 1,053
1963 38 55,933 2,334 - - - - - - 2,361
1964 39 50,558 2,460 - - - - - - 1,837
1965 40 58,358 2,090 - - - - - - 1,291
1966 41 58,668 2,536 - - - - - - 1,713
1967 42 72,828 3,698 6,378 - - - - 105 587
1968 43 91,440 5,394 7,217 - - - - 115 1,525
1969 44 82,946 7,686 8,301 - - - - 111 507
1970 45 94,043 8,448 10,941 - - - - 97 1,974
1971 46 107,142 8,351 17,232 - - - - 138 610
1972 47 116,747 9,766 26,210 - - - - 84 445
1973 48 114,301 11,922 30,357 - - - - 50 564
1974 49 141,307 12,800 34,148 3,498 - - - 20 546
1975 50 138,052 11,416 37,497 4,761 - - - 14 774
1976 51 140,833 11,259 38,973 6,621 - - - 12 604
1977 52 147,797 11,861 41,843 7,553 - - - 10 428
1978 53 160,593 13,776 48,811 10,751 - - - 34 620
1979 54 163,477 16,513 51,853 11,205 1,071 - - 94 658
1980 55 174,908 16,776 52,565 12,060 1,600 - - 104 457
1981 56 181,510 16,348 53,282 13,079 1,885 325 - 74 208
1982 57 163,697 16,499 50,985 14,396 2,773 507 - 38 484
1983 58 158,855 18,141 55,769 18,305 4,666 699 - 34 742
1984 59 190,716 19,577 63,283 21,712 7,006 1,117 - 153 180
1985 60 159,161 19,793 69,530 26,211 9,173 1,506 - 230 820
1986 61 176,639 20,079 74,378 29,746 11,493 2,203 - 205 199
1987 62 163,561 21,054 78,129 32,188 13,688 3,016 - 96 464
1988 63 165,897 21,049 78,070 34,838 16,089 4,834 - 118 406
1989 平成元 159,855 21,125 83,200 35,716 22,349 6,167 - 153 457
1990 2 157,798 22,083 92,255 33,475 29,757 7,712 - 155 513
1991 3 149,225 21,738 95,123 30,866 36,623 7,950 - 143 267
1992 4 147,052 22,104 102,834 28,100 44,458 8,950 - 162 187
1993 5 142,484 22,614 103,537 23,608 48,480 9,618 - 164 349
1994 6 132,478 22,638 101,806 20,441 54,436 14,103 - 123 120
1995 7 130,982 22,858 105,752 17,166 59,760 22,757 - 97 211
1996 8 123,362 22,823 108,118 14,369 66,657 27,307 1,910 103 359
1997 9 115,281 24,522 109,324 13,243 72,024 31,135 2,166 88 272
1998 10 113,079 27,193 112,164 11,731 78,655 36,850 3,601 86 247
1999 11 109,584 25,771 113,713 9,944 84,330 39,996 5,515 26 147
2000 12 103,876 24,942 109,510 8,546 82,414 38,998 6,734 26 181
2001 13 100,879 23,775 108,444 6,796 86,550 44,042 10,084 26 78
2002 14 95,588 24,818 110,444 5,800 83,790 46,843 19,472 38 52
2003 15 94,119 25,068 110,185 5,210 84,356 45,805 29,882 56 80
2004 16 94,823 25,815 112,997 4,655 88,066 46,036 33,296 62 149
2005 17 93,824 24,801 114,542 4,074 99,787 45,111 34,342 65 39
2006 18 93,375 25,615 114,630 3,384 103,249 45,985 36,435 92 65
2007 19 92,116 25,818 129,770 3,024 108,996 43,607 38,265 115 51
2008 20 97,413 25,945 131,107 2,578 108,104 43,398 38,214 181 71
2009 21 100,191 26,138 138,501 2,424 110,741 40,998 37,223 198 24
2010 22 101,693 27,261 140,951 2,535 110,486 43,446 37,450 302 140
2011 23 97,125 25,426 143,189 2,082 118,006 44,453 38,055 643 36
2012 24 92,414 25,816 134,097 1,883 122,276 43,251 38,163 819 16
2013 25 92,437 23,383 133,647 2,290 117,363 45,453 40,200 765 38
2014 26 89,717 21,796 135,919 2,327 115,751 49,541 39,645 894 42
2015 27 86,700 22,897 131,683 3,263 116,152 48,852 39,692 1,182 71
2016 28 88,848 22,935 133,297 3,449 116,271 48,523 40,475 1,278 69
出所：農林水産省「平成28年特用林産基礎資料：主要特用林産物国内生産量の推移」より抜粋。
きくらげ類
     キノコの国内生産量推移
まつたけまいたけ
しいたけ
計
なめこ ひらたけ ぶなしめじえのきたけ エリンギ
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図表 12 
 
  
 
 
単位：ｔ
きのこ類
都道府県 しいたけ なめこ えのきたけ ひらたけ ぶなしめじ まいたけ エリンギ まつたけ その他計
計 総計
01北海道 7,885.8      1,515.4      3,681.8      3.5           2,293.1      2,396.3      784.1        - 339.0        19,154.5    
02青森 243.4        221.1        139.8        - - 31.9          - - - 636.2        
03岩手 5,426.0      200.1        59.7          26.5          17.4          84.5          - 20.7          6.8           5,865.9      
04宮城 1,009.3      433.6        2,684.9      10.2          3,071.2      103.6        0.5           0.6           3.3           7,328.7      
05秋田 4,240.4      383.2        25.1          22.7          597.1        123.8        16.9          - 71.5          5,483.3      
06山形 1,537.4      4,402.2      1,641.3      74.6          2,662.8      164.2        26.1          0.6           92.0          10,608.8    
07福島 2,491.3      1,994.8      30.2          42.3          1.2           91.2          256.8        0.1           5.0           4,989.9      
08茨城 881.2        154.8        - 304.6        3,340.1      343.3        415.6        - 12.2          5,557.3      
09栃木 2,568.0      59.1          - 48.4          49.4          397.9        4.7           - 49.9          3,195.6      
10群馬 4,046.8      1,015.7      591.9        72.9          172.9        1,382.7      43.2          - 86.1          7,460.3      
11埼玉 974.6        233.4        1,200.0      58.2          194.0        119.7        2.5           - 5.2           2,797.5      
12千葉 1,149.7      88.7          - 93.5          164.0        61.8          1.2 - 12.3          1,575.7      
13東京 204.4        0.7           - 17.6          - 53.5          - - - 276.7
14神奈川 299.7        0.6           - 8.5           - 0.1           - - 0.8           321.6        
15新潟 2,583.3      4,805.9      20,764.6    1,402.3      20,751.3    30,275.3    12,571.4    - 3.8           93,207.2    
16富山 1,020.6      332.1        179.8        4.4           1,126.0      0.7           1.3           - 2.5           2,667.9      
17石川 583.2        144.3        99.2          0.2           1,190.3      55.0          - 0.8           0.3           2,075.5      
18福井 240.4        29.1          340.5        14.8          - 111.7        2.4           - 2.5           742.1        
19山梨 180.6        46.1          11.1          27.4          - 21.0          20.4          - 20.3          328.8        
20長野 1,541.8      3,984.0      82,325.0    686.6        49,807.0    2,752.2      17,244.0    42.5          478.4        158,887.0  
21岐阜 2,101.9      410.4        - 5.7           719.4        39.3          53.4          - - 3,331.7      
22静岡 2,270.6      1.8           - 58.0          3,078.4      5,437.9      48.1          - 0.1           10,911.4    
23愛知 974.4        1.8           - 3.8           1.2           30.9          45.0          - 24.0          1,113.2      
24三重 806.6        823.2        50.4          67.9          323.0        - 379.6        - 83.9          2,555.8      
25滋賀 441.6        0.1           - - - 30.2          0.1           - 13.0          495.0        
26京都 178.1        0.6           6.5           7.4           - 0.3           0.8 0.2           820.0        1,015.8      
27大阪 138.2        - - 0.1 40.0          - 0.2 - - 200.5        
28兵庫 1,427.7      8.1           31.3          23.4          447.2        0.1 39.5          0.2           0.5           1,981.0      
29奈良 463.9        96.0          - 0.4           285.1        16.0          12.8          0.4           30.9          915.0        
30和歌山 1,005.2      130.4        - 6.1           12.1          - 67.6          0.8           3.3           1,225.9      
31鳥取 359.5        72.6          355.2        3.1           244.8        29.3          393.5        0.2           43.9          1,530.3      
32島根 1,834.8      9.8           - 21.0          35.1          171.2        480.3        0.1           1.1           2,575.3      
33岡山 1,040.3      4.2           301.0        7.8           48.0          3.5           10.1          1.9           - 1,431.1      
34広島 798.6        4.0           249.3        4.7           2,976.0      39.0          2,697.7      0.1           3.3           6,776.3      
35山口 330.7        3.2           3.1           3.9           0.5           1.8           6.7           - - 405.5        
36徳島 8,330.3      3.4           - 0.2           - - 5.6           - - 8,339.5      
37香川 374.4        0.9           294.9        0.3           5,247.3      - 1,455.7      0.1           0.2           7,373.8      
38愛媛 1,867.6      1.1           865.4        7.7           - - - - - 2,744.9      
39高知 492.6        0.1 396.0        26.9          1,755.6      1.1           22.8          0.1           - 2,695.3      
40福岡 837.2        7.3           5,107.6      183.4        13,657.3    3,810.2      1,912.0      - 22.1          25,563.0    
41佐賀 150.1        0.7           250.0        25.9          12.7          0.1 4.8           - 0.3           452.1        
42長崎 3,979.3      467.1        3,812.0      - 1,058.0      281.0        942.9        - 20.6          10,593.7    
43熊本 2,331.6      2.7           1,918.8      6.6           23.4          8.2           248.9        - - 4,684.5      
44大分 9,542.1      752.5        2,718.0      0.8           43.0          - 20.2          - 8 13,139.3    
45宮崎 6,047.6      87.8          772.5        14.5          140.1        52.1          100.0        - 13.1          7,231.7      
46鹿児島 1,588.7      - 1,765.3      50.3          146.3        0.6           1.6           - 48.5          3,700.8      
47沖縄 26.1          - 625.2        - 538.5        - 133.5        - 9.6           1,339.8      
合計 88,847.6    22,934.7    133,297.4  3,449.1      116,270.8  48,523.2    40,474.5    69.4          2,338.3      457,482.7  
出所：農林水産省「平成28年特用林産基礎資料：きのこ類の生産量（合計）」より抜粋。
   キノコの都道府県別生産量
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図表 13 
 
 
 
図表 14 
 
 
      出所：林野庁ホームページ：第1部 第IV章 第2節 特用林産物の動向（1）（最終検索日：2017年12月19日）。
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第 2 項 大手企業の参入 
キノコ生産に企業が参入してきた理由として、バブル経済時代の過剰投資が土地や株式
に集中する以前、アグリビジネスという形で、いわば企業の余剰資本のはけ口として多数
の企業が参入してきた。特に、同じように菌類を事業の基盤とする製糖業界や酒、醤油、
味噌等の産業界、さらには余剰資本を多く抱えた土建業界等がこぞって参入する傾向をみ
せたとされている36。しかし、キノコ関連では、新日鉄住金株式会社37、株式会社片倉工業、
日本たばこ産業株式会社、株式会社ヤクルト､ キッコーマン株式会社､ 明治製菓株式会社
といった大手企業でさえ、参入を試みたが撤退している38。 
本格的に企業による大規模生産が始まったのは、1983 年に雪国まいたけがマイタケの
大規模施設空調周年型栽培（植物工場）を確立してからである。小規模な農業の域ではな
く、企業による高度な専門技術を駆使した生産が行われ、企業経営として管理・運営され
るようになったことで生産量が飛躍的に増加していった。その後、ホクトや一正蒲鉾など
の企業がキノコ生産に参入していった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
36 日本特用林産振興会（2002,pp.23-24）。 
37 旧新日本製鉄株式会社。 
38 中小企業金融公庫調査部（2001,p14）。松尾（2010,p.65）。 
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図表 15 
 
 
 
社　名 商　品 備　考
1 合同酒精㈱ キノコ 撤退
2  加川椎茸㈱ 種菌・菌床
3  ㈱キノックス 種菌・菌床
4  ㈱河村式種苗研究所 種菌
5
 ㈱エスケイカンパニー
 　食用菌研究所河村きのこセンター
不明
6  ㈱北研 種菌・菌床・キノコ
7  (有)大貫菌蕈 種菌
8  ㈱神子種菌研究所 不明
9  森産業㈱ 種菌・菌床
◆ 10  ㈱ヤクルト 種菌 森産業㈱へ事業譲渡（1992年）
◆ 11  キッコーマン㈱ 菌床 森産業㈱へ事業譲渡（1994年）
◆ 12  明治製菓㈱ 種菌 森産業㈱へ事業譲渡（2002年）
◆ 13 新日本製鉄㈱ 撤退（現新日鉄住金㈱）
◆ 14 片倉工業㈱ 撤退
◆ 15 日本たばこ産業㈱ 撤退
◆ 16 日本甜菜製糖㈱ 撤退
◆ 17 日本製糖㈱ 撤退（現フジ日本製糖㈱）
◆ 18 富士製糖㈱ 撤退（現フジ日本製糖㈱）
18  ジャパンアグリテック㈱ 種菌・菌床
19  カネボウアグリテック㈱ 種菌・菌床 和歌山県シイタケ企業組合へ譲渡
◆ 20  カネボウ㈱ 種菌・菌床 分社化しカネボウアグリテック㈱へ
◆ 21  ㈱雪国まいたけ 種菌・菌床・キノコ
◆ 22  一正蒲鉾㈱ 種菌・菌床・キノコ
23  石川種苗産業㈱ 不明
24  ㈱秋山種菌研究所 種菌・菌床
25  ㈱富士種菌 種菌・原木
26  ㈱加藤食用きのこ研究所 種菌・原木
27  大森種菌産業㈱ 不明
◆ 28  ホクト㈱ 種菌・菌床・キノコ
29  ㈱千曲化成 種菌
30  (有)振興園 種菌・菌床
31  日本農林種菌㈱ 種菌
32  ㈱河村式椎茸研究所 不明
◆ 33  タカラバイオ㈱ 種菌・菌床・キノコ
◆ 34  宝酒造㈱ 種菌・菌床・キノコ 分社化しタカラバイオ㈱へ
◆ 35  ユニチカ㈱ 種菌・菌床・キノコ
36  ㈱かつらぎ産業 種菌
37  菌興椎茸協働組合 種菌
38 ㈱阿蘇バイオテック 設備・原材料・キノコ
39  ㈱セッコー 種菌
40 マツケン産業㈱ 種菌・菌床・キノコ
◆ 41 小林製薬㈱ 菌糸体
◆ 42 阪神電鉄㈱ キノコ
出所：松尾（2010）及び各社へのヒアリング、各社ホームページを基に筆者作成。
　◆：大手企業又は大手系列企業。
主なキノコ関連メーカー
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第 4 節 マイタケについて 
 マイタケは、学名は「Grifola frondosa」、英名「Hen of the Woods」とされている。この
学名の frondosa は「葉状」の意味で、植物の葉のような傘が形成されていることが由来と
されている。一方、ギリシャ神話に登場する上半身が鷲、下半身が獅子の聖獣グリフォン
が由来となっているという説もある39。 
 マイタケは、東北地方で珍重されてきたキノコである。西日本のマツタケと並ぶ東日本
の代表的なキノコとされている40。マイタケは、シャキシャキとした食感と独特の風味を
有し、その出汁
だ し
は、料理全体の旨みを増す食材として知られている。  
 庄司（1996）は、「マイタケが一般市場に大量に出回るようになったのは、昭和 50 年代
半ば（1980 年頃）からで、キノコの中でも栽培化が遅れた部類に属する。栽培化が確立さ
れていなかった昭和 40 年代までは、東北や関東地方の天然広葉樹林地帯に発生する天然
マイタケが地元の市場に時々見られる程度で、‘幻のキノコ’として料理店などで買い占め
られ、一般消費者の口に入ることは皆無であった。」としている。 
マイタケは、深山などに発生するキノコとされている。庄司（1996）は、「現在、マイタ
ケを生産している人達の中でも、どれくらいの人達が自然に発生している場所を見たこと
があるかと言えば、おそらく数％もいないのではないかと推察される。（中略）マイタケの
人工栽培化が食用キノコ類の中で遅かったのは、栽培研究を行う研究者がマイタケの天然
発生地を見る機会が少なかったのが大きな原因の一つになっていると思われる」としてい
る。 
西堀ら（2014）は、「マイタケは、自然界では簡単にはお目にかかれず、生物としての自
然界での挙動を知ることは容易ではない」としている。 
瀧澤（1986）は、「マイタケの栽培法がなかなか確立しなかった背景には，これまでの既
製のキノコの反応と全く異なった反応をマイタケが示した事があるからである」としてい
る。 
林産試験場がマイタケ栽培を取り上げたのは 1976 年であるが，その当時のマイタケ研
究者における定説は、「マイタケは普通の培地では発生しない。それはマイタケが必要とす
る成分が普通の培地には含まれていない。そのため、マイタケを発生させるためには既知
                                                   
39 一正蒲鉾（2015,p.71）。 
40 特産情報キノコ年鑑編集部（2015,p.72）。 
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の培地プラスαが必要である」とされていた41。 
瀧澤（1991）は、「マイタケの生理が良く分からなかったことから、なかなか子実体を発
生させることができなかった。そのうち発生しやすい品種がたまたまみつかったことから、
ほとんど同時に各地で栽培法が発表された。しかし、その栽培方法は、子実体を発生しや
すいという種菌の性質に寄り掛かったあまり、栽培技術の上では不安定な要素を残したま
ま、実際の施設栽培が開始されたことにより、マイタケは収穫できるものの、期待する収
量を得られなかったり、製品の品質が低かったりした」としている。 
 
 
 
第 5 節 マイタケの人工栽培の歴史 
一般的にシイタケをはじめとするキノコ類の人工栽培が始まった当初は、自然環境を利
用しての栽培からスタートしている。 
 マイタケの栽培が始まった時期は、大型の袋に腐葉土を用いた培地を使い、ナメコ栽培
に似た方式が行われていた。そのため、魚箱を使ったナメコの季節栽培農家や、ヒラタケ
の農家が参入し広がりを見せたとされている42。しかし、当時は、栽培技術の問題から効
率的な生産が行えなかった。そのため経営を安定化させるために、発生量の増大と栽培期
間の短縮化を中心に栽培技術の改善が推進されていたため、人工栽培のマイタケは、天然
マイタケと比較すると品質が劣っていたとされている43。 
 マイタケの人工栽培の本格的な研究は、1949 年頃、群馬県にある森産業株式会社（以下、
「森産業」という）が地元の要望に応えて造った種菌を、ブナやトチなどの原木に種菌を
打ち込み、発生を試みたことが始まりとされている44。しかし、その後も様々な研究が各
地で行われたが成果がなく人工栽培は難しいとされていた。 
 その後、庄司當氏が 1972 年に土中に埋め込んだマイタケ菌が蔓延した培地（菌床）か
らの発生に成功した。また、同じころ山形大学農学部でも「ビン栽培」による方法が開発
された。  
 マイタケは、キノコそのものが大型であるため、「ビン栽培」よりも「袋栽培」の方が大
                                                   
41 瀧澤（1986,p.2）。 
42 特産情報キノコ年鑑編集部（2015,p.72）。 
43 庄司（1996,p.1）。 
44 西堀ら（2014,p.572）。森産業ホームページ。 
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型になりやすいということで、一般的には「袋栽培」が広く普及していった45。その後、
1974 年に森産業が人工栽培法を確立し、1978 年に「マイタケ品種 51 号」の販売を開始し
たことで事業者が増加していった。 
農林水産省の主要特用林産物国内生産量の推移に記載されたのが 1981 年（325ｔ）から
である。しかし、当時は栽培技術の問題から効率的な生産を行うことができず、1980 年代
半ばまで生産量の伸びは低調であった46。その後、企業の参入と工場の新設により生産量
が増加していった。 
そして、現在では年間生産量が約 5 万ｔに達している。都道府県別の生産量は、新潟県
が約 3.1 万ｔ、静岡県が約 0.5 万ｔ、福岡県が約 0.4 万ｔとなっている47。また、農家型の
栽培では、人工栽培が始められた当初から群馬県の生産量が多く、中堅規模の栽培者が成
長していると言われている48。しかし、現在では、企業であるホクト、雪国まいたけ、一正
蒲鉾の 3 社でマイタケのマーケット・シェアが約 84％に達している状況にある49。 
 マイタケの流通の特徴としては、市場外流通の比率が極めて高いとされている。参入し
た企業が従来の市場（卸）を介した流通ルートではなく、小売店との直販体制の構築に注
力してきたことの表れである。 
 
 
 
第 6 節 キノコの人工栽培技術の特徴 
 
第 1 項  完全制御した環境で人工的に栽培されたキノコの商品特性  
まず、完全制御した環境で人工的に栽培したキノコの特性について言及する。 
 
（1）完全制御した環境で人工的に栽培されたキノコの特性  
①商品の構造 
工業製品等は、部品や装置の組み合わせであるが、キノコはパッケージを除けば複数の
                                                   
45 庄司（1996,pp.20-21）。 
46 特産情報キノコ年鑑編集部（2015,p.72）。 
47 農林水産省：平成 28 年度特用林産基礎資料。 
48 特産情報キノコ年鑑編集部（2015,p.72）。 
49 一正蒲鉾「決算説明会‐2016 年 6 月期（2016 年 8 月 26 日）」。 
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要素に分解できない一体物である。 
 
②ニーズが曖昧な感性消費財 
キノコは嗜好品であり、感性によって評価できることから、顧客のニーズは微妙かつ曖
昧である。一般の食品と同様に、味・食感・外観等の好みは、個人差が大きいものである。
そのため、機能を定量的な尺度で測定するのが困難な部分も多い。顧客と完全制御した環
境で人工栽培されたキノコの相互関係は、一般的に微妙かつ多面的である。 
一般の消費者と量販店のバイヤー・調理人等のプロとではニーズが全く異なるケースが
多い。加えて、消費者やプロであっても、個人差が大きく、判断基準として挙げられるも
のは、極めて主観的、感情的となりがちで、それを技術的な仕様に直すことは非常に難し
いとされている。 
特に一般消費者の場合は、キノコの良し悪しや機能性を判断する専門性を有しておらず、
感覚やイメージに基づくものが多いと推察される。ニーズが微妙で可視が難しく、曖昧で、
ぼんやりとした側面を有しているため、顧客とのインターフェースは、単純なように見え
て極めて複雑な一面を有している。 
 
③商品の構造と機能（特性）の関係に未知の部分が多い  
仮にキノコの機能（特性）が確定したとしても、開発技術者は、それをどのような変数
（二酸化炭素の濃度、温度、湿度、光〔波長・光強度・照射時間〕、培地〔原材料、栄養素、
配合割合・水分量・他〕、風速、その他）で組み合わせて調整することができるかを直ぐに
は明らかにすることはできない。これらは、キノコの種類や生育の段階でも異なってくる。
開発技術者は無数の組み合わせの中から最適な変数の組み合わせと配合割合を特定するた
めに栽培実験を繰り返しながら、最適な変数の組合せ条件と生長の関係性について栽培実
験データの蓄積を行うことになる。そして、キノコの栽培の場合、商品設計と工程開発が
分離不可能な一体のプロセスとして同時に進められる。  
 
④機械・装置ではなく生物（菌類）であること 
 キノコは、菌類に分類される。機械・装置のように部品を組み合わせるものではない。
また、化学製品のように化学物質を混ぜ合わせるものでもなく、菌糸を生長させるもので
ある。 
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第 2 項  生産プロセスから見た特徴 
 ここでは、実際どのような要求機能が、工程間の高度な調整を必要としているのかを考
察する。一般的に、顧客からの要求機能の中には、単独の工程で達成可能なものと、複数
工程の連携を必要とするものとがある。工程間の木目細かい相互調整を要する商品機能も
ある。  
 例えば、「味」「食感」「外観」といった感性品質などの要求機能を実現するためには、当
然、工程単位での調整と工程間の緊密な連携・調整が必要になると思われる。 
 キノコの味や食感あるいは栄養素といった顧客のニーズが確定しても、それを実現する
ための工場内の最適環境には未知な部分が多く、簡単に人工栽培技術の確立ができるもの
ではない。 
完全制御した環境におけるキノコの人工栽培の場合、照明、加湿装置、保冷庫、空調機、
各種センサー、栽培棚、配管（パイプ）などを連結し、環境制御装置により管理してキノ
コを栽培する。この一連の装置を連結した工程システムにおける、工程設計パラメータ群
（生長段階に応じた温度・湿度・二酸化炭素の濃度・照明〔光源、光度、照明時間〕・培地
の成分〔原材料・栄養素の配合割合〕・風流など）とその工程が実現を目指すキノコの特性
（生長速度・形状など）、あるいはそのキノコを消費する過程で発現する機能（味・栄養素・
食感など）との対応関係が完全制御した環境で人工栽培するキノコの技術的な要諦と言え
る。 
 
 
第 3 項  完全制御した環境で人工的に栽培されたキノコの工程及び育成要素 
 
（1）培地調整・仕込み 
おが粉などに栄養分を加え、さらに水を添加し十分に撹拌して培地ができる。おが粉や
その他の原材料は、農薬・化学肥料などの添加は一切使用せず、植物由来のものが利用さ
れる。どのような原材料をどのくらいの割合で混ぜ合わせるのか、どのような栄養分をど
のくらい含有させるのかなどは各社の独自ノウハウとなっている。これは、一度確定すれ
ば良いというものではなく、季節変動や日々の気温・湿度の変化、原材料の生育状況など
を勘案して微調整が行われる。 
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（2） 袋詰め・ビン詰め 
十分に撹拌された素材を袋やビンに詰める。安定した培地づくりのため、当該工程は、
自動化されている。 
 
（3）殺菌・放冷 
クリーンな培地をつくるため、圧力釜で蒸気加熱殺菌される。殺菌後は無菌室(クリーン
ルーム)に移し、放冷させて、マイタケの種菌の接種を行う準備が行われる。 
 
（4）接種〔植え付け〕 
クリーンルームの中で培地にマイタケ菌を接種する。雑菌が入らないように、細心の注
意が払われる。ビン栽培の場合、ビンの大きさ、形、どの位置にいくつの穴を空け接種す
るかなどは各社によって異なり、これもノウハウの一つとなっている。 
 
（5）培養 
マイタケ菌を接種した培地を培養室に移動させマイタケの菌糸を成長させる。芽が出る
まで十分に培養が行われる。培養室の空調・湿度などはコンピュータにより管理されてい
る。しかし、日々のマイタケの様子を見て、最終的には人によって微調整が繰り返される。
この培養期間は、約 1 か月から 2 カ月であり、栽培方法や培地の大きさなどによって、各
社異なっている。 
  
（6）破袋 
 「袋栽培」を行っている場合、袋をカットする作業が手作業で行われる。当該工程は、
マイタケを傷つけないように作業を行う必要があり機械化（自動化）が難しい工程となっ
ている。 
 
（7）生育 
マイタケの菌糸が蔓延した培地の上に、キノコを生育させる。工場内は、マイタケの生
育にもっとも適した自然環境が再現される。ここでもコンピュータ管理によってマイタケ
が生長していく。しかし、日々のマイタケの様子を見て、最終的には人によって微調整が
行われる。つまり、各社のノウハウ（熟練した匠の技）が活かされている要となる重要な
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工程となっている。 
  
（8）収穫 
 マイタケの形状が複雑であることや非常に傷つきやすいこともあり、一般的に機械化（自
動化）が難しく手作業で行われている。 
 
（9）カッティング 
 「袋栽培」では、マイタケを販売単位（約 100ｇ）にカッティングする。収穫と同様に
形状が複雑であり非常に傷つきやすいため、一般的に機械化（自動化）が難しく手作業で
行われている。 
 
（10）計量 
 カッティングされたマイタケを計量器で計量を行う。一般的に機械化（自動化）されて
いることが多い。 
 
（11）包装・検品 
収穫されたマイタケは、異物混入防止・鮮度保持のため衛生管理・冷蔵温度管理された
包装室にてパッキングされ出荷となる。 
 
 
第 4 項 完全制御した環境でのマイタケの栽培の工程設計について 
 完全制御した環境でのマイタケ栽培の工程開発や栽培における要求機能に対して工程間
の相互調整が行われる。マイタケの要求機能は、人の感性によって判断される「官能特性
（味・食感・香味・他）」と物理・化学的な測定値に置き換える「代用特性（色度・糖度・
栄養成分・概観・他）」などに大別できる。簡単に表現すれば、消費者からすれば美味しい
マイタケ・健康に良いマイタケであろうし、中食・加工業者からすれば美味しいだけでは
なく、加工しやすいマイタケ・色合いなど見栄えが良いマイタケということにもなろう。 
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一般的に加工・組立型産業では、 
「機能設計」：顧客が製品に求める機能や性能を決める 
「構造設計」：製品の具体的な寸法・形状や材質、あるいは構成部品やその結合部分の 
具体的な形などを決める 
「工程設計」：製品をつくり出す生産工程、たとえば生産設備やその操作方法、それら設備 
の順序や配置、制御ソフト、あるいは人的作業の内容や手順 
などを決めるとされている。 
そして、一般的には、食品などのプロセス産業、とりわけ構造設計の特定が難しく、工
程設計が構造設計と密接に対応している製品では、機能設計・構造設計・工程設計が一体
不可分となりやすいとされている 。 
藤本（2003b）によれば、「設計重視の立場から見ると、我々がプロセス産業と呼んでい
るものは、構造設計という作業が不可能あるいは無意味なため省略あるいは簡略化される、
という共通の特徴を持つようにみえるのである。つまり、作業的には、機能設計から工程
設計にいきなり飛ぶ傾向がある。また、機能設計も簡略的であることも少なくなく、した
がって、いわゆる設計作業のうち、大部分は工程設計に費やされるとみてよい。（中略）プ
ロセス産業とは、現場の設計論の観点から言えば、設計活動の大部分が工程設計（プロセ
ス設計）であるような製品を製造する産業ということになりそうである」としている。 
しかし、マイタケの特徴は、一体物であり構造自体は最初から品種毎に決まっているた
め構造設計を行う工業製品とは異なる。顧客の要求機能が決まれば、その機能を達成する
ために工程設計が行われる。しかも、機能自体は機能設計によって左右されるものでもな
く、顧客のニーズ＝要求機能であり、それが生産物（完成品）に求める機能という意味に
過ぎない。つまり、完全制御した環境でのマイタケの栽培における設計は、設計自体が工
程設計に集約されるものであるといえる。つまり、マイタケの人工栽培は、プロセス産業
の中でも、極めて工程設計に比重が置かれた産業といえる。換言すれば、完全制御した環
境でのマイタケの人工栽培における工程設計とは、栽培対象植物に対する要求機能を満た
すために必要な「最適環境とは何か（培地含む）」という問いに対する解を無数にある変数
の組み合わせの中から探り当てることに集約される作業といえる。 
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第 5 項  環境制御の困難性 
工程設計において、マイタケの生長を促進させるという対応だけでも生育時期に適合さ
せるために二酸化炭素の濃度・光強度や波長・湿度・温度等の無数の組み合わせパターン
の中から最適な条件を見つけ出さなければならない。各変数に相互関係がなければ、温度
管理、湿度管理を個別に行えばよく、それを管理するセンサーや環境制御システムは、各
変数と１対１で完結すれば良い。 
しかし、各変数が一連の工程の中で木目細かな相互調整が必要とされるのが完全制御し
た環境でのマイタケ栽培の工程である。さらにこの変数が多いのが完全制御した環境での
マイタケ栽培の特徴であり、高度な技術が必要とされる所以である。加えて、生物（菌類）
であるため簡単に生長速度・形状等・品質等が一定にならないところに変数の相互調整の
難易度の高さがある。 
一方で顧客からは、マイタケの品質を一定に保ち安定生産することが求められる。工業
製品と異なり生物（菌類）であるため、単純にはいかない。大量生産を行う場合は、さら
に調整が必要となる変数が追加されることになる。工場が大きくなると、温度・湿度・二
酸化炭素の濃度等を工場全体で均一に保つ相互調整（空調管理）などの「スケール・アッ
プ問題」への対応がより一層求められることになるためである。西堀ら（2014）は、「科学
的根拠に基づく知見が充分ではなく、経験と勘に頼ることが多い」としている。 
 
 
第 6 項 マイタケの栽培の特徴 
マイタケ工場の設備そのものは、既成の装置・設備を利用して、ある意味パッケージ化
されたものを活用すれば完成する。現実にパッケージ化されたマイタケ工場も販売されて
いる。パッケージ化された工場を購入し、操作マニュアルに基づき環境制御すれば、マイ
タケは栽培できる。しかし、顧客の高度な要求機能に応えるマイタケを栽培するためには、
そのマイタケの品種・生育段階に応じた最適環境を制御する緻密なプログラムを持つ栽培
システムが必要となる。それに加えて、大手顧客の発注量と低価格ニーズに見合う効率的
な大量生産体制を実現する際は、高度な技術が伴うため独自のノウハウが必要となる。 
この環境制御プログラムを構築するには、科学的な専門知識を有する技術者と工場現場
の作業員との擦り合わせが重要になる。これらを鑑みると、このマイタケの栽培工程は、
全体としてインテグラル型の工程アーキテクチャを有していると考えられる。つまり、マ
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イタケは、一貫した品質管理をしなければならない、インテグラル型工程アーキテクチャ
の商品である。各変数間の微妙なバランスがマイタケの「官能機能」や「代用機能」に大
きく影響するためである。 
以上のように、マイタケに要求される機能の中には、単独工程の性能で決まる「モジュ
ラー型」であるものと、工程間の連携を要求する「インテグラル型」がある。顧客の要求
が厳しい場合に、栽培の工程アーキテクチャが「インテグラル型」にならざるを得ない。
とりわけ、加工業者・中食・飲食店などでは、個別の品質や機能も要求される。この結
果、マイタケ工場の工程アーキテクチャは、複数の機能要求の達成のために工程間の緊密
な相互調整を要するインテグラル型の工程アーキテクチャであるといえる。  
つまり、マイタケは先進的な装置・設備を寄せ集め、工程ごとの部分最適制御を行った
だけでは、必要な品質や機能を実現できないものであると言える。マイタケ工場の建物・
設備などのハード面は、様々な会社が単独設計した部品やユニットを後から組み合わせて
作動する「オープン・モジュラー型」でありながら、最適環境を生育時期やマイタケの品
種に応じて無数の変数間の調整をしていかなければならないという面では脱パッケージ化
を指向したものであることが大きな特徴である。ハードを使いこなすソフト面として人
が、互いに影響し合う複数の変数を考慮しながら要求機能を同時に成立させるために前工
程と後工程が連携するなど、上流・下流工程間のきめ細かい連携調整を必要とする場合が
多い。これは、ハードの設備を使いこなす技術（環境制御システムの設定条件等）は、各
社ごとに基本設計が閉じており、その会社の中での栽培実験によるデータ蓄積によってノ
ウハウ（環境条件の設定や培地の原材料の配合割合や栄養成分のコントロール）が蓄積さ
れるものである。つまり、インテグラル型の工程アーキテクチャを特徴としているのであ
る。  
 
 
第 7 項 マイタケ工場の特徴 
一般的に、設備の設計作業は「基本設計」と「詳細設計」とに分かれる。マイタケ工場
の場合は、基本設計は工場が主体、詳細設計はプラント・メーカー主体で行うことが多
く、専門エンジニアリング会社の参入の余地は小さい。当然、設計にあたって最新の設
備・装置の選択を行うメカニカル・エンジニアリングの方が重要である。しかし、マイタ
ケ工場の場合はプロセス・エンジニアリング（主に環境制御）と全体のマテリアル・バラ
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ンス（成分コントロール）の方が重要であるといえる。こうした設計プロセスの機能分担
の違いは、技術特性によるところが大きい。プロセス・コンピュータで制御されている
が、無数の変数を調整して最適環境を維持していくプログラム作りは、まさに「インテグ
ラル型」といえる。  
このような統合型組織能力とインテグラル型アーキテクチャへの指向の強い栽培システ
ムを支えるプログラムやデータは、個々の顧客の特殊条件に合わせて微調整される必要が
あり、単に既存のプログラムを設置しただけでは成り立たない。結局のところ、マイタケ
の品種・生育時期に合った最適環境を創造して有効に対応できるようなプログラムは、高
度な専門知識を有した技術者と現場作業員との擦り合わせによる実際の実験（検証）（ト
ライ・アンド・エラーの繰り返しによるデータの蓄積）からのフィードバックによっての
み確立することができるものと言える。  
したがって、環境制御システムが完成した後も、微調整のための技術調整が続くことに
なる。このように、環境制御システムは、「インテグラル型」の製品を成立させる上では
中核的な経営資源だと言える。換言すれば、単純な設備・装置単体の基本的操作は、プラ
ント・メーカーの作るオペレーション・マニュアルによる場合が多いと思われる。また、
実際の操業に必要な技術については、作業標準書などの形でマニュアル化されている。ト
ラブルに対する対処の仕方などもマニュアル化されている。しかし、例えば、生育段階で
の最適環境やマイタケの微妙な変化などの把握とそれを改善する微調整は、マニュアルや
実施指導でも知識や技術の移転が容易でないものがある。こうした「ノウハウ」は、結
局、実際の実験（検証）を通じて、いわばラーニング・バイ・ドゥーイングやトライ・ア
ンド・エラーの改善活動を繰り返してデータを蓄積するという方法、あるいは経験による
熟練した技を活用するしかない。つまり、設備や装置の寄せ集めだけでは要求機能の再現
は難しいということである。マイタケ工場の開発は、既存の資本設備を前提としつつ、人
に体化した「設備の使いこなし技術（環境制御の設定技術）」のノウハウが付け加わる。
特に、人に体化した様々なノウハウがマイタケの品質に与える影響が大きくなると推察さ
れる。 
これらの結果、マイタケの品種にあった生育に適合したものが特定できれば、一つのソ
フトとしてモジュラー型商品（パッケージソフト）として利用できる。しかし、そこに至
る過程は未知の領域が多い。さらに、設備単体の運用ノウハウというだけでなく、人の管
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理による複数の工程や設備（特に空調管理）を連携・調整し、相互に最適化させる統合的
なノウハウが必要とされることが多いと言える。  
以上の理由から、マイタケ工場では、一貫工程管理・一貫技術管理が貫かれ、個別の工
程担当（作業担当と責任者）と並んで、工程間の連携調整を行う技術担当があり、栽培現
場と品質設計にまたがる課題の整合的な解決を図る一貫管理体制が構築されているのが特
徴である。複数ある要求機能を同時に成立させるために前工程と後工程と技術が連携する
など、所与の要求機能に対し、上流・下流・技術間のきめ細かい連携調整（一貫品質管
理）が要求される。 
このように競争力のある現場の実際の栽培活動において、ある要求機能の達成に関して
工程間で緊密な相互調整活動を要求することから、それに対応する工程設計パラメータ間
にも強い相互依存関係が存在する。このことからも、マイタケの栽培工程は、インテグラ
ル型の工程アーキテクチャを特徴としているといえる。 
 
 
第 8 項  環境制御における設計の類型 
前述の通り、マイタケ工場は、インテグラル設計の工程にフレキシビリティを持たせる
上で、栽培品種毎に関連する複数の工程を対象とした微妙な調整作業を効率的に行わなけ
ればならないものである。各工程における微妙な調整作業は栽培品種ごとに技術標準を模
索・決定して、コンピュータ制御と手動作業によって行われる。社員間の連絡・調整が強
調され、技術社員にも徹底した「顧客志向の意識」が求められる。一般的に、機能・構造
の対応関係が明らかでないタイプのプロセス産業では、製品機能実現に対する工程設計の
役割は大きいとされている50。要求機能を実現する内部構造を完全に特定することが難し
いため、いわば構造設計を飛ばして機能設計から工程設計への直接翻訳が試みられる傾向
がある。そうしたプロセス産業では、工程設計が競争力に対して強い影響力を持つと言わ
れている。顧客ごとにカスタム対応することは、工程アーキテクチャのインテグラルの度
合いを強めることを意味する。 
要求される機能の中には、単独工程の機能で決まる「モジュラー的」なものもあるが、
大部分は工程間の連携を要求する「擦り合わせ的」なものである。複雑な顧客ニーズへの
                                                   
50 富田・高井（2009,p.112）。 
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対応を迫られているため工程アーキテクチャが「インテグラル型」になる。つまりインテ
グラル型工程アーキテクチャを前提とした「包括的な技術調整型」といえる。 
マイタケ工場の設備は、作業者が制御装置（人工物）を一度操作すれば制御装置がそれ
自身のなかでコーディネーションを完結し、作業者が目的とする機能が、それ以上利用者
が手を加えなくても実現する内部コーディネーション的なものであるといえる。しかし、
内部コーディネーション化できるまで精度を高めていく工程（調整過程）が複雑多岐であ
り、直接コーディネーション的な要素が強いといえる。マイタケの最適な栽培環境を特定
するまでの間は、人間が操作を繰り返すことで人工物と設計情報のやり取りを行わなけれ
ばならない。内部コーディネーションでは人工物内部で情報処理が完結するが、直接コー
ディネーションには、人間自身の情報処理や人間と人工物のコミュニケーションが関わっ
てくる51。したがって、マイタケ工場の制御システム設計者は、マン・マシンの全体システ
ムにおいて、情報処理のどの部分を内部コーディネーション（自動制御）と直接コーディ
ネーション（手動操作）に割り当てるかを調整する必要がある。これは、人工物（環境制
御システム）にできる情報処理と、人間にしかできない情報処理を判別することを意味す
る52。 
マイタケ工場の環境制御装置における内部コーディネーションは、あらかじめ設定され
たアルゴリズムによる。たとえば、自動制御の機械は、どんなに洗練されたものでも、根
本的には事前に決められたアルゴリズムに従って作動するのであり、あらかじめ設計され
た仕様（プラン）を超える状況では、適切な動作は期待できないためである。 
他方、人間はコンピュータのような仕事を正確にはこなすことはできないが、予想して
いなかった状況に直面したときには大局的な視点から物事を判断し、最善ではないにしろ
それなりの対応を行う能力を持っている53。 
マイタケ工場における最適な栽培環境を構築する上で、要求機能を満たすためには、ま
ず、複雑化そのものを制御する設計上の工夫を行う必要がある。一般的に設計者は、①利
用者にとって操作可能となるように、顧客のニーズに見合う機能と構造54を達成するため
に、カプセル化（内部化）される側面と、マニフェスト化（外部化）される側面という２
                                                   
51 藤本・大隈・渡邊（2008,p.96）。 
52 藤本・大隈・渡邊（2008,p.96）。 
53 藤本・大隈・渡邊（2008,p.96）。 
54 例えば、キャベツがハンバーガーなどに使用される場合、多少熱が加わっても直ぐに萎れずシャキシ
ャキ感が維持されるような特性（構造）のことを示している。よって、機械の構造とは意味合いが異な
る。 
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方向から階層的に整理する必要がある。②設計者にとって設計可能となるように、マイタ
ケの情報・エネルギー的な側面を機能、物質的な側面を構造とし、両者をできるだけ階層
分解し、アーキテクチャを簡素化（モジュラー化）する。③要求機能の実現のために、さ
らに必要となる機能・構造のコーディネーションをどのように行うか考える必要がある55。
マイタケ工場の場合は、特に③に重点が置かれることになる。つまり、各変数（生育段階
に応じた温度・湿度・二酸化炭素の濃度・照明〔光源、光度、照明時間〕・培地の原材料の
配合割合や栄養素・空調など）の特性値が、マイタケに対する要求機能の達成のために適
切に調整されていなければならない。そのためには、マイタケ工場のアーキテクチャのイ
ンテグラル化（設計パラメータの事前調整）、内部コーディネーション（自動制御による事
後調整）、直接コーディネーション（作業現場と技術者の工程毎の改善活動や事後調整）な
ど、異なるコーディネーション手法を組み合わせることによって初めて要求機能を満たす
ことが可能となるのが特徴といえる。 
マイタケ工場と作業者、設計者、環境条件、および要求機能の間には、①設計者は、作
業者とマイタケ工場の情報処理・作業特性の違いを勘案して、マイタケ工場と作業者の間
の分業・コーディネーション関係を設定する。②マイタケ工場は、機械による自動制御（内
部コーディネーション）、人間の操作（直接コーデネーション）、外部環境入力の３要素の
合成的な結果として、ある要求機能を満たしたマイタケを栽培する。③作業者は、マイタ
ケ工場のカプセル化された内部コーディネーションを無視し、マニュフェスト化された機
能に対して、ある外部環境のもとで、どんな操作・作業（直接コーディネーション）がど
んな出力を生み出すかを学習し、そのマイタケ工場から要求機能を達成させる。つまり、
機械・システム的な対応だけでは、栽培技術（最適環境の特定）問題は対応できないので
ある。したがって、マイタケ工場はインテグラル型の工程アーキテクチャを特徴とするも
のであると言える。 
 
 
第 9 項  植物の一塊性 
 プロセス製品は、物理的に分解することが難しい連続体として供給される。一般的には、
「組立製品とは異なりプロセス製品は、一続きの生産プロセスによって作り出される。異
                                                   
55 藤本・大隈・渡邊（2008,pp.96-97）。 
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質な部品を連結することで機能が発揮される組立製品に対して、一続きの生産プロセスが
一つの塊を生み出すというのが、多くのプロセス製品に共通の特徴であるとされている。
加えて、プロセス製品は、一塊であるという特性から、設計情報の一括転写というプロセ
ス産業に見られるもう一つの特徴も導き出されるとしている。生産活動は、設計情報の媒
体への転写と見なされるが、組立製品の場合、異なる機能を持った部品を加工し、それら
を組み立てるため、その設計情報の転写は、逐次転写となりやすい。」と言われている56。
一方、プロセス製品の場合は、「ある部分属性を物質全体に拡散させ、それを累積させるこ
とによって、製品全体の機能を作り込む必要がある。言い換えれば、部分的な設計情報の
『一括転写』を繰り返すことになりやすい」とされている57。 
 しかし、マイタケはプロセス製品ではあるが、転写に関しては組立製品とプロセス製品の
両方の特徴を持ち合わせた「一括転写」＋「逐次転写」が特徴であるといえる。具体的に
は、生育段階に応じて異なった「一括転写」がその都度行われるのである。そして、それ
と同時に、養液や培地からは、プロセス産業と同様の「一括転写」が累積的に行われる。
一般的なプロセス製品と根本的に異なるのは、プロセス製品は、容器の中での化学反応は、
分子構造の自己組織的な一括転写とされているが58、マイタケは化学品・鉄鋼・医薬品のよ
う物質を混ぜ合わせて化学反応（転写）を起こすものではない。マイタケは、木材腐朽菌
であり子実体は塊を形成し生長する。従属栄養生物と称され炭素源を他の生物由来の物質
に依存する栄養形式である。一般的なプロセス製品のように物質の合成ではなく、菌糸の
生長なのである。つまり、生育段階に応じて、それに合わせた「最適な設計情報の転写」
の繰り返しであると言える。培地は様々な原材料や栄養素の組み合わせであり、培地を造
る工程は一般的なモノづくりに近い。しかし、マイタケ自体の栽培工程は、環境制御プロ
グラムにおける設計情報とそれに即して付加される環境要因（水分、温度、二酸化炭素、
光、その他）が工程毎に異なった最適な設計情報に合わせて転写されていく。さらに、環
境制御プログラムで制御困難な微妙な調整は、人が最適な環境になるように都度その場で
設計情報を変更しなければならない。しかし、各生育段階では、それぞれ異なった「設計
情報の転写」が「一括転写」されているのが特徴といえる。 
  
                                                   
56 藤本・桑原（2009,pp.5-6）。 
57 藤本・桑原（2009,pp.5-6）。 
58 藤本・桑原（2009,p.6）。 
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第 7 節  小 括 
 まず、マイタケ工場のアーキテクチャの種類について考察を行った。それは、ストック
の工程が一つの人工物である限り、そこにアーキテクチャ概念を適用することは論理的に
可能であると考え、もの造りの工程における概念を生物（菌類）の栽培工程に援用したと
ころが本章の特徴である。そして、マイタケ工場の栽培工程および要求機能を分析し、そ
れが「インテグラル型工程アーキテクチャ」を特徴とする人工物であることを示した。さ
らに、一般的な加工・組立型産業などとの相違点やマイタケ工場独自の特徴を明確にした。
具体的には、マイタケ工場における設計は、一般的なプロセス産業と同様に「機能設計」
＋「工程設計」が一体となって進められるが、設計の中心が「工程設計（環境制御プログ
ラムや培地の原材料や栄養素のコントロール）」に集約されるものであることが判明した。 
 つまり、マイタケ工場は、「プロセス産業」の中でも、極めて「工程設計」に比重が置か
れたものであることである。加えて、工程設計の困難性が他のプロセス産業と同様に高い
ことが確認された。そして、スケール・アップ問題とも関連が高く、困難性を高めている。 
また、設備などのハード面は、様々な企業が単独設計した部品やユニットを後から寄せ
集めて作動する「オープン・モジュラー型」でありながら、ハードの設備を使いこなす技
術（環境制御プログラム等）は、各社ごとに独自性があり、その企業内部での調整により
ノウハウ（環境条件の設定や成分コントロール）が蓄積され優位性に繋がっていることに
ついて言及した。 
一般的に機能・構造の対応関係が明らかでないタイプのプロセス産業では、製品機能実
現に対する工程設計の役割は大きいとされている。要求機能を実現する内部構造を完全に
特定することが難しいため、いわば構造設計を飛ばして機能設計から工程設計への直接翻
訳が試みられる傾向がある。そうしたプロセス産業では、工程設計が競争力に対して強い
影響力を持つと言われている。この点に関しては、マイタケ工場においても同様である。
さらにマイタケ工場のアーキテクチャのインテグラル化（設計パラメータの事前調整）、内
部コーディネーション（自動制御による事後調整）、直接コーディネーション（作業現場と
技術者の工程毎の改善活動や事後調整）など、異なるコーディネーション手法を組み合わ
せることによって初めて要求機能を満たすことが可能となる特徴を持っていることを指摘
した。 
これらのことを総合的に捉え、マイタケ工場はインテグラル型の工程アーキテクチャで
あることを示した。 
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さらに、マイタケはプロセス製品であるが、一般のプロセス製品とは異なる「転写（『一
括転写』＋『逐次転写』）」が行われているという特徴も明らかにした。 
 要約するとマイタケの人工栽培技術はシステム化され自動的に稼働する装置（環境制御
システム等）だけでは完結せず、人による複数の変数に対する微調整（高度な擦り合わせ）
が要諦となるものである、ということである。 
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＜参考資料＞ 
 
キノコの栽培方法（菌床栽培） 
 技術名称 技術内容 
１ 基材 培地基材には、おがこ、チップ、チップダスト、コーンコブミール（トウモロコシ
の穂軸粉砕物）などが使用される。キノコの種類によっては樹種が大きく影響する。 
 
２ 栄養剤 キノコは従属栄養生物（炭素源を他の生物由来の物質に依存する栄養形式）である
ため、栄養素として多量の炭素を必要とする。次いで、窒素、リン、硫黄、カリウム、
カルシウム、マグネシウムを比較的多量に要求する。さらに、微量必須元素として、
鉄、銅、マンガン、亜鉛、モリブデンを必要とすることが確認されている。 
培地の栄養添加剤には、一般的に米ヌカ、フスマ、トウモロコシなどが使用される。
米ヌカを用いた場合は、発生するキノコの芽数が少なく、大きくなるが、菌床の寿命
は短くなりやすい。一方、フスマを用いた場合は、菌糸の伸長が早く、1 回に小さな
キノコが多く発生する傾向があるが、菌床は長持ちするという特徴を持つ。 
 
３ 菌糸生長剤等 培地の微量添加剤は、生理的に菌糸の生長を活性化させ、培地を安定化（pH 調整
等）させるために添加する。消石灰等の炭酸カルシウム、発酵残さ物、無機成分など
が使用される。粉ビート、コーンコブ等を利用した高生産培地は殺菌後 pH が低くな
るため、培地の pH を調整する必要がある。 
 
４ 培地混和 培地の調製作業は、必要量のおが粉をふるい機にかけて夾雑物を取り除き、ミキサ
ーに入れ、栄養剤などの培地添加物を入れて混合後、水を加えて水分が均一になるま
で十分撹拌する。 
基材と栄養剤の配合比は、菌糸伸長速度やキノコの発生量を大きく左右するため、
各事業者において様々な配合が工夫されている。また、おが粉の粉砕粒度（形状）も
栽培方法によって使い分けることが重要である。 
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５ 袋・ビン詰め 培地の培養容器への詰め込みには詰め機を使用し、量が少ない場合は手作業により
行われる。 
 
６ 高圧殺菌 殺菌工程は、種菌接種前に培地内のバクテリアやカビを殺菌するとともに、種菌が
養分を吸収し繁殖しやすくする目的で行う。殺菌の方法には、高圧殺菌と常圧殺菌の
2 種類がある。高圧殺菌は、密閉型の殺菌釜で蒸気過飽和の状態で釜内気圧を高め、
それによって生じる高温の過熱蒸気により殺菌処理を行うものである。 
 
７ 常圧殺菌 常圧殺菌は、蒸気を常時外に吐き出している無圧（ゲージ圧）の釜で殺菌を行う方
法である。殺菌時間は、標高気圧によっても異なるが常時缶内が飽和蒸気温度を維持
でき、害菌を完全に殺菌するには 2～4 時間以上加熱する必要がある。殺菌時間が長
すぎると培地内養分が変化する可能性があるため、培地内温度が 98℃になったら 4～
6 時間で消火する。粒度の粗いおが粉を 5 割以上混合している場合は 5 時間以上の
殺菌が必要である。常圧殺菌釜における殺菌温度と殺菌所要時間の関係からみると、
殺菌温度が 98℃から 1℃下がると 98℃の場合より 40 分間長く殺菌しなければならな
い。 
 
８ 放冷 殺菌釜から出した培養容器の温度を常温まで下げる工程を放冷という。放冷する場
所の外気が雑菌で汚染されていると、容器の中に雑菌が混入するおそれがあるため、
清潔な作業場で行うか、放冷室を設けることが望ましい。冷却中に汚染しやすい害菌
は、細菌、ペニシリウム、ケカビ、クモノスカビなどである。培地の冷却不足は、特
に常圧殺菌釜において、バクテリアの繁殖あるいは接種源の変異などの原因となる。 
 
９ 個体接種 固体種菌の接種作業は手作業と接種機による方法がある。接種時は、培養容器の栓
を開放するために空中浮遊菌の影響や、接種器具の消毒不良による汚染を受けやすい
ので、接種室の無菌化と作業の清潔性、迅速性が重要となる。 
 
10 菌回り 菌回りは、キノコの菌糸が培地に活着して伸長し、菌床全体にまん延する時期で、
培養工程の初期段階である。 
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11 熟成 菌床への菌糸まん延以後の培養期間を熟成という。 
 
12 温度・湿度 培養工程での最適温度、湿度条件はキノコの種類や品種、栽培方法など様々な要因
により異なる。培養に当たっては、室温と菌床温度には 5～10℃の較差を生じる点を
踏まえて、温度管理をする必要がある。 
 
13 酸素・二酸化炭素
の条件 
 キノコは、酸素を吸って二酸化炭素を吐き出す呼吸作用を行って繁殖するため、環
境中の二酸化炭素濃度が高くなり過ぎると菌糸の繁殖や正常なキノコの発生に障害と
なる。十分な換気が必要である。 
 
14 光の条件 キノコの培養中は基本的に暗黒状態で管理する。逆に接種直後の培地を光照射の環
境下で培養することは、活着不良や生長阻害につながることがあるので注意が必要で
ある。しかし、培養後期には原基形成を促進させる目的でシイタケやマイタケでは弱
い光を照射することがよいとされる。エリンギについては、後期培養においても暗黒
とし、むしろ培養中に点灯することはビン中での発生につながり芽切りが遅れるため
逆効果ともいえる。 
 
15 菌かき、注水  ビン栽培においては、菌糸がビン全体にまん延後、ビン上部の接種した種菌を取り
除き、新しく成長した菌床表面を露出させる操作を行う。これを菌かきとよび、その
後菌床表面に水分を補給するため注水を行う。いずれも原基形成を促し、芽出しをそ
ろえることを目的とする。 
 
16 覆土 ビン容器を用いた空調栽培の発生操作において覆土処理が研究されているのは、ハ
タケシメジ、ホンシメジなどである。ハタケシメジの空調栽培では、菌かき後注水し、
約 1 時間後に排水して覆土し、キャップをして育成工程に入る。覆土材料は 5mm メ
ッシュ程度の完熟バーク堆肥で、撹拌、散水して水分率を 65％前後に調整したものを
用いる。覆土機を用いると効率がよい。 
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17 芽出し  芽出し工程では、子実体を発生させるために温度・湿度条件、酸素・二酸化炭素条
件、光条件などの環境条件を整えるとともに、培養袋のカット、浸水などの操作が行
われている。 
 
18 抑制  抑制処理は主にエノキタケの栽培において、生育を揃えて生産性を高める目的で行
われる。生育前期に、3～5℃の低温と光照射で傘の肥大促進と柄の生長を抑制する工
程である。このとき、温度 14～15℃の芽出し室から急に低温環境に移行すると、傘が
乾燥して肥大しなくなるため、抑制の前には温度 7～8℃で 2～3 日間馴化させる、な
らし工程を設ける場合が多い。ならし室に移動する時期は、キノコの長さが 3～5mm、
傘の直径が 1mm 程度に生長し、接種孔がキノコでふさがった頃とする。抑制室では
傘の乾燥を防ぐため、必要に応じて加湿器を用いる。 
 
19 育成  キノコの発生から収穫までの育成工程は、キノコの種類や品種、栽培方法などに応
じた方法で管理する。 
 
20 温度、湿度条件  菌床栽培は、その地域の気象条件に合わせ、できるだけ自然環境を利用して温度管
理を行う自然栽培と、空調施設、機器を用いて環境制御を行う空調栽培に分けられる。
自然栽培では、パイプハウス等の簡易な施設を使用し、栽培環境の調節には暖房機と
散水装置を用いる。空調栽培では、芽出し室、発生室は培養室より低い温度とし、低
温刺激により子実体の発生を促す。 
 
21 酸素、二酸化炭素
条件 
 キノコの形成時は二酸化炭素濃度の影響を受けやすい。形態的な変化を生じる二酸
化炭素濃度の限界は、菌種、品種により異なるが、ヒラタケ、ナメコ、ブナシメジ、
エノキタケの中ではヒラタケの限界が低い。したがって施設栽培では、換気扇または
外気導入できる空調機や熱交換機などを使用し、室内に新鮮な空気を導入することが
必要である。 
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22 光条件  キノコの発生、育成工程には光が必要である。暗黒下で芽出しを行うと原基が形成
されず、生育工程での暗黒環境は傘の生長不良をもたらす。 
 
23 菌床の野外埋め 
込み 
 菌床栽培において、林地等の野外に、菌糸が蔓延した菌床を埋め込む方法が取られ
る場合がある。これらの栽培法を称して「菌床野外栽培」や「野外栽培」、「露地栽培」、
「屋外栽培」等の名称が使用されているが、いずれも菌床栽培に分類される栽培方法
で、菌根菌の林地栽培とはその意味合いが異なる。 
 
24 収穫  キノコは種や品種に応じた収穫適期に採取することが重要である。傘が開きすぎる
と胞子が飛散してキノコを汚染するばかりでなく、菌床養分を多く消費するため、ひ
いてはキノコの発生を少なくする原因ともなる。 
 
25 かき出し  収穫の終わった廃菌床は速やかに発生室から移動し、容器から培地をかき出す。か
き出し作業によって廃菌床に繁殖した害菌の胞子が飛散するので、作業は接種室や培
養室から離れた風下で行うことが重要である。かき出した廃菌床は、栽培地から離れ
たところで保管、あるいは堆肥処理を行わなくてはならない。 
 
出所：特許庁ホームページ（キノコの栽培方法）を参考に筆者作成。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
58 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
59 
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先行研究レビュー 
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第１節 植物工場に関する先行研究 
これまでの植物工場の先行研究は、主に農学・理工学などの技術的分野を中心に行われ
てきた経緯がある。これらの研究領域では主に栽培の技術・装置（施設含む）について議
論されている。 
高倉（2009）によれば、「朝日新聞59に“まるで宇宙の菜園のよう”と紹介されたコンピ
ュータを駆使して人工光下でサラダ菜を栽培し、植物の光合成速度という植物からの直接
の情報をとらえ、環境を最適に制御する方式を世界に先駆けて開発し、植物が直接情報を
もたらすという意味から‘Speaking Plant Technique’と騒がれたことが始まりといって
も過言ではない」としている。さらに、高辻（2007）によれば、「わが国における研究は、
1974 年ごろ日立製作所中央研究所において筆者らの研究グループが始めたのが最初であ
る。アメリカよりも 10 年以上も後発だったが、スタンダードとなる植物にサラダ菜を選ん
で、精密な成長データを取った」としている。 
 上記は若干異なるが、いずれにしても日本での技術的な研究がスタートしたのは、1970
年代の初旬であると言える。 
高辻・小国（1983）において、「植物工場の動向と課題」ということで海外の事例と課題
が示されている。その後、鶴岡 ・金子 ・高辻 (1894)により「立体式植物工場の照明設計
法」なども研究がなされ始めた。 
その後、1989 年に日本植物工場学会60が設立され、理工学・農学・園芸学等の観点から
研究が進められている。 
その他社会科学系に関するものは、次の通りである。堀（1988）が養液栽培経営の経済
性格として損益モデルの試算（レタス）を行っている。特に企業が行う一つの事業として
の位置付けでの研究は、大津（2005）が情報システム論の観点からビジネスモデルの検討
を行っている。その後、殿崎（2012）（2013）は、戦略論の観点から発芽市場やマイタケ市
場の事例研究を行っている。他に、當間・倉方・当間（2013a）(2013b)は、ビジネスの視
点から若干の考察を行っている。社会科学系では、これらの数少ない先行研究がある程度
である。 
政策については、一部の団体や民間の研究機関などが農業や施設園芸全般について述べ
                                                   
59 1973 年 2 月 3 日。 
60 2007 年に日本植物工場学会と日本生物環境調節学会とが統合され、日本生物環境工学会となり、現在
に至っている。 
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る程度に留まっているのが実情である。 
 
第 2 節 資源ベース理論に関する先行研究 
一般的に資源ベース理論の起源は、Penrose,Edith T.（1959）が、「企業とは生産資源の
束であり、その束の特性が異なることから、たとえ同一の産業構造下でも根本的に異質で
ある」との主張から始まったとされている。  
琴坂（2017）は、「経験曲線、ＢＣＧマトリックス、ファイブ・フォース分析は一世を風
靡したが、それを背景に立案された戦略をもってしても、米国企業の多くは長期の低迷か
ら脱け出せずにいた。その結果、1970 年以降主流となっていた理論に対して、少しずつ疑
問の声が上がり始めていった」としている。その後、企業内部の要因こそが競争優位につ
ながるという主張は、Peters, Thomas J.,Waterman, Jr, & Robert H.（1982）の『エクセ
レント・カンパニー』がベストセラーとなったことを契機になったと推察される。 
琴坂 （前掲）によれば、「企業内部の要因を学術的にとらえ、それを理論化しようとす
る試みは、1980 年代初頭からようやく進展し始めた。その流れを総称して資源ベース理論
（Resource Based View）という。また、この資源ベース理論の礎を築いたのは、Wernerfelt 
B.（1995）が発表した『A Resource Based View of the Firm（企業を資源からとらえる考
え方）』という論文であった」としている。 
Wernerfelt B.(1995）は、「企業が他社に真似できない資源を保持することは資源獲得障
壁（Resource position barriers）を築くことであり、それにより企業は競争優位を得る
ことができる」と説明している。同時期に、Rumelt RP.(1984）は、「各企業が持つ生産資
源が本質的に異なるという前提を置き、その生産資源のコスト効率の差異が経済的レント
（資産の利用から得られる余剰価値）につながり、それらの生産資源は競争優位の源泉と
なりうる」としている。 
  さらに、Dierickx I,& Cool K.(1989）は、「超過利潤を企業が得るためには、資源市場
での競争に打ち勝ち続けなければならず、そのためには保有する資源が代替しづらく、模
倣困難な必要がある。そして、企業が保有する資源が代替しづらく、模倣困難となる条件
は、その資源が蓄積される過程が独特であること、その結果として生じる資源の組み合わ
せが他社には構築しづらいことであり、それが競争優位の源泉である」としている。 
つまり、企業の持続的競争優位を説明するには、資源を形成・蓄積するプロセスまでを
勘案する必要があり、資源がどれだけ戦略的に重要であるかは、移転困難性、模倣困難性、
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代替困難性など関係するということである。その他、Mahoney J.T,& Pandian J. R.（1992）. 
などが、研究を進めていた。 
次に、資源ベース理論の普及に貢献したのが、Prahalad C.K.,& Hamel G.(1990）の「The 
Core Competence of the Corporation（コア・コンピタンス経営）」や Barney(1991）の
「Firm Resources and Sustained Competitive Advantage」である。 
一般的にコア・コンピタンスとは、「広範かつ多様な市場への参入可能性をもたらすもの
であり、また最終製品が顧客に提供する価値を向上させるものであり、他社には模倣が困
難な技術やスキルあるいはその融合体を示す」とされている。 
 琴坂（前掲）は、Barney (1991）について、「外部環境分析を適切に批判することで、内
部環境分析の必要性を提示している。（中略） 外部環境分析は、同一の産業構造にあり、
同一の戦略グループにある企業は、その戦略も資源も同一であるという仮定を置いている。
この単純な前提の下では、産業構造も戦略グループも同じ企業によるパフォーマンスの差
異が長期的に持続する理由を説明できない。資源ベース理論の先行研究を引用しながら、
企業が保持する資源が各自独特であり、その移動も困難であるという前提を置くことで、
この問題に答えることができると解説する。すなわち資源ベース理論では、同一の産業構
造、同一の戦略グループ内の企業であっても、それぞれが独特の資源を保持し得るという
前提を置いている。これを資源の異質性（Resource Heterogeneity）と呼ぶ。加えて、そ
れらの資源は短期間では他者に獲得されえないことも前提とした。これは資源の固着性
（Resource Immobility）と呼ばれている。この 2 つの前提を置くことで、資源ベース理論
は持続的な競争優位を分析できる。（中略）参入障壁や移動障壁の概念がなくとも、個々の
企業が保持する資源の特性が異なること自体から、特定の資源を保持する企業が持続的な
競争優位、すなわち超過利潤を得ることができると解説し、資源ベース理論の価値を説い
た」としている。 
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第 3 節 組織能力に関する先行研究 
組織能力は、一連の資源ベース理論の研究において、提唱されたものであるとされてい
る61。特に、組織論や戦略論の領域における研究の多くは「能力」の概念に着目している
62。Barney（1991） などは、経営資源の概念に組織能力と組織デザインを含める考え方を
している。また、Hender-son & Cockburn （1994）、 楠木（1996）などの研究をみると、 
組織能力の測定とうよりは、組織デザインを測定している。 
この組織能力の研究は、捉え方の違い等により、多くの研究が整理されないまま展開さ
れているのも事実である。日本では組織能力のレビュー文献等は出ているが、日本企業を
対象とした組織能力の実証研究はほとんどなされていない63。加えて、組織能力という概
念も、多種多様な定義が存在するといっても良い状況にある64。しかし、楠木・野中・永田
（1995）は、多くの研究は次の点で共通しているとしている。 
（１） 組織能力は市場で簡単に取引できず、また模倣することも難しいという意味で
企業特殊的な性格をもっている。 
（２） 組織能力は長期的・継続的な学習を通じて蓄積されるものであり、その意味で
経路依存的な性格をもっている。 
（３） 組織能力は企業にとって長期的に持続可能な競争優位の源泉となりうる。 
さらに Nonaka（1991）(1994)のモデルでは、組織能力は，企業内に蓄積されている知
識から構成されており、そうした知識は重層的な構造になっているとする。そして、組織
内の知識は、知識べース、知識フレーム、知識ダイナミクスという重層構造になっており、
それぞれに対応する形でローカル能力、アーキテクチャ能力、プロセス能力という組織能
力が形成されているとされている。具体的には、各々の知識は以下のような内容を指して
いる。 
① 知識べース  ：特定の物理単位に基づいて区別可能な個別資源としての知識に 
光を当てるレイヤー（個人に体化された技能についての知識、 
データベース、パテントなど） 
② 知識フレーム ：個別知識相互リンケージや優先順位に関する知識（安定的な 
パターンを規定する組織構造や戦略に着目する）レイヤー 
                                                   
61 小出・城戸（2011,p.88）。 
62 楠木・野中・永田（1995,p.92）。 
63 小出・城戸（2011,p.88）。 
64 楠木・野中・永田（1995,p.92）。 
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（組織デザイン、権限や資源の配分，アーキテクチャ能力など） 
③ 知識ダイナミクス：知識ベース上の個別知識をダイナミックに結合し、変換する 
プロセスに焦点を合わせてレイヤー 
（技術者グループ間での知識のやりとりのようなダイナミッ 
クな相互作用の関係） 
 としている。しかし、これら 3 つの知識レイヤーは概念的な分類枠組みであり、現実の
観察レベルでは区別して考えることはできないとされている65。 
 さらに、延岡（2006）は、「組織能力を表す言葉としては、コア・コンピタンス以外にも、
ケイパビリティ（capability）やリソース（resource）などがある。持続的な競争力を持
つためには、模倣の困難性が高い競争優位性が必要である。それには、独自の組織能力に
よって、真似のできない強みの構築が必要である。模倣の困難性が高い組織能力の最大の
条件は、構築するのに時間が必要であることである。つまり、長年にわたり鍛錬を積み重
ね、熟成・深化させることによって模倣の困難性が高まる。しかし、その強みの中身を具
体的に指摘・分析することが難しいのも確かである。組織能力ベースの経営を実施する上
で、その分かりにくさが重要であり、逆に言えば、競合企業にとっても、分かりにくいか
らこそ、模倣できないのが組織能力といえる。」としている。 
 
図表 16 
 
                                                   
65 楠木・野中・永田（1995,p.94）。 
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一般的に組織能力は、企業が固有にもつ有形無形の資源と、それを活用する組織ルーチ
ンであるとされている。組織ルーチンとは、複雑で困難なプロセスを、組織として自然に
実現できる状態である。組織能力とは、具体的にいえば、技術的資源（特許、実験データ、
実験機器、製造機器など）や人的資源（個人の知識やノウハウなど）、およびそれらの資源
を統合して効果的・効率的に活用するための組織プロセスである66。組織能力は組織内の
長年にわたる試行錯誤の過程で蓄積されるので、特定組織に固有の暗黙的な経験知が主体
となる。特に、属人的な経験知の集合が重要となる。そのため、他の企業が模倣しようと
しても難しい。組織能力ベースの経営が、個別商品ベースの経営よりも優れている点は、
模倣の困難性が高いだけではないとされている。 
第１に、組織能力は資源として多様な商品に活用できるためである。また、人・物・金
など、通常の資源とは異なり、多様な商品に使っても、追加的な費用が発生しない。 
第２に、組織能力は、使っているうちに、さらに強化されていく特徴がある。組織能力
が強化されることによって、多数の異なる商品への応用が促進される。結果的に、組織能
力はさらに強化されることになる。このように、組織能力の特性をマネジメントすること
によって、好循環を作り出すことができるとされている67。 
  
 
 
第 4 節 競争優位性に関する先行研究 
競争優位性に関しては、これまで様々な研究がなされている。戦略、各産業（業界）、流
通、製品開発、環境経営、ブランド、資源アプローチ、サービス、技術的特性、情報シス
テム、組織間ネットワーク、中小企業、ベンチャー、アウトソーシング、個別企業、ロジ
スティックス、組織能力、サプライチェーン・マネジメント、マーケティング、拠点配置、
人事戦略、バリューチェーン、グローバル・ラーニング、ビジネスモデル、管理会計、Ｉ
Ｔ投資など幅広く議論がなされている。特に工業製品における「ものづくり」を中心に、
生産管理などの側面からも幅広く議論されている。 
競争優位性の内的要因の中で暗黙知の存在は、一般的に広く知られている。野中（1990）
の暗黙知について、大西（2008a）は下記のようにまとめている。 
                                                   
66 延岡（2006,pp.1-2）。 
67 延岡（2006,pp.2-3）。 
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「野中の暗黙知の最大の特徴は、熟練職人の技能に代表される技術的身体知と知覚や直
感的判断力に示される認知的身体知に加え、形式知の一部をも包摂している点にある。こ
こで暗黙知概念に包摂される形式知とは、創出過程にある形式知もしくは明示化されざる
形式知を意味する。これまでの暗黙知概念が技能や知覚等の身体能力・機能を意味してい
たのに対し、野中のそれは身体知に留まらず、一部コンテンツをも含むものとして設定さ
れているのである。このコンテンツは‘思い’や‘信念’と呼ばれる。」としている。 
さらに、「一般的に述べれば‘思い’や‘信念’とは認知能力の発動によって得られるコ
ンテンツ であり、現状の認識や将来へのビジョンに関する一纏りの内容を指す。それらは
明確に概念化されていることもあれば、形成途上で不完全な部分や曖昧さを残しているこ
ともあり得る。後者の場合、明確に言語化することは困難であろう。かくして‘思い’や
‘信念’をコンテンツとして捉える如上の見解に立つならば、身体スキルとして定義され
る従来の暗黙知の概念にはそれらは馴染まない。野中の暗黙知の最大の特徴は、スキルと
コンテンツを並存させ、かかる暗黙知と形式知との相互変換過程として新知識創出過程を
モデル化した点に求められよう」としている。 
加えて、「個人の内部に閃
ひらめ
いた‘思い’やアイデアが、組織成員によって共有化され、
既存の知識と組み合わされて製品やサービスに結実し、それらを基盤として新たなスキル
が個人の内部に醸成される。野中はこのプロセスを暗黙知と形式知を用いて、次の様に説
明している。知識が異なる知、特に暗黙知と形式知の社会的相互作用を通じて創造される
という前提に基づけば、四つの知識変換モードが考えられる。すなわち、 
 
（１）個人の暗黙知からグループの暗黙知を創造する「共同化」 
（２）暗黙知から形式知を創造する「表出化」 
（３）個別の形式知から体系的な形式知を創造する「連結化」 
（４）形式知から暗黙知を創造する「内面化」 
 
である。」としている。 
 
 
 
 
67 
 
図表 17 
 
 
 
 
森（2013）によれば、「暗黙知には種類があると考えられるが、言及した文献は少ない。
これまで、暗黙知は分けないで、一つのものとして扱われているのだ。筆者は、生産現場
の仕事を記述する仕事に関わってきたが、類型を設定しないと人材育成も科学的検討もき
わめて曖昧なものとなると考え、次の 4 つの種類を設定した」としている。 
森（前掲）における分類は、下記の通りである。 
判定型（質的把握）、加減型（量的把握）、感覚型（感覚機能依存）、手続き型（思考過程）
の 4 種である。  
 
①判定型暗黙知 ：質的判断（判定）を行ない、環境・状況・事態を診断・推測・予測
する内容である。この暗黙知は「判定に必要な要素を明確にする」
ことで形式知に近づけて指導できる。判定、診断に必要な要件をリ
ストし、それぞれの基準に対する実際の値の距離を元にして判断す
る。予測や推測も過去の経験から確率を考えて行っていると考えら
れる。  
経験による暗黙知の獲得 自己の暗黙知の表出
現場による暗黙知の獲得
暗黙知の蓄積 暗黙知から形式知への置き換え
暗黙知の伝授・移転
行動、実践を通じた形式知 形式知の伝達、普及
の習得
シミュレーションや実験に 形式知の改善
よる形式知の習得
出所：筆者作成。
➀共同化 ➁表出化
④内面化 ③統合化
知識変換モード
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②加減型暗黙知 ：行動する際に必要な量的把握を伴う内容を扱う。指標となるべき基
準の確立がポイントとなる。加えるか、減じるかという量的判断に
基づいて行動を決定する。量の把握方法と基準からの距離判定が重
要になる。  
③感覚型暗黙知 : 非接触型感覚の目および接触型判断の手足体などの感覚に依存する。
見きわめや、手触りのようなものが含まれている。純粋な洗練され
た感覚、感性をどのようにして獲得できるかを指導することで良質
なものとなる。目視の場合には見どころや見る内容を明確にし、接
触型の場合にはどこでどこの部分をどのように接触させてどのよ
うな感触・感覚で判定するかが大事になる。判定に際しては感触や
目安の基準の確立が求められる。  
④手続き型暗黙知：作業に含まれるプロセスの把握及び制御、思考の過程が主となる。
手続きを手順として表記することは可能だが、記述は膨大となる。
ベテランは手順として覚えるのではなく、ストーリー（物語あるい
は文脈）として覚えている。このストーリーを明らかにし、細かな
内容を吟味して必要に応じて取り出せるように工夫するとよい。
「与えられた状況、条件とプロセスの系」を確立することが効果を
挙げる。①〜③は主に感覚運動系技能に多く、④は知的管理系技能
に多く見られる。 
 
 
 
第 5 節 日本の農業経営（ビジネス）に関する先行研究 
 
第 1 項 一般的なビジネスモデルの定義 
Afuah(2004)は、ビジネスモデルを「儲けるための仕組み（a framework for making 
money）と定義している。Mayo & Brown(1999)は、「競争力のあるビジネスを創造し保持
する重要な独立のシステムデザイン」としている。Stewart & Zhao(2000)は、「どのよう
に金を稼ぎ利益を長期間保持するかについての言明」としている。Magretta(2002)は、「ど
のように企業が動いているか説明するストーリー」としている。Morrisa et al(2005)は、
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「定義されたマーケットで持続可能な競争優位を創造するために、戦略・アーキテクチャ・
経済に関する決定がどのように関連しているかに関する簡素な表現」としている。 
国内では、国領（1999）、根来（1999）、青島・武石（2001）、加護野・井上（2004）な
どが代表的な研究とされている。国領（1999）は、ビジネスモデルとは、「経済活動におい
て、誰にどんな価値を提供するか、その価値をどのように提供するか、提供するにあたっ
て必要な経営資源をいかなる誘因のもとに集めるか、提供した価値に対してどのような収
益モデルで対価を得るか、という課題に対するビジネスの設計思想」としている。根来
（1999）は、「どのような事業活動をしているか、あるいは構想を示すビジネス構造の設計
モデル」と捉え、戦略モデル、オペレーションモデル、収益モデルの３つのレベルに分け
ている。 
さらに、経済産業省・特許庁（2010）は「顧客にどのような価値をどのように提供する
か、という仕組みと仕掛けと仕切りのこと」としている。そして、村山・長田（2009）は、
「企業の事業の方法や仕組みに着目して競争力を分析する手法として、当該企業のビジネ
スモデルを分析することが行われている」としている。 
 
 
第 2 項 日本の農業におけるビジネスモデルの先行研究 
 日本の農業におけるビジネスモデルの研究について、門間（2011）は伝統的な農業ビジ
ネスにビジネスモデルが存在しなかったと結論づけることは早計としながらも、「農業ビ
ジネスモデルのフレームを理論的に考える、あるいは実証的に解明するという研究は全く
実施されていないといっても過言ではない」としている。 
さらに、中野（2012）は、モデルと呼ばれるものは、様々なレベルのものが混在してい
ると言及しつつも、特に農業研究においては、「これらのスキームの存在を念頭においた研
究推進は意識されていない。これらの視点を導入して研究課題を再構築することも有益で
ある」としている。 
相原（2014）は、「農業経営の分野では緒に就いたばかりである」としている。これらか
らも分かるように、農業におけるビジネスモデルの研究は、比較的歴史が浅く未着手の余
地を残した研究領域であると言える。 
 次に、日本の農業におけるビジネスモデルの先行研究の概要を示す。 
中谷・出村（1995）は、欧州共同体の共通農業政策におけるシステムが有する特徴の変
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化を考察したものである。事業の仕組みというよりは、制度研究に位置付けられるもので
ある。 
久野（1998）は、野菜種苗に対象を絞りながら、種苗事業の育種・生産・流通・管理に
至る全体的な構造的及び機能的な特徴を考察して、種苗事業が農業生産や食料供給のあり
方と密接不可分に関連する社会的・公益的な性格を多分に有していることを明らかにして
いる。ビジネスモデルの観点から見ると、種苗産業とう観点から生産流通システムを概観
したものである。 
 田上（2002）は、農業のビジネスモデルとして農業の新たな取り組みとして、IT（Web
認証システム）を活用した農産物のサプライチェーン・マネジメントの事例を紹介してい
る。主に生産・販売・物流の情報共有化を中心に検討しているものである。 
新福 ・後藤 （2009）は、農業法人におけるナレッジ・マネジメントについて、現行の
農業の問題点等を考察しつつ、ＩＴ活用におけるトレーサビリティーシステムや環境管理
システムを中心にその有用性について言及している。事例研究を中心に当該システムを導
入したモデルを提示している。しかし、ビジネスモデルにおいては、当該システムのみに
終始した議論となっている。 
伊藤（2009）は、近年全国各地で誕生しているフランチャイズ型農業経営を捉えるモデ
ルとして、ナレッジ・マネジメント理論の有用性を事例分析から検討しているものである。
その結果、農業経営学の研究領域においても一般的なナレッジ・マネジメント理論は充分
に適用可能であることを明らかにしている。当該研究は、事業の仕組みには触れているも
のの、知識変換に限定したモデルである。 
門間（2010、2011）は農業ビジネスモデルの概念を対象とした研究を行っている。その
定義、評価法・創造手法を一般経営におけるビジネスモデルと対比しながら整理している。
まず、農業ビジネスモデルを「農業経営の目的を達成するために不可欠な経営の基本概念
と基本戦略を明確に設定するとともに、それを実践して着実に目的・目標を達成するため
に必要な方法を描いたもの」と定義している。そして、農業ビジネスモデルと一般企業の
ビジネスモデルで大きく異なる点は、土地の持続的な活用方法、地域社会との持続的な関
係構築の方法、多様なリスクへの具体的対応方針を明確にしておくことであるとしている。
そして、農業ビジネスモデル出現の背景を次のように説明している。第 1 にインターネッ
トの利用が農業分野でも一般化したこと、第 2 に従来の農業経営の殻を破り成果を上げて
いる経営体の取り組みがマスコミや研究者によってビジネスモデルという名前で紹介され
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普及したこと、第 3 に企業による農業への挑戦を挙げている。 
齋藤（2010）は、新しい農業のビジネスモデルとして、広域連携・集出荷拠点分散型ビ
ジネスモデルの事例研究を行っている。しかし、当該研究はビジネスモデルの特徴の把握
までに留まっているものである。また、有限責任事業組合という節税面を重視したモデル
であり、小規模を対象としたモデルである。株式会社などの法人格を有した大規模経営を
対象としたものではなく、あくまでも個人経営の域に留まる取り組みの紹介である。 
杉本ら（2010）は、農業ビジネスに焦点をあて，競争力強化のためのブランド力確保な
どを意図した新しいビジネスモデル構築の実態とそのあり方について、農業を対象とした
地域および個別企業の活性化プロセスに関する事例研究を通じて考察している。ビジネス
モデルで重視すべき３つのポインとして、①持続性と柔軟性、②経済性と社会性、③リー
ダーシップと協調性を挙げている。しかし、ここでは、ビジネスモデルの仕組みや構成要
素など具体的なモデルには言及していない。 
渋谷（2010）「バリューチェーン分析の手法を用いて、農業参入事例を分析する中から、
企業ならではの特長を生かして競争優位性を形成する方策を提示するとともに、その手法
を活用することで参入企業の戦略的な農業経営の可能性を提案している。農業のバリュー
チェーンを基礎として、競争優位の形成方法（戦略のタイプ）を提示し分析を行っている。 
バリューチェーン分析は、企業活動を個別の価値活動に分解し、それぞれの付加価値と
コストという定量的な把握により各活動が最終的な価値にどのように貢献しているのかを
明らかにするとともに、価値活動単位ごとに他企業と比較することで自社の強み・弱みを
把握して企業あるいは事業の競争優位を探るという手法である68。 
渋谷（2010）の提示している農業参入企業のバリューチェーン・モデルは、まず、当該
バリューチェーン・モデルは、企業や業界によって独自設定をすることが適当であるとし
ている。農業参入企業のバリューチェーン分析では、2 つの変更を加えている。第一は、
農業という事業の特殊性を勘案して価値活動を変更している。具体的には、主活動のうち
「購買活動」を「生産基盤・施設整備」と「生産資材調達」に「製造」を「生産」と「加
工」に区分している。支援活動では、各価値活動を一括して全般管理としている。これは、
今日の農業経営（企業）は、規模も小さく支援活動が未熟であり、競争優位となっている
部分が少ないためとしている。しかし、これらは事業の仕組み全体の議論ではなく、あく
                                                   
68 渋谷（2010,p.31）。 
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までサプライチェーンに限定したものである。 
佛田（2011）は、企業経営の実態と課題について言及するとともに経営の視点から組織
化プロセスとしてモデルの一例を提示している。しかし、具体的な企業経営が成立するメ
カニズムにまで踏み込んだものではなく、組織経営として農業法人の経営が行われている
ことを確認するに留まっている。 
中野（2012）は、農業以外の分野も含めた戦略(ビジネスモデル)について整理するとと
もに、これらの成功モデルの視点を盛り込み、植物工場および高度施設園芸の展開方向や
植物工場を通じてイノベーションを起こす視点と戦略を考察している。特に要素技術を中
心に議論がなされている。また、成功ビジネスモデルの類型化と農業（特に高度施設園芸）
への適用について考察し、研究・開発から普及・定着までをビジネスとして俯瞰するのか
について課題と具体的な方向性を提示している。他に、中野（前掲）は、ビジネスモデル
を 14 パターンに整理し、技術的な視点からその意味を提示するとともに、特徴的なモデ
ルについて解説を加えつつ、植物工場および高度施設園芸に対する応用事例を付記してい
る。 
田口ら（2012）は、地場園芸大豆を活用した商品の差別化も目指す大豆加工販売ビジネ
スモデルの事例を取り上げ、その仕組みの実態や特徴ならびに課題を分析している。特に
大豆加工における販売に重点を置いたもので、大豆の直接取引や地域外を対象とした当該
地域に足を運んでもらう仕組みの考察を行っている。しかし、販売手法の取り組みの特徴
に重点を置いたものであり、ビジネスモデルの部分的な研究であるといえる。 
久保田ら（2013）は、超大規模化、TMR（Total Mixed Rations）センター化、多角化
の 3 つの方向を酪農生産の新しい担い手としてのビジネスモデルとして類型化した上で、
TMR センターにおける農地の分散による効率性低下を最小限に抑えるための方策と、多
角的な経営における高い付加価値の将来にわたる維持を可能にする販売戦略等の経営戦略
を、実態調査に基づいて明らかにしている。さらに多角的経営に関しては、事業構造をバ
リューチェーンとしてとらえ、多角化戦略を明らかにしたものである。ビジネスモデルに
ついては、類型化とバリューチェーン分析で留まるものである。 
相原（2013）(2014)は、ビジネスモデルの概観と農業への適用について検討している。
営農モデルや小さな事業規模への適用などをについて示唆を示している。ただ、具体的な
モデルの分析や提示は行っておらず、あくまでビジネスモデルの適用の有効性についての
言及に留まったものである。 
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金岡（2013）は、九州の主要畑作地帯である南九州で展開している、露地野菜作を含む
甘しょ等の畑作物を主力に栽培する畑・露地野菜企業的農業体を対象に、その経営の現状
と、競争優位を形成している要因を明らかにしている。南九州畑作地帯で展開している、
トップクラスの畑・露地野菜作企業的経営体を中心にその競争優位を生み出しているビジ
ネスモデルの特徴について、バリューチェーン分析を適用し、その実態と特徴を検討して
いる。したがって、ビジネスモデルについては、競争優位の形成要因の把握に限定された
ものである。 
長谷川（2013）は、高い生産性及び収益性をあげている大規模リンゴ作経営の調査から、
その成立のための方式を明らかにしている。調査対象はリンゴ面積 13.5ha で、高い生産
性、収益性を確保している大規模経営農家である。この当該農家がどのような経営変革を
行い、高い生産性及び収益性を実現できたかを、ビジネスモデルの観点から明らかにした
ものである。研究対象が、青森県の一つの大規模りんご農家に限定したものである。また、
ビジネスモデルの一つの型を述べたに留まるものである。 
堀江（2014）は、中山間地におけるトマト生産者の加工・販売の取り組みの実態を明ら
かにし、加工販売事業における戦略や今後の課題についてビジネスモデルの概念を援用し
ながら検討している。ビジネスモデルの構成要素やさらに細分化した項目の構築手順を用
いて事例を評価することによって、事例における強みと弱み、課題を検討し、当該項目の
構築手順を分析することで、事例の置かれている現状をビジネスの視点である「価値創造」
「利益創出方法」「利益実現のプロセス」という要素で客観的に捉えられ、事例における課
題と今後の展開方向を明らかにするのに有効な手法であることを明らかにしている。しか
し、研究対象がトマトの生産・加工・販売に限定されたものであること、及びビジネスモ
デルの適用の有効性に言及する段階に留まっているものである。 
室岡（2014a）は、中山間地域に立地する直売所を店舗ではなく、店舗外で新たな顧客を
開拓することで売上の向上を図る直売所のビジネスモデルとして「出張直売」方式を取り
上げ、その特徴を明らかにしている。また、アンケート調査により、出張直売が農村部に
所在する直売所店舗を訪れにくい高齢者に対して、新鮮な農産物を購入できるという顧客
価値を提供するということを明示したものである。しかし、対象が中山間地域の小規模な
個人経営農家の販売手法としているものであり、一つの販売方法の提示の域を出ないもの
である。 
室岡（2014b）は、新規の顧客獲得や生産・販売の効率化、品揃え拡大など直売所が抱え
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る課題に応じて４つの新ビジネス「需給調整型販売」「カット野菜販売」「出張直売」「有機
農産物等の販売」を採用することで、直売所・生産者・消費者にメリットをもたらすこと
が可能であることを明らかにするとともに、4 つのモデルの特徴を明らかにしたものであ
る。但し、直販所の販売手法の形式・手法の提示に留まるものである。 
澁谷（2014）は、消費者と業者の両方を顧客とし、直接販売を行う大規模・高収益米直
売ビジネスモデルを先進事例の分析から提示を行っている。この米直売ビジネスモデルは、
経営内の有形・無形資源を活かし、特徴ある商品を中心に、消費者、事業者の各顧客層の
ニーズに合う商品差別化の活動とプレミアム価格を含む価格設定を行うモデルである。そ
して、少量でも選好度の強い商品中心に高価格で購入する消費者と手頃な価格で大量購入
する業者の複数の顧客層を確保していくことで、大量販売と高収益を同時に実現できるこ
とを明らかにしたものである。しかし、大規模稲作経営の米直売ビジネスモデルでは高価
格購入する消費者と大量購入する業者を顧客とし、特徴ある商品を核に消費者にはプレミ
アム価格、事業者には手頃な価格を設定し、大量販売と高収益を実現していくという販売
手法の提示に留まるものである。 
宮武（2014）（2015）は、稲作経営において、消費者になじみの薄いマイナー品種の販
売方策として、商品の種類、販売先、価格、販促方法を組み合わせて販路拡大をめざすマ
ーケティングミックスに取り組む茨城県の先進経営の分析から、大規模稲作の直接販売ビ
ジネスモデルの提示を行っている。これは、規模拡大を進める中で、品種と栽培方法の組
み合わせによる機械・施設の稼働率向上と多様な商品、販売先、価格の組みあわせによる
販売促進を並進させることにより、製造原価を引き下げ、生産された米の全量を直売する
ことで収益向上をめざすという大規模稲作経営の直接販売ビジネスモデルを提示するとと
もに、課題について言及したものである。しかし、小規模な個人経営における機械と施設
の稼働率向上と販売チャネルを中心に言及しているものであり、大規模・大量生産や事業
の仕組み等を明らかにしているものではない。 
澁谷ら（2015）は、主食用米全量を直接販売する北海道上川中央の協業法人 A 社を対象
としてビジネスモデル概念を適用し、顧客価値を創造する直接販売の事業戦略の方向性を
明らかにしている。ビジネスモデルの構成要素であるバリューチェーンにおける活動と製
品の価格設定に着目し分析を行い、さらに消費者販売と業者販売の複線的な販路から利益
を確保する、直接販売の事業戦略の方向性を検討し、多様な販路で複数の戦略的要素を連
動させることの重要性やその具体的な仕組みを明らかにしている。しかし、ビジネスモデ
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ルについては、概念を適用しているのみで事業戦略の分析に留まるものである。 
 上記の通り、農業をビジネスの観点から捉えた先行研究を概観した。次に農業のビジネ
スモデルの先行研究を分析レベル・範囲及び品種によって見ると下記の通りである。 
分析レベルの違いにより、事例分析の焦点も異なっている。これまでに蓄積されたビジ
ネスモデル研究の分析範囲や分析単位が、研究ごとに捉え方が異なり、多種多様な角度か
らアプローチされている。ただ、分析レベルが大規模経営あるいは企業レベルの有する資
源とその組み合わせなど価値活動に焦点が当てられているものは極めて少ない。例えば、
分析レベルが個別商品（山田錦等）になると、資源に注目しつつも、その業界の制度やル
ールに重点が置かれている。分析レベルが地域の場合、主に制度やルールに焦点が当てら
れている。 
加えて、農業経営において資源と組織を使って市場に働きかける際に、ビジネスモデル
の価値を創造するメカニズムとして捉えているものも限られている。 
つまり、農業のビジネスモデルの先行研究は、活動する市場の範囲や規模が小さく、国
内の特定の地域や価値活動の一部分を対象にした研究が多い。加えて、農業のビジネスモ
デルの対象としている経営規模は農業の域を出ず、一般的な企業経営と比較して極めて小
さい。そのため、先行研究においては、大規模な企業経営の視点や植物工場事業に関する
ものも見受けられない。 
中野（2012）は、「高度施設園芸の最先端と言える植物工場は、特に野菜の工場生産を
志向した生産体系であり、いくつかの成功事例がある。しかし、全体的な見通しや、戦略
についての議論は十分とはいえない。現状の点を線に、そして面にする試みが重要である」
と指摘している。さらに「植物の生産方法について、イノベーションを起こすという観点
から言えば、完全人工光型（完全制御型）に象徴される‘狭義の植物工場’にはより幅広
い可能性が広がる。また、最先端分野で開発された技術の施設園芸全体への波及効果も期
待できる」としている。 
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図表 18 
 
対象品種 対象 分析レベル
相原（2013）（2014） ― 農業全般
ビジネスモデルの農業への適用可能性
について
杉本・小宮路（2010） ― 農業全般 販売方法に限定
渋谷（2010） ― 農業全般 農企業バリューチェーンの提唱
中谷・出村（1995） ― 農業全般 マネタリシステムの特徴（制度研究）
門間（2010）（2011） ― 農業全般 ビジネスモデルの創造手法
田上（2002） ― 農業全般 情報技術と生鮮流通の仕組み
新福・後藤（2009） ― 農業全般
ＩＴ活用におけるトレーサビリティーシステ
ムや環境管理システム
佛田（2011） ― 農業全般 組織化プロセスモデルの概要
澁谷ら（2015） 米 北海道の一協業法人 販売方法に限定
金岡（2013） 畑・露地野菜 南九州（畑作地域）
ビジネスモデルの特徴（競争優位の形成
方法）
久野（1998） ― 野菜種苗事業 生産・流通システムの概観
松原（2011） 米 山田錦（村米制度） サプライチェーンマネジメント
久保田ら（2013） ― 酪農 ＴＲＭセンターの有効性評価
長谷川（2013） リンゴ 青森県の一農家 仕組みとしてのモデルの考察
宮武（2014）（2015） 米 茨城の一農家 販売方法に限定
堀江（2014） トマト 加工・販売 ビジネスモデルの適用性評価
田口・梅本（2012） 大豆 加工販売 販売方法に限定
中野（2012） ― 高度施設園芸 ビジネスモデルの類型化
室岡（2014） 農産物
需給調整型・カット野菜・
出張・有機農産物等
販売方法に限定
久野（1999） 米種子 種子事業 問題点の抽出
室岡（2014） 農産物 出張販売 販売方法に限定
齋藤（2010） ― 小規模農家 広域連携・集出荷拠点
石崎（2011） ― 中小農業
ビジネスモデルを視点とした問題点の抽
出
澁谷（2014） 米 直接販売 販売方法に限定
出所：筆者作成
農業のビジネスモデルの先行研究
77 
 
第 6 節 本論における研究の意義 
 
第 1 項 植物工場事業の観点から 
 これまでの社会科学系の先行研究を鑑みると、国内の農業分野および植物工場事業にお
ける企業経営、戦略、競争優位性等に関する研究は、極めて少ないと言える。 
 植物工場事業に関する研究は、主に基礎研究を中心に理工・農学系にて行われている。
レタス・スプラウト・キノコなどの工場内の環境（温度・湿度・二酸化炭素など）、培地、
照明、空調などの技術的な研究が主流となっている。これらの研究は、技術的に確立され
たものではなく、発展途上の段階にあるものが多い。そのため、植物工場事業として一部
では実際の取り組みが行われているが、事業規模が小さく実験的な位置付けのものが大半
を占めている。 
 一方でこの植物工場事業は、各分野の企業の有する高度な技術が集結されている。一例
を挙げれば、半導体のクリーンルーム、電球（ＬＥＤ含む）、環境制御、バイオテクノロ
ジー、空調、その他様々な技術によって成り立っている。産学官連携によって、施設メー
カー、部品メーカー、商社などの大手企業が参加し技術的な研究・開発が遂行されている。 
 このように植物工場事業は、理工・農学系の視点から注目され、研究・開発が行われて
いるが、社会科学系では、製造業69という位置付けでありながら当該分野の情報量が極め
て少なく、単なる農業の延長という認識に留まっている傾向が強いと推察される。また、
理工・農学系との連携や共同研究といった文理融合の研究・開発も進んでいない状況であ
る70。このような背景から社会科学系では、これまで注目されてこなかった研究領域であ
ると言える。そのため、この植物工場事業に関しては、研究の余地が大きい領域と考えら
れる。 
 
 
第 2 項 キノコ事業の観点から 
国内のキノコ事業を経営的に考察したものとしては、古塚（1992）によるシイタケ栽培
を経営管理の観点から言及したものや、吉良・矢内（1995）の小規模農家を中心としたマ
                                                   
69 完全制御型植物工場における野菜類の人工栽培は、これまでの農業とは大きく異なり、大企業におけ
る野菜類の製造業（メーカー）であるとの認識に立っている。 
70 文理シナジー学会が植物工場の技術的な専門家の方々によって設立されているが、文理融合の研究開
発については、極めて少ないといえる。 
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イタケ経営に関するもの、殿崎（2015）（2017）の大手キノコメーカーの事例研究が存在
する程度である。マイタケの人工栽培が技術的にもある程度確立して企業経営が行われる
ようになったのは 1980 年代からであり、社会科学系領域における研究は、極めて少ない。 
 競争優位性の観点からも同様で、本論で取り上げる国内の植物工場の人工栽培技術（研
究・開発を含む）に関してその競争優位性（コスト競争力）についての研究は極めて少な
い。その中でもキノコ事業に関して論じられたものは、さらに少なく、前述の殿崎（2015）
(2017）があるのみである。 
 
 
第 3 項 事例対象企業の観点から 
 事例対象企業 3 社に関する先行研究の内容は、下記の通りである。 
ホクトについては、これまで社会科学系の学術的な研究対象として採り上げられたこと
は少なく、殿崎（2017）があるのみである。 
 株式会社雪国まいたけ（以下、「雪国まいたけ」という）についても同様で、一部の限
られた範囲での研究のみが行われているに過ぎない。先行研究としては、次の通りである。
星野（2012）が、雪国まいたけがグラミン銀行と行ったソーシャル・ビジネスについて分
析を行っている。加えて、齋藤（2016）や鈴木・河内山（2016）がＴＯＢやコーポレート・
ガバナンスの観点から分析を行っている。競争優位性に関しては、殿崎（2015）が、バリ
ューチェーンにおける価値活動の観点から分析を行ったものがあるに過ぎない。 
 一正蒲鉾株式会社についても、齋藤（2014）が財務政策の観点から分析しているものが
あるのみである。 
 
 
第 4 項 研究の意義 
 本節第 1 項から 3 項を踏まえると、本論にてホクトの低価格・高品質を維持しながら収
益を上げている要因とその構造をマイタケ事業の人工栽培技術（研究・開発を含む）の観
点から明らかにすることは、以下の理由で学術的に意義があると言える。 
 従来の内的要因や競争優位性の研究が、工業製品の生産やサービス提供するための経営
資源を対象としたものが主流であったが、そこに「生物（菌類）：マイタケ」の栽培とい
う新しい知見からのアプローチを行い、工業製品の生産やサービス提供における要因とは
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異なる「生物（菌類）：マイタケ」ならではの要因を明らかにするものである。 
工業製品では工場の自動化は一般的なことであるが、生物（菌類）であるマイタケの栽
培工程においては、様々なノウハウが必要であり、ここに優位性の要因が存在するという
ことである。 
しかし、これまでの先行研究では、工業製品等の生産工程の分析が主流であり、キノコ
の人工栽培工程やその技術は注目されてこなかった。 
 したがって、本章をまとめると、下記の通りとなる。 
 ①これまで国内のキノコの人工栽培技術に関して基礎技術に関する研究が中心であり、
社会科学的な研究事例が極めて少ない。 
②従来のキノコに関する研究の多くが、一般的な小規模農業の延長として捉えたものが
多く、企業経営の視点からキノコメーカー（製造業：マイタケ事業）として捉えられ
た研究は極めて少ない。 
 ③従来の経営資源や組織能力あるいは生産管理等に関する研究は、工業製品（ものづく
り）などが中心であったこと。植物工場事業が技術的に発展途上にあることもあり、
植物工場におけるキノコ事業の内的要因に関しては議論されてこなかった。 
 ④事例研究において、採り上げた 3 社が内的要因の観点から議論されたことがない。 
 ⑤従来は内的要因に関する研究が工業製品等のものづくりの視点から発展してきたが、
そこにキノコという「生物（菌類）」からのアプローチによる新たな知見を付加する
こともできる。 
以上により、これらを総合的に鑑みると、本論における研究は意義あるものと言える。 
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第 1 節 研究対象について 
植物工場は、「キノコ事業」「スプラウト事業」「葉物野菜事業」「果物事業」の４つの事
業に大別できる。しかし、前述の通り、植物工場では様々な課題を抱え、困難な経営を余
儀なくされている企業が多い。 
このような状況下において、課題を解決し、1980 年代より飛躍的に発展・拡大を遂げて
いるのが「キノコ事業」である。キノコ関連では、菌類を事業の基盤とする製糖業界や酒
類・味噌等の業界、さらには土建業界等がこぞって参入する傾向があった71。そして、現在、
植物工場で生産された人工栽培のキノコは、アイテム数を絞り込み特定の売れ筋商品を主
体としているコンビニエンスストア等の小売店でも販売されており広く普及している農作
物になっている。 
このキノコ事業は、他の 3 つの事業とは異なり、企業化が進み、企業経営（management 
of an enterprise）が成され、複数の上場企業によって牽引されているのが大きな特徴で
ある。そして、上場していることで情報開示も進んでいる事業である。さらに、個別の企
業の生産規模を見ると、キノコ事業は他事業と比較して圧倒的に生産量が多い。葉物野菜
では、国内最大手企業でも 5ｔ/日程度であり、ホクトは約 250ｔ/日と葉物野菜の約 50 倍
の規模である。スプラウト事業や果物事業と比較しても生産量の違いは明らかである。 
  
 
第 1 項 対象企業の選定理由 
キノコ事業においても紆余曲折の歴史がある。これまで、複数の企業が進出したが投資
性向の変化や事業継続の計画性の欠如から撤退している72。 
 しかし、厳しい状況下においても、成功を収めている企業が存在するのも事実である。
村山・長田（2009）は、「ある企業が売上を確保できる理由は、その企業が提供する商品や
サービスに価値を見出す顧客がいるからである。企業がある業界においてトップシェアを
獲得している、すなわち最高の売上高を確保しているとは、その業界において最も顧客価
値を提供しているためといえる。そして、トップシェアを維持し続けている企業は、常に
新しい顧客価値を提供し続けているからその地位を維持できていると考えられる」として
いる。 
                                                   
71 日本特用林産振興会（2002a,pp.23-24）。 
72 日本特用林産振興会（2002a,pp.23-24）。 
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したがって、事例研究では国内のキノコ生産量第 1 位である企業であるホクトを採り上
げる。 
ホクトの比較対象として、国内キノコ生産量第 2 位の雪国まいたけ、第 3 位の一正蒲鉾
を採り上げる。 
これらの 3 社は、自然環境を利用した一般的な農業経営とは一線を画し、独自の高度な
キノコの人工栽培技術を確立し、完全制御（完全人工光）型の植物工場において、大規模
なキノコの周年栽培を実現している国内のキノコ生産メーカーである。加えて、これらの
3 社は、日本きのこ学会において、マイタケの代表的な生産事業者として紹介されている
企業でもある。 
事例対象の企業は、いずれも上場実績のある大企業であり、高度な独自の栽培技術を有
している。そして、上場実績があることで、情報開示が進んでいる。現在、雪国まいたけ
は、一旦上場を取り下げているが、他の 2 社は東証一部上場である73。 
ホクトは、キノコの年間生産量約 75,000ｔを誇る国内トップメーカーであり、マイタケ、
エリンギ、ブナシメジ等で確固たる地位を築いている企業である。 
雪国まいたけは、キノコ年間生産量約 45,000ｔであり、マイタケではマーケット・シェ
ア第 1 位を長く維持している。雪国まいたけは、植物工場におけるマイタケの人工栽培に
いち早く取り組み、独自の栽培技術によって周年栽培を実現し、マイタケの普及に貢献し
た企業である。 
一正蒲鉾は、年間生産量約 8,400ｔで、キノコ事業においてはマイタケ栽培に特化して
後発ながらマイタケ市場において近年シェアを拡大し急成長した企業である。 
なお、雪国まいたけについては、2015 年度にプライベート・エクイティ・ファンドであ
るベインキャピタル（Bain Capital LLC:米国）が株式会社ＢＣＪ－２２を通じてＴＯＢを
実施・成立（上場廃止）させたことにより大きく経営環境に変化が生じた74。 
したがって、本論では、雪国まいたけについは、創業者である大平喜信氏及び有限会社
大平商事等が過半数の発行済株式を保有し経営権を有していた 2013 年度（平成 25 年度：
有価証券報告書第 31 期）までの時期を研究対象とする。 
 
                                                   
73 2016 年に上場廃止。現在は、新株主のもと、再上場に向けて取り組んでいる。 
74 株式会社ＢＣＪ－２２が全株式を取得して経営権を有したことで、経営方針、体制等が大きく変化し
た。その後、ＢＣＪ－２２が商号変更し「株式会社雪国まいたけ」となった。当該事象が発生したこと
により、社名は同様であるが実態は別会社化している。 
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図表 19 
 
 
 
図表 20 
 
 
 
 
 
 
社名 設立 所在地 資本金
キノコ事業
売上高
キノコ
生産量
マイタケ
生産量
ホクト 1964年 長野県 55億円 455億円 75,042t 13,688t
雪国まいたけ 1983年 新潟県
1億円
（上場廃止前
約16億円）
210億円 45,000t 20,806t
一正蒲鉾 1965年 新潟県 9.4億円 41億円 8,410t 8,410t
注1）売上高は、キノコ事業のみの金額。
注2）マイタケの生産量は、キノコ生産量の内数。
注3）雪国まいたけのキノコの生産量は推定値。マイタケの生産量は、 一正蒲鉾2016年6月期決算説明資料に基づく推定値。
注4）一正蒲鉾のキノコ生産量は、生産能力ベース。
出所：ホクト有価証券報告書（第53期）、雪国まいたけ有価証券報告書（第31期）、
       一正蒲鉾2016年6月期決算説明資料を参考に筆者作成。
事例対象企業の概要
　　　　　　　　　　　　　　　　工場における一人当たりの売上高
2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 平均 ホクト比較
セグメント売上 43,710 43,140 39,811 56,481 45,786
工場人員数 2,826 3,023 3,093 3,178 3,030
一人当たりの売上高 15.5 14.3 12.9 17.8 15.1 ー
セグメント売上 21,367 19,542 19,900 22,141 20,738
工場人員数 1,674 1,758 1,701 1,587 1,680
一人当たりの売上高 12.8 11.1 11.7 14.0 12.4 ▲2.7
セグメント売上 4,336 4,220 4,068 4,187 4,203
工場人員数 361 359 376 378 369
一人当たりの売上高 12.0 11.8 10.8 11.1 11.4 ▲3.7
出所：各社有価証券報告書（2010年度～2013年度）を参考に筆者作成。
（単位：百万円）
ホクト
雪国まいたけ
一正蒲鉾
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図表 21 
 
 
 
 
図表 22 
 
ホクトのマーケット・シェア（エリンギ・ブナシメジ） 
 
2009年 2010年 2011年 2012年 2013年
ホクト 68% 70% 72% 70% 68%
雪国まいたけ 18% 22% 18% 10% 6%
一正蒲鉾 24% 31% 33% 33% 36%
出所：各社の有価証券報告書（2009年度～2013年度）を参考に筆者作成。
自己資本比率
0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
2009年 2010年 2011年 2012年 2013年
自己資本比率ホクト 雪国まいたけ 一正蒲鉾
　エリンギのシェア（ホクト　第1位） 　　　ブナシメジのシェア（ホクト　第１位）
 出所：2016年度有価証券報告書および農林水産省「平成25年特用林産基礎資料」を参考に筆者作成。
ホクト
34%
その他
66%
ホクト
46%その他
54%
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図表 23 
 
マイタケのマーケット・シェアの変遷 
 
 
 
（１）ホクトに対する第三者の見解 
 
図表 24 
 
 
 
 
 ホクトと雪国まいたけを 2001 年度からの 10 年間を比較し、鈴木・河内山（2016）
は、「10 年間の平均値を比較すると、ホクトは雪国まいたけよりも売上原価 3.8%、販管
費 7.1%費用が少ないことが分かる」としている。 
                 1999年　マイタケのシェア 　　　             2016年　マイタケのシェア
出所：一正蒲鉾「決算説明資料2016年6月期」、日本特用林産振興会(2002,p.17）及び
      農林水産省　平成25年特用林産基礎資料（主要特用林産物国内生産量の推移）を参考に筆者作成。
雪国まいたけ
65％
その他
35％
雪国まいたけ
42％
ホクト
27％
一正蒲鉾
15％
その他
16％
日本格付研究所　発行体格付け 帝国データバンク　評点
ホクト 雪国まいたけ 一正蒲鉾 ホクト 雪国まいたけ 一正蒲鉾
Ａ－ ー ー 72点 51点 67点
出所：日本格付研究所　2017年3月2日ニュースリリース。 出所：帝国データバンク企業情報（2017年12月25日検索）。
各社の信用力（財務）評価
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 日本格付研究所（2016）は、ホクトの発行体格付を「Ａ－」としている75。格付事由に
よると、ホクトは「菌種を自社開発し、培養から収穫までの一貫生産体制を構築。生産の
自動化を図ることで、効率的な生産体制を築いている。品質、コスト競争力などを背景に
事業基盤は強固である」としている。 
 また、フィスコ（2011）の企業分析によると、ホクトの強みとして「高効率生産（自動
化による業界随一の効率性）」「財務健全性」等を挙げている。これは、自己資本比率の高
さや利益率の高さからも理解できるところである。 
 
 
第 2 項 マイタケの選定理由 
本論では、キノコ事業の中でもマイタケ事業を中心に考察を行うが、その理由は、下記
の通りである。 
①植物工場で大量に人工栽培されているキノコ（エリンギ、ブナシメジ、他）の中で、
一番高度な人工栽培技術が必要とされていること。 
②栽培技術、生産方法等において各社が独自の特徴を有し、その特徴が顕著に商品に現
れていること。 
③事例対象企業（3 社）で共通して生産している品種であり、3 社合計でマイタケの国内
マーケット・シェアが約 84％となること76。 
④一般的に幅広く普及している商品であること。 
 
 
 
第 2 節 リサーチ・クエスチョン 
マイタケ事業は、低価格化が進み収益性が低いとされている。店頭では、1 パック 100
円を切る価格で販売されていることもある。特にマイタケは、雪国まいたけが参入障壁を
高めるために低価格路線を先導したことで、急激に価格が低下した経緯がある。雪国まい
たけの価格戦略について、鈴木・河内山（2016）は、「他社にうまみのないビジネスにする
                                                   
75 格付基準については、日本格付研究所のホームページ（格付付与方針）で詳細が確認できる
〔https://www.jcr.co.jp/rrinfo/〕。 
76 一正蒲鉾「決算説明会‐2016 年 6 月期‐（2016 年 8 月 26 日）」。 
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ことである。マイタケの販売価格を毎年引き下げることである。単に価格を下げるのでは
なく、生産コストを下げることで浮いた部分を利益にせず、価格に反映していくというこ
とである」としている。 
競合他社は、決してコスト削減や効率化に取り組んでいないわけではない。競合他社も
コスト削減に対する意識は高く、可能な限り様々なコスト削減策を講じている。地熱発電
の利用や工場の設備・装置のリニューアル化や機械化（自動化）を進めている。しかし、 雪
国まいたけは、自ら仕掛けた低価格戦略で収益性を低下させている。一正蒲鉾は、シェア
を確保したものの収益性を高めることができず低迷が続いている。 
そのような状況下において、ホクトは競合他社と比較して高い収益率を誇り競争優位性
を維持している。収益を高める要因は、外的要因と内的要因において様々な要因がある。
その中で価格優位性を高める要因として「コスト競争力」がある。 
本論では、「マイタケの栽培工程」と「人工栽培技術」を内的要因の観点から「コスト競
争力」に重点を置き分析を試みる。ホクトの持続的な「コスト競争力」（価格優位性）は、
資源ベース理論の観点から見ると「資源の異質性」と「資源の固着性」を有していると推
察できる。 
 したがって、リサーチ・クエスチョンは、下記の通りである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
①ホクトと競合他社における栽培工程を比較して、 
（１）栽培工程にどのようなコスト競争力を高める要因（コスト削減要因）が 
存在しているのでろうか。 
（２）ホクトは、どのような点に着目し、どのような方法で、コスト競争力を 
高めたのであろうか。 
②ホクトの「異質性」と「固着性」を有している資源（技術的要因）とは、 
どのようなものなのであろうか。 
③ホクトのコスト競争力を構築するための仕組み（資源の組合せとプロセス）は 
どのように形成されているのであろうか。 
リサーチ・クエスチョン 
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図表 25 
 
生産の競争力 コスト コスト削減 開発部門のコスト削減 開発費の削減 開発期間の短縮
品質 共同開発
納期 低開発コスト国での開発
サービス その他
その他
開発によるコスト削減 部品共通化
共同開発
調達部門のコスト削減 大量購入によるコスト削減
海外調達によるコスト削減
ネットワーク（電子調達）によるコスト削減
直接材料以外の資材のコスト削減
製造部門のコスト削減 工場の閉鎖、生産設備の集約によるコスト削減
競合他社との相互供給・事業統合によるコスト削減
海外生産によるコスト削減 現地生産
最適地生産
製造現場でのコスト削減 改善活動 作業時間の短縮
小集団活動
製造ラインの改良
ベンチマーキング
産業廃棄物利用
部品点数の削減
工程設計
製造技術開発 新素材/新品種の使用
新製造装置
機械化（自動化）
コンカレント・エンジニアリング
大量生産
原価管理
その他 内製化
分社化・子会社化
アウトソーシング
部品モジュール化
部品ユニット化
技術供与
セル生産方式
サテライト方式
雇用面・勤務体制 社員
人材育成 派遣社員
期間工
パート・アルバイト
物流・在庫部門のコスト削減 物流コストの削減 共同物流
梱包の改善
輸送ルート再編
在庫コストの削減
間接部門のコスト削減 物流・在庫コストの削減
福利厚生業務のコスト削減
本社ビルコストの削減
子会社管理コストの削減
資金調達コストの削減
特許出願・維持コスト削減
情報技術化促進によるコスト削減
出所：筆者作成。
生産の競争力に関するコスト削減項目一覧
本 論
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第 3 節 研究の方法 
 本論で採り上げるキノコの栽培技術は、バイオテクノロジーなどの高度な専門知識を有
した社員（研究員）が長期に亘り研究・開発に取り組むことで構築されるものである。一
般的な農業とは異なり、様々な分野の科学技術によって成り立っている。 
機械化された工場では、半導体製造工場のクリーンルームと同様のレベルで外部から遮
断され完全制御された室内において環境制御技術を駆使することで自然環境を人工的に再
現している。そして、その工場では、一般的な自然環境において不可能なキノコの周年栽
培と大量生産を実現している。加えて、機械化が進んだ工場は、システムによって管理・
運営され接種・栽培・計量・包装・箱詰めなど様々な機器が導入され自動化・無人化され
ている工程も多い77。 
したがって、本論ではキノコの栽培をこれまでの農業とは一線を画し、単なる農業の延
長ではなく、企業経営におけるキノコメーカー（製造業：キノコ事業）の観点から捉え論
じるものとする。 
さらに、企業の競争優位性（コスト競争力）は、「外的要因」「内的要因」に大別できる
が、本論では、「内的要因」に焦点を置き、さらにその中でマイタケの栽培工程とその人工
栽培技術（研究・開発を含む）を中心に論ずるものとする。 
 この内的要因の中には、一般的なものづくりで言う職人の熟練技術に近い要素も一部含
まれている。本論においては、当該技術を「匠の技」と称し、「人に体化された技術である
ため、システム化やマニュアル化することが困難とされ、研ぎ澄まされた感覚により工場
内の小さな環境変化を察知・判断して微妙な環境制御を行う技術〔＝感覚的暗黙知（以下、
「暗黙知」という）〕」と定義する。 
 
 
第 1 項 分析のフレームワーク 
 本論では、事例研究を中心に行うが、その際の内的要因の分析フレームワークは、資源
ベース理論（Resource-Based View）をベースとする。 
琴坂（2017）によれば、「資源ベース理論では、企業が保有する資源が代替しづらく、模
                                                   
77 特別注文等に対応する際は、手作業が発生するケースもある。自社企画ではなく、顧客仕様の運搬箱
を使用しなければならない場合は、個別にラインを設け別途対応となる。また、顧客の特別注文によっ
て、販売重量を個別設定・対応する場合なども同様である。 
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倣困難となる条件は、その資源が蓄積される過程が独特であること、その結果として生じ
る資源の組み合わせが他社には構築しづらいことであり、それが競争優位の源泉であると
されている。すなわち、資源の調達コストや調達に伴う機会コストのみの理論化では、企
業の持続的競争優位を説明できない。その資源を構築、または蓄積するプロセスまでを勘
案する必要があり、資源がどれだけ戦略的に重要であるかは、その入手困難性、模倣困難
性、代替困難性に左右されると主張されている。（中略）Barney（1991）は、価値があり、
希少性があり、模倣可能性が低く、代替可能性も低い資源が、企業の他者との差別化（異
質性）を可能として、それを持続させること（固着性）につながるので、それが持続的な
競争優位の源泉となると立論した」としている。 
 まず、リサーチ・クエスチョンの解を導く「予備的考察」として、競争優位の状況を「包
括的」に把握するためにＶＲＩＯ分析を用いる。しかし、ＶＲＩＯ分析は、「競争優位の持
続の理論は含んでいるが、競争優位の獲得あるいは価値創造の理論を欠いている」とされ
ている78。したがって、本論では、ダイナミック・ケイパビリティ論を「組織」評価に加味
し分析を行うものとする。 
そして、その結果を受け、競争優位性（コスト競争力）がどのような個別要因と社内シ
ステムによって形成されているかを現場レベル（栽培工程）の要因まで落とし込み特定し
ていく。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
78 中橋（2015,p.176）。 
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図表 26 
 
 
 
前述の通り企業のキノコの人工栽培技術に関して社会科学の観点からアプローチした研
究蓄積が極めて少ないのが実情である。さらに、マイタケの栽培工程や人工栽培技術を競
争優位性の観点から分析した研究蓄積も極めて少ない。そのため、本論では、理論研究だ
けではなく、事例研究を中心に実際に発生している現象や活動に着目して考察を行う。 
出所：筆者作成。
分析のフレームワーク
資料調査 インタビュー調査
内的要因
（資源ベース理論＋ダイナミック・ケイパビリティ論）
事例研究
（個別評価）各要因の比較
フレームワークの特定
技術的要因の特定
VRIO分析による予備的考察
（包括的な優位性の評価）
≪リサーチ・クエスチョンへの回答≫
コスト削減手法の特定
栽培工程＋技術＋社内システム
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村山・長田（2009）は、成功要因の分析について「成功要因を、他の企業でも応用可能
な形で抽出するには、戦略に留まらず、具体的なオペレーションの部分にまで落としこめ
るように、事業の仕組みに着目する必要がある。」としている。 
したがって、本論では、「仮説を立て、それを事例研究によって検証する」という方法を
とるのではなく、「事例研究の中から浮かび上がってきた概念（事実）をもとに理論を生成
する」というアプローチを行う。 
 
 
第 2 項 事例研究について 
事例研究は、資料調査に加えインタビュー調査を行った。加えて、工場視察なども行い、
資料調査やインタビュー調査で得た情報の補完を行った。 
インタビュー調査は、半構造化インタビューにて実施した。インタビュー・ガイドに従
う一方で、予定した質問に対する回答以外の周辺情報の収集にも重点を置き、被質問者が
有する主観的理論、知識の蓄積を聞き出した。その際は、被質問者の専門的知識を拝聴し、
知識の構造化を含め任せる形式で行った。インタビュー後に不明点がある場合は、再度確
認を行い、その後、収集した情報の比較検討を行った。 
インタビューの対象は、事例研究の対象企業だけではなく、植物工場の専門家、過去に
キノコ事業を行っていた実績のある企業（撤退企業）等にも行った。例えば、撤退した理
由の中で技術的な課題があった場合など、裏返せばその課題が競争優位性の要因になって
いる可能性もあり、競争優位性を特定する判断材料の一つに成り得るためである。 
加えて、インタビューの被質問者は、栽培技術の研究員だけではなく、社長（創業者）、
広報・ＩＲ、秘書室、営業、工場長、経営企画・事業企画等など幅広い部門を対象に行い、
立場・職種等の異なる被質問者から収集した情報を多面的に検証することで妥当性を高め
た。 
また、インタビュー対象者の「語り」を記述している部分もあるため、ナラティブ・ア
プローチの要素も含まれている。金井（2006）は、特定人物のリーダーシップ行動にまつ
わる当事者による物語を「リーダーシップ・ナラティブ」と呼び、実践的な知識創造にお
いて果たす役割の重要性を指摘している79。なお、事例研究については、ロバート・Ｋ・イ
                                                   
79 金井（2006,pp.1-23）。 
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ンの事例研究法のフレームワークを活用する。 
具体的なヒアリング対象は下記の通りである。 
ホクト：ＩＲ・広報室室長（2016 年 7 月 14 日）、秘書室室長及びＩＲ・広報室室長（2016
年 9 月 2 日）、赤沼キノコセンター センター長（2016 年 12 月 6 日、2017 年 1 月 26 日）、
キノコ総合研究所 開発部長（2016 年 12 月 6 日）。社長（2017 年 10 月 20 日）、青柳キノ
コセンター センター長（2017 年 10 月 20 日）。 
雪国まいたけ：創業者（2014 年 4 月 28 日）、経営企画部（2013 年 11 月 28 日）、元執行
役員研究開発室長（2017 年 1 月 28 日）。 
一正蒲鉾：バイオ研究室室長および研究員（2017 年 7 月 13 日、2017 年 7 月 18 日、2017
年 8 月 1 日）。 
その他、片倉工業株式会社：企画部 広報・ＩＲ室（2014 年 1 月 6 日）。新日鉄住金株式
会社：広報センター（2014 年 1 月 6 日）。日本たばこ産業株式会社：その他お問い合わせ
窓口（2014 年 1 月 6 日）。株式会社村上農園：広報マーケティング室（2014 年 11 月 13 日）。
株式会社アグリ王：営業部 栽培技術担当（2014 年 3 月 6 日、2014 年 3 月 20 日）。株式会
社スプレッド：社長（2014 年 2 月 18 日）、事業企画部（2014 年 3 月 27 日）。特定非営利法
人植物工場研究会：理事長（2014 年 1 月 17 日）。 
なお、一部、メールや電話によるも補足の確認も含んでいる。このように複数のデータ
ソースを用いて多角的に比較検討するトライアンギュレーション（triangulation）の考え
に基づき妥当性を高めることとした。 
 
 
第 3 項 ＶＲＩＯ分析 
 前述の通り、事前の予備的考察として各社の競争優位性の状況を「包括的」に把握する
ための尺度として、ＶＲＩＯ分析を利用する。 
競争優位性を構成する経営資源の分析について、高橋（2005）は、「代表的な分析手法と
しては、Barney（2002）が提唱するＶＲＩＯ分析があり、（中略）企業の内部分析をプロセ
ス化するために有用と思われる」としている。また、松原（2016）は、「ＶＲＩＯ分析は、
これまで企業組織の内側にある経営資源やケイパビリティの分析に使われてきたフレーム
ワークである」としている。  
Barney（2002）は、ＶＲＩＯ分析について、以下のように述べている。 
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図表 27 
 
 
ＶＲＩＯ分析は、経済価値（Value）、希少性（Rarity）、模倣の困難性（Imitability）、
組織（Organization）の４つの観点から経営資源自体を評価するものである。 
 「経済価値」は、企業の有する経営資源が「経済的な価値がある」とみなされているか
を分析する要素である。外部環境からの脅威や市場への進出機会を考える際に重要な要素
となるものである。 
 「希少性」は、競合他社が有していない経営資源を分析する要素である。希少性が高け
れば、競合他社からの市場参入を防ぐことができる。一般的には、独自性の高い生産技術
などが該当する。 
 「模倣の困難性」は、競合他社が模倣できない経営資源を分析する要素である。模倣が
困難な希少資源を有することができれば、競争優位性を長期に亘って保持することが可能
となる。模倣の困難性を有する要因は、主に下記の通りである。 
 ①歴史性、②因果関係の曖昧性、③社会・政治などによる複雑性、④特許等による制約
がある。 
 歴史性は、経営資源が企業独自の歴史的要因で成り立っているかどうかという観点から
分析するものである。企業において過去から現在に至る過程で発生した事象や発展経路に
依存している事象を「経路依存性」として鑑み、この経路依存性が高ければ高いほど模倣
の困難性を高める要素となるものである。 
 因果関係の曖昧性は、外部から見て経営資源がどのような仕組みで調達されているのか
がどの程度認識できるのか（認識しやすいのか）という曖昧さの視点から確認を行うもの
である。当該曖昧性が高ければ高いほど競争優位性の重要な要素になるものである。 
 社会・政治などによる複雑性は、経営資源が物理的な組み合わせのみならず、社会的な
要因に依存しているかを検討するものである。例えば、国内資源の有無など、その他社会
経済価値 希少性 模倣の困難性 組織 競争優位の状況
NO ー ー ー 競争劣位
YES NO ー ー 競争均衡
YES YES NO ー 一時的競争優位
YES YES YES YES 持続的競争優位
出所：Barney（2002,p.272）を参考に筆者作成。
VRIOフレームワーク
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情勢を含めた様々なケースがある。 
 特許等による制約は、特許による知的財産の保護の有無のことである。一般的に、競合
他社が利用しようとする場合、特許使用料が発生することになるため、コスト面で大きな
負担を課することができるものである。 
 「組織」は、企業の有する経営資源を有効に活用できるかどうかを分析する要素である。
物理的な要素が揃っていても、それが有機的に結びついていない場合、競争優位性が充分
に発揮されない。企業による組織体制の確立度合いや、企業文化の醸成、意思決定の速さ・
柔軟性などが分析対象となる。 
 この分析を行うにあたり、組織力の外部環境への適応能力（ダイナミック・ケイパビリ
ティ）の視点を加味して行う。本論では、組織力を部門間の連携・情報共有、人材育成、
意思決定等の観点から行っている。 
具体的には、組織的（公式）に 
①どのレベルで、どのような会議が、どれくらいの頻度で行われているのか。 
②研究開発部門以外の他部署との交流がどのように行われているのか。 
③人材育成の制度が整っているのか（マニュアルの有無等）。 
を検討する。 
 その後、競争優位性（コスト競争力）を形成している現場レベルの個別要因の洗い出し
を行い、比較分析を行う。比較分析にあたり、比較対象項目を作業レベルまで落とし込み
行うものとする。 
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第５章 
 
事例研究Ⅰ：ホクト株式会社 
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第 1 節：概 要80 
 
図表 28 
 
 
図表 29 
 
 
 ホクトは「キノコの人工栽培事業」を主な生業とし、生産量で国内 1 位の企業であ
る。品種別では、エリンギ、ブナシメジでマーケット・シェア 1 位を誇っている。一
般的な農業法人ではなく、高度な研究開発力・技術力を有した「キノコの生産メーカ
                                                   
80 本論に記載するホクトの過去から現在に至る変遷に関する年号及び主な事象は、50 周年プロジェクト
委員会（2015）及びホームページを参考にしている。また、必要に応じてヒアリング調査での情報も加
味している。加えて、ホクトでは生産拠点を「センター」としているが、本論では「工場」と表記して
いる。 
項目 内　容
ホクト株式会社
HOKUTO Corporation
設立 1964年（昭和34年）
資本金 55億円
連結従業員数 1,323名（3,967名）
（臨時従業員等含む） *2016年9月30日 現在
売上高
約610億円
（内：きのこ事業：約450億円）
工場数
全国31工場
（エリンギ、ブナシメジ、マイタケ、他）
出所：ホームページ（2016年12月30日）、有価証券報告書
　　（2015年度）を参考に筆者作成。
商号
ホクトの会社概要
ブナシメジ マイタケ エリンギ
国内 115,751 49,541 39,645
内）ホクト 39,170 13,014 19,633
ホクトのシェア
（国内順位）
34%
(1位）
26%
（2位）
50%
（1位）
　　　を参考に筆者作成。
　　　　　　　　　　　　キノコの生産高　　　　　　　（単位：ｔ）
出所：農林水産省「平成26年特用林産基礎資料」及び有価証券報告書（2014年度） 　　　
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ー」である。 
ホクトは、創業者である水野正幸氏が、紙問屋、食品問屋などを経た後に、1964 年にホ
クトの前身である一般包装資材の販売会社であるデラップス商事株式会社を設立したのが
始まりである。その後、ポリプロピレン製のキノコの栽培容器を開発したのを皮切りに、
キノコの栽培用の関連商品の製造・販売を手掛けたのが基盤となっている。  
1970 年に芦別農場、その翌年に歌志内農場を開設し、この二つの拠点を合わせて「深山
農場」として、キノコ生産事業に進出している。そして、北海道立上川農業試験場（旭川
市）に日参してキノコの生産技術の基礎を習得したのが、現在のキノコ事業の礎とされて
いる。 
 当時、本社から社員を深山農園に派遣し、その社員たちが生産技術を習得後、本社に戻
って、1976 年に「しいたけ栽培研究課」「キノコ栽培所」が設置され、本格的なキノコの生
産技術（栽培方法）の研究が行われるようになった。 
 この頃、ホクトは、キノコの生産・販売は全く行っておらず、一般包装資材やキノコ栽
培用のビン（ポリプロピレン製）の製造・販売に注力していた。その販売促進の一環とし
て、顧客である農家に対してキノコの栽培ビンの販売に合わせてサービスとしてキノコの
栽培方法の指導を行っていた。そのため、キノコの研究・開発は、農家と共に成長を図る
という営業施策としての位置付けに過ぎなかった。顧客に種菌や栽培方法などのノウハウ
を提供することで競合他社との差別化を図ると伴に連携関係を深化させることで、逆に顧
客にホクトの資材を購入してもらい売上の向上に繋げるのが狙いのため、キノコの研究・
開発は、付随的な意味合いの強いものであった。 
そして、しいたけ栽培研究課の発足から 2 年後の 1978 年になめこの新品種の「ホクト
14 号菌」の開発に至っている。その後、さらに研究・開発を重ね栽培の安定化に成功し、
1986 年に第九回信州キノコ祭りで「会長賞（県知事賞）」を受賞している。 
資材関係においては、1982 年には、「ホクトオール台車方式によるエノキダケ栽培方式」
を開発し、これまで芽出しから生育にいたる間、何度も栽培ビンを台車に乗せ栽培室を移
動しなければならなかったが、棚ごと運ぶ方式に改良し効率化に成功している。翌年、こ
のホクトオール台車方式による最新式のエノキタケ工場（福岡県）を開設し、本格的な種
菌の生産を開始している。当初は、顧客への種菌の供給、栽培指導、ショールームなどを
目的としていたが、実質的には、キノコの生産に必要なハードとソフトを兼ね備えた一貫
生産モデル工場であり、実験室などの開発機能を有する本格的なパイロットモデル工場で
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あったため、栽培技術の確立の礎となったとされている。 
 
〔ホクトの工場〕 
ホクトのキノコは、北は北海道・南は九州まで、全国 19 拠点 31 工場のきのこセン
ター（以下、「工場」という）にて栽培されている。 全国各地に工場を設置すること
で、消費者に密着した生産拠点を構築、鮮度を重視した消費地生産で、新鮮なキノコ
が食卓に届けられている。 
全国の工場で 1 日あたり収穫・出荷されるキノコの数は、100g パックに換算して約
250 万パック（約 250ｔ）である。この大量の高品質なキノコが安定供給されているが、
これが実現できるのは、高度なキノコの人工栽培技術を有しているからである。 
 
図表 30 
 
第一営業部 北海道営業課 開発研究部 開発研究課 第一生産部 ① 赤沼きのこセンター
宮城営業課 品質管理課 ② 更埴きのこセンター
③ 青木島きのこセンター
第二営業部 長野営業課 栽培技術部 原菌管理課
東京営業課 技術開発課 第二生産部 ④ 上田第一きのこセンター
総務課 ⑤ 上田第二きのこセンター
第三営業部 名古屋営業課 ⑥ 佐久第一きのこセンター
大阪営業課 ⑦ 佐久第二きのこセンター
第四営業部 広島営業課 第三生産部 ⑧ 柳原きのこセンター
香川営業課 ⑨ 大町第一きのこセンター
九州営業課 ⑩ 大町第二きのこセンター
⑪ 富山きのこセンター
営業推進部 営業企画課
第四生産部 ⑫ 苫小牧第一きのこセンター
⑬ 苫小牧第二きのこセンター
⑭ 苫小牧第三きのこセンター
第五生産部 ⑮ 宮城きのこセンター
⑯ 新潟第一きのこセンター
⑰ 新潟第二きのこセンター
⑱ 新潟第三きのこセンター
第六生産部 ⑲ 静岡第一きのこセンター
⑳ 静岡第二きのこセンター
第七生産部 ㉑ 香川第一きのこセンター
㉒ 香川第二きのこセンター
㉓ 香川第三きのこセンター
㉔ 広島第一きのこセンター
㉕ 広島第二きのこセンター
第八生産部 ㉖ 八女第一きのこセンター
㉗ 八女第二きのこセンター
㉘ 広川きのこセンター
㉙ 八女東きのこセンター
㉚ 黒木きのこセンター
㉛ 城島きのこセンター
出所：ホクトのホームページを参考に筆者作成（最終検索日2017年12月16日）。
営業本部 きのこ総合研究所 生産本部
ホクトの営業・研究・生産の体制
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第 2 節：事業の変遷 
1987 年にエノキダケ「ホクトＭ-50」に関してトラブルが発生したのを契機に資材メー
カーからキノコの生産・販売メーカーへと事業を多角化することになった。ホクトは、世
界初となる光を照射しても黄色化しない純白のエノキタケを開発し、暗室ではなく明るい
場所での栽培技術を確立した。そして、この種菌を顧客に配布した。しかし、数年後、顧
客から「ホクトが配布した種菌とは異なる白色のエノキタケを見つけた」との主張を受け、
その権益を巡って最高裁まで争い敗訴するという事態が発生した81。多くの時間と研究開
発費用を掛けて開発したキノコの法的権利が侵害されるという事態に見舞われた。これが
契機となり、顧客への栽培支援・連携によって顧客の囲い込みを図っていくというビジネ
スモデルの転換を迫られることとなった。前述のように、ホクトはキノコの栽培業者に対
する「総合支援業者」として、自社製造商品のキノコ栽培資材の販売促進の一環として種
菌のみならず、栽培技術支援を行ってきたが、この栽培業者および農協との「支援・連携」
を核とした手法の問題点が明らかになった。 
 ホクトは、これを起点に資材メーカーから自らキノコの生産・販売を行う方向へと垂直
的多角化を推進することとなった。ホクトが本格的に生産者側にシフトするということは、
これまでの顧客と競合関係になるという選択である。これは、ホクトの主力事業であるキ
ノコの栽培資材の販売にとっては、大幅な縮小を意味するものであり、既存の事業を自ら
否定する意思決定であった。しかし、この意思決定が研究・開発力を高め、その後のホク
トの栽培技術の飛躍的発展への布石となった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
81 50 周年プロジェクト委員会（2015,pp34-35）。 
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第 3 節：研究・開発と栽培技術 
 
第 1 項：きのこ総合研究所の概要 
 
図表 31 
 
 
きのこ総合研究所（以下、「研究所」という）は、ホクトの栽培・量産化技術の確立を担
う中核の部門である。現在、研究員が 60 名在籍している82。その内、博士の学位を有して
いる研究員が 6 名（工学博士：3 名、農学博士：1 名、医学博士：1 名、薬学博士：1 名）
在籍しており、高度な研究・開発を牽引している。組織は、開発研究課、品質管理課、原
菌管理課、技術開発課に分かれ、役割が明確な本格的な研究体制が構築されている。しか
し、縦割り組織ではなく、常に水平的な連携が行われており情報の共有化が図られている。 
また、研究所は、小さな研究室で栽培実験を行うのではなく、工場に近い環境（広さ、
設備等）で栽培実験を行っているところも特徴である。そのため、生長不良が発生した場
合や、設備に不具合があった場合には、現場の状況を再現し原因を突き止めることが迅速
にできるようになっている。 
                                                   
82 2016 年 12 月 16 日現在の数値。 
出所：筆者作成。
「きのこ総合研究所」
新品種・遺伝
育種・機能性
商品の
安全・安心
栽培技術
量産化技術
種菌原菌の
管理・生産
研究員：６０人
（内：博士６人） (情報の流れ） （連携）
技術開発課開発研究課
原菌管理課品質管理課
差別化
高品質
低価格
安全性
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加えて、大量生産（工場の機械化）を前提に資材開発や培地の研究から栽培技術、量産
化技術に至るまで全てが当該研究所にて研究・開発を行う一貫体制が構築されているとこ
ろにホクトにおけるキノコ事業への傾倒度合いの大きさを認識することができる。 
研究所は、このような資材・培地の研究・開発、キノコ新種・栽培技術の研究・開発だ
けではなく、栽培技術のマニュアル化（数値化）、工場への栽培技術指導とそのノウハウの
確立、工場と営業との双方向の連携（各種の全国会議への参加）等を行い、現場と密接な
関係が構築されている。 
研究所では菌の生理生態や培養、発生メカニズム、菌株保存等に関する基礎データを蓄
積し、「遺伝資源」を活かした新品種の開発および生理活性物質の検索など、新しい研究課
題への取り組みが行われる。このように蓄積された新たな「遺伝資源」を活用して更なる
品種改良等が行われ、新品種が開発されると伴に栽培技術が高められている。栽培技術が
確立されると、それを標準化するために全国統一のマニュアル化が行われ栽培技術のガイ
ドラインが提示される。そのガイドラインに基づき工場で栽培が行われる。各工場におい
ては、課題があれば抽出・共有化され、修正が逐次行われ、栽培技術の向上と安定生産化
が進化していく業務フローが確立されている。 
 
図表 32 
 
 
 
  
ホクトのキノコの品種開発では、遺伝子組み換えは行わないことをポリシーとしている。
従来からの「交配法」を駆使して優秀な新品種開発を行っている。特に遺伝資源となる優
良な親株を探索することが重要であり、日本全国でキノコの探索が組織的に行われている。 
① 高品質な実用品種の開発
② キノコの健康に対する効果の実証
③ 高度栽培技術・新規キノコ生産システムの開発
④ 安定した優良種菌の生産
⑤ 商品の安全安心に関する品質保証
出所：ホクトホームページを参考に筆者作成（最終検索日：2017年12月16日）。
研究・開発における基本方針
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収集した野生のキノコ（野生株83）をもとに、さまざまな交配を日々繰り返し、膨大な栽
培試験データの蓄積を行い、独自の新品種開発に成功している。 
野生のキノコの採集は、日本全国で行われ、食用に向かないキノコであってもホクトの
研究員にとっては、有用な生理活性物質を探る貴重な研究材料となるため収集が業務の一
環として行われている。 
  
図表 33 
 
 
                                                   
83 野生株とは、「遺伝学で、変異体に対し本来的にその生物が備える遺伝子型を持つと考えられる個体
や菌株」とされている。 
ホクトの栽培方法・資材の主な知的財産
（主な特許権）
・キノコ類栽培法
・キノコ培地の製造方法
・中空複層パネルおよび栽培ハウス
・ブナシメジの栽培ビン・矯正キャップ・栽培方法
・キノコ栽培瓶用キャップ
・キノコ栽培容器
・コーンコブミール(とうもろこしのしんの粉砕物)
   培地に用いるキノコ栽培法
・冬虫夏草の人工栽培法　等
（主な実用新案権）
・エノキタケ、シイタケ栽培装置
・エノキタケ栽培用移動棚
・シイタケ・エノキタケ・ブナシメジ栽培用キャップ
・菌類栽培用容器
・キノコ栽培瓶　等
   
（主な意匠権）
・運搬用箱
・エノキタケ栽培用移動棚
・包装用容器
  ・キノコ栽培用容器
・キノコ栽培ビン
・矯正キャップ　等
出所：ホクトホームページを参考に筆者作成（最終検索日：2017年12月16日）。
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第 2 項：研究・開発の変遷 
研究所は、1983 年の設立以来、バイオテクノロジー技術を駆使して、新品種の開発、新
しい栽培素材、栽培技術の開発など、キノコに関するあらゆる研究を行っている部門であ
る。1986 年には世界に先駆けて純白のエノキタケを開発し、さらに苦味の少ないブナシメ
ジの開発やエリンギの大量かつ安定生産に成功している。その後も研究所では、味が良く、
色や形が優れた品種の追求を継続的に行っており、こうした研究の成果が複数の品種で、
農林水産省に品種登緑され、特許などの知的所有権を取得するに至っている。 
研究所の研究・開発の特長は、基本的に天然のキノコから採取した「野生株」を用いて
栽培実験を繰り返すことで、優良な性質を有した品種を創造しているところである。「野生
株」は、市場で販売されているものではなく国内外の山々から自ら採取してくるものであ
り、独自の栽培技術構築の原点となるものである。「野生株」は、容易に市場から調達でき
るものではなく、野山に採取にいくか、農家が偶然に見つけたものがあれば、それを譲り
受けるなどして地道に収集・蓄積していく他に方法はない。ホクトは、この「野生株」の
採取を長年に亘り組織的に行い、国内外を問わず実施されており、多くの「野生株」を遺
伝資源として保有している。 
新品種の研究は、優秀な種菌の開発で完了するものではなく、そこから品質を維持して
安定した生産が可能であり、且つ生長スピードや形状が大量生産に適したものになるまで
長期間に亘って栽培実験が繰り返される。また、既存の品種であっても、更なる高品質（食
感・苦味の改善等）を目指して研究が行われている。 
研究・開発された優れた品種のキノコは、高度な栽培技術が礎になり実現化可能なもの
である。一般的には、種苗会社から培地や種菌を調達することが行われるが、研究所では、
新品種の研究・開発だけではなく、培地やビンの開発まで独自で行っている。培地の原材
料や栄養素の探索・配合割合・水分の比率等の調整を繰り返し行うなど、より高品質なキ
ノコ生産を支える技術の追求・蓄積が行われている。 
なお、キノコ栽培においては、農薬や薬剤を一切使用していない。加えて、培地には遺
伝子を組み換えていないトウモロコシ、米ぬか、ふすまなどを中心とした 100％植物由来
のものだけを配合することで、キノコの安全性を高めている。トウモロコシから作られる
コーンコブミールは、栽培がしやすく、高収量、高品質、安定生産、光抑制が容易、早期
活着・菌糸生長に優れており量産化を可能にしている。 
さらに、キノコの品種開発では、前述のように違伝子組み換えではなく、バイオテクノ
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ロジーである「交配法」を駆使して優秀な新品種の開発に取り組んでいる。特に「遺伝資
源」となる優良な親株を探索することに注力している。国内外の山々で採集したキノコの
「野生株」は、研究所の優れた「スクリーニング技術」により効率的・迅速に選抜育成さ
れる。その後は、技術開発課において目的の性質を有した親株を探索するために何度も交
配と栽培実験が繰り返される84。 
開発された新品種は、知的財産として蓄積されている85。新品種は、原菌センターで原
菌として管理される一方、種菌として生産され各工場に送られる。 
収集された野生のキノコや交配過程で得られた優良な品種は、「遺伝資源」として活用す
るために蓄積されることになる。 
現在、研究所では、「遺伝資源」として活用できる約１万株の菌株が蓄積されている86。
その上、食用に適さないキノコなども有用な生理活性物質を探る貴重な研究材料として活
用されおり、生理活性機能に関する研究も成果を挙げている。さらに、主力商品のキノコ
に続く「次世代のキノコ」の開発にも注力し、栽培が難しいと言われていたホンシメジの
栽培にも成功している。他に、研究所ではキノコの遺伝子解析による系統識別も行われ、
様々な識別法を開発している。 
現在、種苗法における品種登録がなされているのは 45 件であり、毎年のように新種が
登録されており積極的な研究・開発が行われていることが分かる。 
 
（１）エリンギ87 
 研究所がエリンギを海外から取り寄せ、国内のマーケットニーズに相応するものか検討
を重ね、その後、主力商品の有力候補として研究・開発が行われた経緯がある。 
 しかし、実際にエリンギの栽培実験を行ってみると、高度な栽培技術が必要で栽培技術
の確立には、多くの課題解決が必要なことが明らかになった。生長途中で立ち枯れするケ
ースが多く発生することや、変色してしまうことも多々あり、それを解決するためには高
度な技術が必要であった。従来の常識やマニュアルでは対応できない事象に対して、様々
                                                   
84 交配の組合せのパターンや環境制御の調整パターンは数限りなく存在するため、その中から目的の特
質が現れるパターンに辿り着くまで交配と栽培実験が繰り返される。 
85 開発された新品種は、農林水産省の種苗法により保護される。種苗法では、育成者権者がその登録品
種を独占的に使用できることが規定されている。現在では、バイオテクノロジー技術の発展により、Ｄ
ＮＡによるキノコの種の識別が可能となっている。 
86 ホクトＩＲ・広報室へのヒアリングより（2016 年 7 月 14 日）。 
87 50 周年プロジェクト委員会（2015）を参考に記載している。また、一部脚注５のヒアリングにより補
足を行っている。 
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な環境制御要因の組み合わせの中から原因となる要因を特定できなければ安定した生産が
できない。そのような状況下で活きてくるのが、人に体化された「匠の技」である。 
その後、試行錯誤を経て、1995 年から福山工場で生産が開始されるが、直ぐには立ち枯
れ現象が収まらず、その原因の特定に時間を要している。研究員と工場の現場との連携の
もと、環境制御要因の様々なパターンでの栽培実験が何度も繰り返され、「エリンギ 1 号」
の栽培技術が確立していった。 
 
（２）ブナシメジ88 
研究・開発にあたり、市場が飽和状態のエノキタケではなく、単価の高いブナシメジの
大量生産を目指し研究・開発が行われた。設備を自社開発して自動化を図ることができれ
ば大きなコスト削減が可能になる。既存の流通経路ではなく、直販体制で拡販していけば
更なるコスト削減にも繋がると見ていた。しかし、当時、ブナシメジの栽培は、競合他社
がおがくずでの栽培方法の特許と種菌の育成者権を有していた。同様の方法では特許権・
育成者権を侵害する虞があった。そこでホクトは、独自の栽培方法の研究・開発を行い、
コーンコブミールを培地の原材料することを意思決定した。 
 1990 年に有限会社更埴キノコセンターを買収して、千曲市に更埴キノコセンターを開
設し、さらに広川町に第二工場の開設を行った。そして、1993 年には、富山と新潟にもキ
ノコセンターを開設し、本格的な自社生産体制の構築がなされていった。 
1994 年頃から商品化されている「ブナシメジ 8 号菌」は、ホクトの主力商品の一つであ
る。しかし、ここに辿り着くまでには、多くの技術的課題の解決がなされていることが分
かる。それまでの 5 号菌は、商品としては開発途上段階であったと言える。ホクトによる
と「当時、研究所には、所有菌株が少ない時期であったため、志賀高原などの山奥に採取
に出かけ、野生品種を入手して交配を繰り返しながら研究・開発が進められた。しかし、
にがみのないブナシメジの開発には困難を極めた経緯がある」としている89。菌株をさら
に多く蓄積したくとも、天然のブナシメジは秋の山にしか生息していないため採取に行く
しか方法はない。そして、この「野生株」を利用し交配を繰り返し、味や食感が良い菌の
組合せを探しだすのである。さらに、ここから改良を幾度も重ね、茎を太く、甘みのある
キノコに仕立て、収量性も高め、棚持ちも良くなるように改良するなどして、ブナシメジ
                                                   
88 同上。 
89 50 周年プロジェクト委員会（2015,pp.52-53）。 
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８号菌の開発に至っている。このブナシメジは、これまでにない真っ白で歯ごたえが良く
新食感を有しており、ホクトの登録商標となり「ブナピー」として店頭に並んでいる。 
 
（３）マイタケ90 
 ホクトでは、前述のエリンギ・ブナシメジでのノウハウを活用しながら、並行してマイ
タケの「ビン栽培」での研究を継続していた。マイタケの「ビン栽培」における大量生産
はホクト独自のものであり、キノコ業界では新しい栽培技術であった。「袋栽培」と「ビン
栽培」の方法は、1970 年代からビン栽培派と袋栽培派に分かれて本格的な栽培が始まった
91。マイタケはキノコそのものが大きいため、「ビン栽培」よりも「袋栽培」の方が大型に
なりやすいということで「袋栽培」が広がった92。さらに天然マイタケにより近く、高品質
なマイタケは、「袋栽培」が適しているとされ、以降、「袋栽培」が主流となっていった。
そのような状況下、ホクトは、工場の機械化（自動化）を前提に、高品質なマイタケを栽
培するのは困難とされていた「ビン栽培」をあえて選択した。ホクトは、資材開発から培
地、そして新しい種菌の開発までを一貫して行い、マイタケの品質向上と同時に「機械化
に適した形状」と「機械化に適した均一の生長スピード」のマイタケの研究・開発に着手
した。そして、2000 年には、2 年後に販売開始するという明確な目標が設定された。その
ため、研究所ではこの 2 年後の大量生産体制の確立に向けての研究・開発計画が策定され
た。また、この研究・開発計画と並行して、マイタケの工場建設計画を織り込んだ事業計
画が策定された93。2001 年には、静岡で第二工場が完成し、無人フォークリフトやマイタ
ケ専用の新設備が導入され、年間 5,200ｔの生産能力を有する自動化された量産化工場を
稼働した。 
そして、長年の研究・開発が結実し、ホクトのマイタケ「ホクト MY-75 号」と「ホクト
MY-95 号」が開発され、「袋栽培」に頼っていたマイタケの「ビン栽培」が可能となった。
それに伴い、さらに工場の自動化を促進していった。 
一般的にマイタケは、「袋栽培」が主流で、大きな株（約 1 ㎏）で作り、それを切って販
売単位（約 100g・150g）に小分けしてパック詰めしている。しかし、ホクトのマイタケは、
                                                   
90 脚注７と同様。 
91 庄司（1996,pp.20-21）。 
92 庄司（1996,p.21）。 
93 この時点では、ビン栽培も実験室レベルでの成功であり、大規模なセンターにおける量産化に対応で
きる技術は確立されていなかったとされており、ホクトの事業計画がいかに挑戦的なものであったか推
察できる。 
109 
 
販売単位の 1 株（約 100g）毎に「ビン栽培」され、小分けされることなく収穫した状態で
販売されるため、「一株マイタケ」としてホクトのオリジナルとなっている。そのため、ホ
クトのマイタケの栽培工程では、カッティング（小分け）工程がない。「袋栽培」では、「破
袋」「収穫」「カッティング（小分け）」の工程は、手作業でおこなわれている。しかし、ホ
クトでは、「ビン栽培」のため「破袋」「収穫」が機械化（自動化）されており、さらに１
株マイタケはカッティングが不要なため栽培工程の自動化が進んでいる。加えて、１株ま
るごとパックされたマイタケは、カットされ小分けされたものと比較して棚持ちが良いと
ころが特長となっている。 
 
図表 34 
 
 
出願番号 農林水産植物の種類 品種名称 登録年月日
1 2077 Flammulina velutipes (Fr.) Sing. ホクトM-50 1988/11/5
2 2767 Pleurotus ostreatus (Jacq.) P. Kumm. ホクトY-3 1990/12/5
3 2801 Flammulina velutipes (Fr.) Sing. ホクトM-70 1991/2/21
4 4127 Hypsizygus ulmarius (Bull.) Redhead ホクト5号菌 1994/8/22
5 4170 Flammulina velutipes (Fr.) Sing. ホクトM-80 1995/1/26
6 4895 Hypsizygus ulmarius (Bull.) Redhead ホクト6号菌 1995/3/9
7 5462 Pleurotus ostreatus (Jacq.) P. Kumm. ホクト Y-5 1996/10/15
8 6125 Hypsizygus ulmarius (Bull.) Redhead ホクト8号菌 1998/3/13
9 6245 Hypsizygus ulmarius (Bull.) Redhead ホクト7号菌 1998/3/13
10 7191 Flammulina velutipes (Fr.) Sing. ホクトM-90 1998/10/27
11 7489 Hypsizygus ulmarius (Bull.) Redhead ホクト10号菌 1998/10/27
12 8104 Grifola frondosa (Fr.) S. F. Gray ホクトMY-75号 2000/12/22
13 8105 Grifola frondosa (Fr.) S. F. Gray ホクトMY-95号 2000/12/22
14 10449 Hypsizygus marmoreus (Peck) Bigelow ホクト11号菌 2001/11/22
15 11533 Pleurotus eryngii (DC.) Quel ホクトPLE-2号 2002/9/4
16 12160 Hypsizygus marmoreus (Peck) Bigelow ホクト12号菌 2002/9/30
17 12965 Hypsizygus marmoreus (Peck) Bigelow ホクト15号菌 2003/3/26
18 13819 Hypsizygus marmoreus (Peck) Bigelow ホクト16号菌 2004/3/15
19 13868 Hypsizygus marmoreus (Peck) Bigelow ホクト17号菌 2004/3/15
20 14858 Hypsizygus marmoreus (Peck) Bigelow ホクト白1号菌 2005/6/22
21 15670 Grifola frondosa (Fr.) S. F. Gray ホクトNT-100号菌 2006/3/9
22 17353 Hypsizygus marmoreus (Peck) Bigelow ホクト18号菌 2006/12/14
23 17354 Grifola frondosa (Fr.) S. F. Gray ホクトNT-115号菌 2007/1/22
24 19783 Hericium erinaceum (Bull Fr.) Pers. 妙効1号菌 2008/6/3
25 20213 Sparassis crispa Wulf.: Fr. 効華 2009/6/25
26 21345 Hypsizygus marmoreus (Peck) Bigelow marmo20 2010/2/12
27 21346 Grifola frondosa (Fr.) S. F. Gray Grifon120 2010/2/12
28 22626 Lyophyllum shimeji (Kawamura) Hongo Lyophy 163 2010/6/28
29 22928 Pleurotus eryngii (DC.) Quel PLE-3号 2010/9/22
30 22929 Pleurotus eryngii (DC.) Quel PLE-5号 2010/9/22
31 25635 Lentinus edodes (Berk.) Sing. HOKSY 3号菌 2015/9/30
32 25636 Lentinus edodes (Berk.) Sing. HOKSY 5号菌 2015/9/30
33 27429 Pleurotus ostreatus (Jacq.) P. Kumm. x Pleurotus eryngii (DC.) Quel HOX 1号 2014/9/8
39 27470 Grifola frondosa (Fr.) S. F. Gray Grifon-7 2016/1/18
40 27757 Lyophyllum shimeji (Kawamura) Hongo Lyophy 002 2017/8/21
44 30024 Lyophyllum shimeji (Kawamura) Hongo Lyophy 138 2017/8/21
45 30025 Lyophyllum shimeji (Kawamura) Hongo Lyophy 162 2017/8/21
出所：農林水産省種苗登録ホームページを参考に筆者作成（最終検索日：2017年12月17日）。
ホクトの種苗法の品種登録一覧
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 水野社長94 
『 当社の研究員は、キノコが大好きでたまらない人間ばかりで、キノコの研究・開発へ
意欲は並々ならぬものを有しております。当社の研究・開発は、新種の開発、品種改良、
キノコの効果効能についてだけではなく、生産技術の開発等も行っています。 
  また、当社は一般包装資材の技術を活かし、キノコの栽培用のポリエチレン製のビン
開発も手掛けております。つまり、資材開発から独自に行っているということです。こ
こが当社の強みです。 』 
 
 広報・ＩＲ室95 
『 研究所の優位性は、それぞれのキノコ毎に生産設備を備えております。従いまして、
不良品がでた場合や設備に不具合があった場合に、即座に原因を突き止めることが出来
ます。業界では、このような施設を持つ唯一の企業ではないかと思います。現在、研究
所には、10,000 以上の菌株を低温保存しており、これらの菌株は、野生キノコの採取や
品種開発で得られた良質な品種で、遺伝資源として活用するために保存されています。』 
 
 
第 3 項：資材の研究・開発 
ホクトは、元来、一般資材販売を生業としていたため、そのノウハウが活用されている。
そのため、独自に資材開発を行っているところに特徴を有している。 
「オール台車システム」を開発して、栽培ビンを載せる棚を台車化し、棚台車ごと次工程
へ移動できるようにしている。さらに、「555（スリーファイブ）システム」にて、従来 850
㏄ビンを使用していたが、555 ㏄に変えることで、従来のコンテナで栽培できる量を 16 本
（1 ビンあたり 120g：1 パック）から 25 本に増加させることで、単位面積当たりの収穫量
を約 1.5 倍にしている。現在は、36 本にまで進化させている。 
 これらの開発は、単にビンや台車・棚の開発で完了するものではない。例えば、ビンの
形状と容量を変更するということは、培地の量が変わるということである。この変化は、
                                                   
94 水野社長へのヒアリングより（2017 年 10 月 20 日）。 
95 広報・ＩＲ室へのヒアリングより（2016 年 7 月 14 日）。 
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キノコの生長に大きな影響を与える要因となる。ビンの形状と容量を変更しても、キノコ
の品質や大量生産に適した生長スピード、形状、重量等の基準を満たさなければならない。
そのためには、培地の原材料や配合割合の見直し、適した原菌の開発など課題解決のため
の研究・開発が再度必要となる。 
例えば、前述のように、一般的にはおがくず等が主流であったが、培地は独自開発
しておりコーンコブミールを採用した培地を使用している。コーンコブミールは、トウモ
ロコシの実を獲ったあとに残る芯（穂軸）を砕いたもので、成分が安定しており、保水性
に優れ、培地として管理が容易だという特徴を活かしたものである。おがくずの培地は、
成分が不安定で、正確な水分管理が困難であったため、大規模な量産化工場では、培地の
不安定性が収穫量の不安定性の大きな要因とされていた。ホクトは、コーンコブミールを
採用して、その他の原材料との配合割合等を研究することで、マイタケの安定生産可能な
培地を開発している。 
ホクトでは、水分検知装置なども利用して、季節や天候等によって変化する水分量につ
いてノウハウを駆使しながら日々の微調整によって培地の安定性を確保している。このコ
ーンコブミールは、東南アジアから安定的に調達可能であり、コーンコブミールを前提に
新品種と栽培方法が研究されていった。 
このように資材開発から、原菌・種菌開発、栽培技術の構築まで一貫して行うノウハウ
を有していることが、競合他社には見られないホクトの研究開発力の特長となっている。 
さらに、ピロー包装も研究・開発が行われホクトの独自の包装になっている。ホクトの
ピロー包装は、ビニールが二重になっている。これは、マイタケの水分量が他のキノコと
比較して多く、その水分が蒸発して包装に水滴が付着し曇らないように工夫されている。
営業から「マイタケのビニールが曇ってしまう」との指摘があり改善が繰り返された。そ
こで、ビニールを二重にすることで空気の幕をつくり、外気との温度差を小さくすること
でビニールが曇らない独自のピロー包装が完成した。 
主な特許権としては、「きのこ類栽培法」「きのこ培地の製造方法」「きのこ栽培容器」「栽
培ビン・矯正キャップ」などで取得している。 
主な実用新案権としては、「栽培装置」「栽培用移動棚」「栽培用キャップ」「菌類栽培用
容器」などで取得している。   
主な意匠権としては、「運搬用箱」「包装用容器」「矯正キャップ」などで取得している。
これらからも明らかなように、積極的な研究・開発が資材から種菌・栽培技術に至るまで
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一貫して行われている。 
 このように、研究・開発の証として多くの知的財産が蓄積されている。 
 
 
赤沼きのこセンター96 
『 「袋栽培」の場合は、個々のマイタケの生長スピードにバラつきが発生し、いつ芽が
出て、いつ収穫時期を向かえるのか正確に把握しきれないのが実状です。そのため、収
穫に適した状態のマイタケを人が選別する作業が必要となります。当社の「ビン栽培」
は、正確に生育スピードをコントロールしており、個々のマイタケの生長スピードにバ
ラつきがないため、収穫の自動化が可能となっています。 
また、培地は植物由来のものが原材料となっているので、1 リットル当たり 20～
30％は、比重に誤差が出ます。個別に原材料の性質が異なることや、個々の生育状況や
季節等々の違いによって水分量などが異なってくるためです。よって、単純に量と重さ
は比例しないので、培地を作る際は、経験値による微妙な調整が必要となります。 』 
 
 
 
第 4 節：大量生産技術 
マイタケは生ものであり非常にデリケートであるため、収穫・包装は傷つけないように
慎重な対応を迫られる。そのため、機械化が困難であり作業的に負担の大きいものであっ
たとされている97。栽培・包装工程の自動化が可能となれば、生産効率と省力化を可能にで
きることから、自動収穫機の導入が課題解決策の要諦となった。導入にあたり、栽培工程
の改善及びトレイ包装からピロー包装への切り替えも順次進められ、飛躍的に生産効率が
高められた。 
 1998 年に苫小牧のキノコ工場で本格的な「キノコ自動収穫装置98」を稼働させている。 
現在のホクトの自動化された工場の原型となるものであり、省力化・コスト削減に寄与し
ている。この装置は、生育室内に人が立ち入ることなく、自動で生産を行うことができる
                                                   
96 赤沼きのこセンターへのヒアリングより（2016 年 12 月 7 日）。 
97 50 周年プロジェクト委員会（2015,pp.66-67）。 
98 「ベルトコンベアで流れてくるキノコの栽培ビンを自動的に掴み、キノコをもぐ→石づきをカットす
る→トレイに入れ包装する」ものである。 
113 
 
工場である。 
システム開発をパートナー企業である矢崎化工株式会社、日本産業機械株式会社等と開
発している。試行錯誤の試作を繰り返し、「キノコを傷つけない」と「スピードの追求」と
いう二律背反の課題を解決し、独自システムを完成させている。 
また、1998 年からは、機械で栽培棚を移動させる自動システムも導入している。これま
で工場では、社員が重たいコンテナを手作業で棚差し、棚卸しをするという重労働が行わ
れていた。この工場の自動化により、社員の労働負荷を大きく軽減しただけではなく、大
量生産の礎になり、ラインの刷新、省力化が実現されている。さらに近年では、収穫から
包装・出荷までを自動化したラインを構築している。 
ピロー包装は、一株のままパッケージされるため、定量で収穫される必要がある。マイ
タケの場合、特に一株の重量や形状が一定であることが大前提となる。 
 マイタケにおいても、最も人件費を必要とする収穫から包装、梱包まで、機械化が実施
されており、人件費の抑制につながっている。ホクトは、可能な限り工程の機械化に取り
組み、生産効率の向上を図っている。原材料から種菌の植え付け、培養、育成、収穫、包
装、箱詰めに至る工程で可能な限り機械化が進められている。 
例えば、従来は人手に頼っていたビンの積み下ろしや移動、計量検査なども、最新工場
では専用機器が導入されている99。上田工場では 1 日に 10ｔのキノコを生産・配送する
が、工場は 100 人にも満たない従業員で運営されている。静岡工場は、マイタケ生産 1 号
工場であるが、徹底した機械化が行われている。工場内はロジコンが走り、コンテナ台車
の無人搬送、培養ビンの大型昇降機が稼働している。収穫ラインでは、最新の無人機器が
稼働している。キノコの種類によっては、人の手を再現したというロボットがキノコを傷
つけないよう丁寧な収穫が行われている。独自に開発されたマイタケ専用の培養キャップ
等も導入されている。 
 加えて、培養器の小型化を図り、工場の単位当たりの生産量を大幅に向上させるととも
に、１ビン（１株）当たりの収穫量が 120g 程度に調整されているため、そのことによっ
て工場の生産効率を大きく向上させ、経費を大幅に削減することに成功している。ここ
に、マイタケの「生長スピードをコントロールする技術」が活かされている。計量も自動
化され瞬時に機械が判断し、基準に満たないものは自動的に取り除かれる。さらに、環境
                                                   
99 一部、エリンギは大小 2 本で 120ｇ程度にする必要があるため機械化が難しく、選別と計量を人手に
依存している工場もある。ブナシメジなどは、一連の工程が全て機械化されている。 
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制御やロジスティクスにも最新のシステムが導入されている。これらは、従来型のキノコ
栽培機器とは全く異なったシステムが導入されている100。 
 
 
図表 35 
 
 
 
 ホクトの工場は、原則、機械化（自動化）が進んでいる。「ビン栽培」の利点を活かし
て機械化を促進することで、人による作業量の極小化が行われている。原則、機械化（自
動化）を実現することで大幅なコスト削減に成功している。 
  
 
広報・ＩＲ室101 
『 現在の栽培技術は、キノコを栽培して 27 年が経過し、年々進化して出来上がったもの
です。可能な限り人手を掛けない仕組みになっており、原価低減につながっています。
機械類は、特殊なものが多く、オリジナルのものになっています。年間 3,000ｔ生産す
る規模のセンターで初期投資が約 40～50 億円掛かります。 
ビン栽培の一番の特徴は、機械化が可能になることかと思います。同じビンに同じ培
地を詰め、同じ量のキノコを同じサイクル（期間）で収穫することができ、大量生産が
可能です。従いまして、コスト削減ができ、原価も低減できます。 
マイタケは、一般的には大きな株で作り、それを切ってパック詰めしているのがほと
んどで、そのような作業が不要な１株マイタケは弊社のオリジナルです。 
マイタケは、収穫から包装、梱包まで完全自動になっており、人件費の抑制に繋がっ
                                                   
100 日本特用林産振興会（2002,pp.25-26）。 
101 広報・ＩＲ室へのヒアリングより（2016 年 7 月 14 日）。 
工程数 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15
作業内容 原材料 詰込 殺菌 接種 培養
菌かき
又は
破袋
芽出し 生育 収穫 移動
小分け
（ｶｯﾄ）
計量
選別
検査 包装 箱詰め
ホクト 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 - - 〇 〇 〇 〇
＊マイタケ工場の比較。〇：何らかの機械化がなされている工程。×：主に手作業が中心の工程。
＊機械設備の清掃は日々行われるが、これに関しては人手によって行われている。
出所：筆者作成
ホクトの工場の機械化
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ております。ただし、栽培における温度、湿度、光等の調整は、自動制御になっていま
すが、最終的な微妙な調整はやはり人が管理しており、毎日社員がチェックしながら微
調整を行います。 』 
 
 
 
第 5 節：社内システム 
 
第 1 項：栽培技術のブラッシュアップ 
 ホクトでは、研究所と工場及び営業が常に連携して以下のような情報共有化と課題の解
決が行われている。 
ホクトの研究・開発を支えているのが、技術的な側面だけではなく、工場や営業との連
携である。全国にある 31 カ所の工場で蓄積された様々な栽培データや営業現場からの情
報が「濃密な連携」により当該研究所に集約される仕組みを有している。31 カ所もの工場
を有している競合他社はなく、栽培データ等の蓄積量が圧倒的に多く、これが研究・開発
を支え、ＰＤＣＡサイクルを加速化させ、研究・開発力の向上とスピード化につながって
いる。栽培データの中には、最適環境を特定したものだけではなく、エラーデータ（栽培
が不調になったデータ）が蓄積され、研究所にて分析され環境制御技術の構築に活かされ
ている。 
加えて、ホクトには情報の共有化の場として研究所・工場・営業が集う「全国会議」が
複数存在する。部長クラスで行われるもの、品種別や工場長レベルのものなどである。研
究所・工場・営業が互いに課題や成果を持ち寄り議論される場である。 
 研究所における新しい技術や品種の情報提供だけではなく、全国の工場で発生した問題
点、改善点、ちょっとした日々の小さな工夫（成功事例）、営業現場での顧客や消費者の声
など、様々な情報が集約・検討される。 
全国の工場では統一された栽培方法が実施されている。しかし、キノコは「工業製品」
ではなく「生物」であり、工場が異なれば工場内の環境が異なり、マニュアルやシステム
だけでは対応できない問題が多く発生する。この問題を解決し、安定生産に導くのが、暗
黙知とされている「匠の技」である。 
全国会議では、全国の工場での課題解決の際に行われた「匠の技」等が紹介・集約され、
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各工場で試されるとともに新たなノウハウとして蓄積・マニュアル化される。現場で解決
できなかった問題については、研究所が引き取り迅速に課題解決のための研究・開発が行
われ、再度、全国会議等を通じて各現場にフィードバックされる。このように研究所・工
場・営業が連携しながら栽培技術における「課題の発見」→「情報の共有」→「課題の解
決」→「フィードバック」→「検証」する仕組みが存在し、常に栽培技術がブラッシュア
ップされるシステムが構築されている。 
これらの会議は、トップダウンではなく、現場の各メンバーがアイデアを持ち寄り、上
下関係に関係なく、コミュニケーションを図れる職場環境が整っている。それにより、若
手社員の声も採り上げられるようになり、リスクを恐れず思い切ったチャレンジができる
企業文化が醸成されている。これは、若手社員が躊躇することなく、積極的に取り組める
よう、管理職のマインドの改革も行い、若手社員を上司がサポートする組織体制となって
いる。各地の営業や工場の現場も自ら運営の改善案を検討して、現場が考え行動する組織
となっている。 
 しかし、「昔と変わらないもの」「変えてはいけないもの」は、そのまま引き継がれてい
る。それは、社員に共有されている「打つ手は無限」のチャレンジ精神である。困難な課
題に直面しても、各現場が諦めず、アイデアを出し合い、行動する。職位等の階層に捉わ
れず、自発的に社員が知恵を絞り、会社をボトムアップ型で強化していく現場主義が貫か
れている。 
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図表 36 
 
 
 
第 2 項：栽培技術の指導と人材育成 
 
（１）新品種の工場新設におけるシステム 
一般的に植物工場で生産規模の拡大が困難とされる最大の要因は、規模を拡大した工場
では、既存の工場と工場内の環境が異なるため栽培を安定させることができないことであ
る。これは、栽培技術が未熟であることが主要因であることが多い102。 
 研究所では新品種が開発され工場が新設される場合、新工場が稼働する数ヶ月前に既存
の工場から選抜された人材が研究所に集められ、数ヶ月の研修が行われる。ここでは、新
品種の基本的な知識やマニュアル化された栽培技術だけではなく、「匠の技」の伝承が行わ
れる。実際の工場が再現された実験室（実験工場）で、研究員が直接立ち合い具体的な技
                                                   
102 関東では最大の工場を有していた、完全制御型植物工場のパイオニアとされていたみらい㈱が千葉
と東北で新工場を稼働させたが、生産安定せず、2015 年民事再生法適用となった。経営者は、大学の
農学研究科の修士課程を卒業した専門家であった。つまり、栽培技術が如何に高度なノウハウが必要で
あるかが伺える事例である。 
出所：筆者作成
栽培技術のブラッシュアップシステム
品種別 全国会議
部長ｸﾗｽ 全国会議
工場長 全国会議
きのこ
総合研究所
全国の営業全国の工場
（生産現場）
全国
会議
情報のフィードバック
技術のフィードバック
その他 全国会議
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術指導が行われる。さらに、新工場が稼働する際は、研究員が工場に張り付き、生産が安
定するまで指導が行われる。また、各工程で対応方法が異なるため、工程毎に丁寧に実施
される。 
つまり、新品種を開発した研究員が新工場の栽培担当者が確実に栽培技術を習得できる
まで直接徹底した指導が行われ、「匠の技」を有した人材が養成される。このシステムの特
長は、一般的なマニュアル化された栽培技術だけではなく、「匠の技」とされる高度な栽培
技術を短期間で習得させることができることである（以下「高速人材育成システム」とい
う）。 
 
（２）既存品種の新工場の増設におけるシステム 
既存の品種で工場を新設する場合、全国の各工場から選抜された人材が新工場に集めら
れ、新工場の担当者への指導が行われる。既存の品種であっても、工場が異なると不測事
態が数多く発生するのが常である。これらの対応に経験を有する既存工場の担当者が直接
指導をする。 
ここでも、品種毎に異なる「匠の技」が伝承され、早期に安定稼働体制が構築される。
さらに徹底しているのは、既存の工場から派遣された人材は、徐々に自分の工場に戻って
いくが、最低 2～3 年は数人が新工場に残り、偶発する立ち枯れ等の不測事態を「匠の技」
で改善しながら継続指導を続け、安定生産に向けた人材育成が行われる。そして、工場の
現場だけでは解決できない課題が発生した場合は、研究所にて対策が行われ工場へフィー
ドバックが行われる。ここでも、「高速人材育成システム」にて栽培技術指導が行われる。 
 このようにソフト面の充実により、ハード面である工場の新設を毎年実現すること
が可能となっている。 
 その他、工場では毎日キノコの状態を報告する会議が行われている。さらに、月に 1
回は勉強会等が開催され従業員間の情報共有化と人材育成が積極的に行われている103。 
 新品種・既存品種ともに新工場にて「匠の技」の伝承に寄与しているのが、研究所に
蓄積されているデータによって作成された「マニュアル」である。この暗黙知のマニ
ュアル化（数値化）によって、伝承しなければならない暗黙知の範囲が縮小され、人材
育成のスピード化に繋がっている。 
                                                   
103 ホクトの「会社案内（2016 年 6 月）」より。 
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図表 37 
 出所：筆者作成。
高速人材育成システム
既存工場きのこ総合研究所
新工場
既存品種の場合
人材の
派遣
匠の技
↓
伝承
人材の
派遣
連携
既存工場
既存工場
既存工場
研修
育成
既存工場きのこ総合研究所
新工場
新品種の場合
匠の技
↓
伝承
既存工場
既存工場
既存工場
人材の
派遣
研修
育成システム化
マニュアル化
匠の技の養成システム（高速人材育成システム）
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第 6 節：小 括 
 ホクトは、高度な研究・開発力を活かし、マイタケ栽培では主流ではない「ビン栽培」
を採用した。さらに、マイタケを機械・装置に適した形状等にすることで、手作業を余儀
なくされている「破袋」「収穫」「小分け（カッティング）」の工程を自動化することでコ
スト削減を行い、コスト競争力を強化している。 
 ホクトの研究・開発力を構成している要因は、下記の通りである。 
  
（ソフト面） 
 ・博士研究員を要した充実した人材 
 ・野生株の圧倒的な蓄積量 
 ・優れた交配技術・スクリーニング技術 
 ・マイタケの形状をコントロールする技術 
 ・マイタケの生長スピードをコントロールする技術 
 ・ビン栽培を前提とした栽培技術 
 ・資材（培地含む）の開発技術 
 ・高速人材開発システム 
 ・技術のブラッシュアップシステム 
  
（ハード面） 
 ・品種毎の工場を再現した大型の栽培実験室。 
  
 ホクトは栽培工程におけるコスト削減を機械・装置の発展に依存するだけではなく、マ
イタケ自体を機械化（自動化）しやすい形状（重量）に進化させたということである。 
 つまり、一般的にマイタケ栽培では主流でない、「ビン栽培」を採用して高品質を維持
しながら栽培工程の機械化（自動化）を達成した。ここに、ホクトの研究・開発力を伺い
しることができる。 
 特に「野生株の圧倒的な蓄積量」「工場を再現した大型の栽培実験室」が優位性を構築
する重要な要素となっている。 
 その他、ホクトの優位性を支えているのが、競合他社においては、「暗黙知」として極
めて少人数の専門家が「熟練の勘」と「経験」によって行っている「匠の技」の一部を組
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織の「形式知」として定式化し、工場の「共通言語」として定着化させることによって
「匠の技」の人材育成のスピード化が図られていることである。 
 このマイタケの技術力（研究・開発含む）は、競合他社に対して経済的価値、希少性、
模倣の困難性、組織能力の全てが高いと思われる。 
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第６章 
 
事例研究Ⅱ：株式会社雪国まいたけ 
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第 1 節：概 要 
雪国まいたけは、マイタケ、エリンギ、ブナシメジ、もやし等の生産販売及びキノコの
加工食品の製造・販売を行っている。食用キノコの栽培と販売を手掛ける大手の一角であ
る。 
 1983 年当時、「幻のキノコ」と言われたマイタケを人工的に大量生産する栽培技術を確
立している。これにより、天然マイタケが持つ風味・香り・食感など優良な部分を残しな
がら、品質の安定した鮮度の良いマイタケを最適期に収穫することが可能となった。そし
て、これまで非常に高価であったマイタケを消費者が手軽に買える価格にまで下げ需要拡
大に成功している。現在では、マイタケが日産約 50 万パック出荷されるまでになってい
る。雪国まいたけは、1994 年に上場104を果たしている。当時、雪国まいたけのマイタケ市
場での占有率は、7 割に達していた105。 
西堀ら（2014）によれば、「1980～1981 年頃には人工栽培によるマイタケの生産が定着
化した。マイタケの生産量は、創業者の大平喜信氏（以下、「大平氏」という）が大規模施
設空調型周年栽培による生産販売を始めたことで一気に増加した。現在、マイタケはシイ
タケ、エノキタケ、 ブナシメジと同様に普及した食材になっている」としている。 
 
図表 38 
 
                                                   
104 新潟証券取引所。現在は、未上場。2016 年 6 月上場廃止。 
105 林野庁「平成 23 年特用林産基礎資料」。日本経済新聞 地方経済面 新潟（1994/03/12）
（1999/01/06）。現在のマーケット・シェアは、約 50％程度。 
事 項 内 容
商号
株式会社雪国まいたけ
ＹＵＫＩＧＵＮＩ　ＭＡＩＴＡＫＥ　ＣＯ.,LTD.
設立年月 1983年(昭和58年）
資本金 16億5百万円
売上高 約272億円
（内：きのこ事業　：約204億円)
従業員数 単体：社員802名、臨時従業員570名
工場数
６工場
（その他、パッケージセンター　２カ所）
出所：2014年3月期　有価証券報告書を参考に筆者作成。
雪国まいたけの概要
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図表 39 
 
 
 
 
 
 
第 2 節：事業の変遷 
大平氏が 1982 年マイタケの栽培を個人創業、1983 年法人改組し、旧雪国まいたけを
設立した。初代代表取締役社長には大平氏の父である大平仁太郎氏が就任しスタートして
いる106。30 年以上の業歴を有し、独自の栽培技術と大量生産技術を確立して、マイタケ
の業界最大手として知られ、現在の年間出荷量は約 2 万ｔで業界シェアは約 50％弱でホ
クトとしのぎを削っている。 
 積極的な営業推進により販売エリアは関東・東北・関西方面へと拡大、エリア別売上比
率は関東方面約 50％、関西方面約 30％、その他約 20％とされている。また、これまで
各種媒体を通じた積極的且つ集中的な広告宣伝によりマイタケの普及に努めた経緯があ
る。 
本社、新潟営業所のほか東京本部、大阪営業所、名古屋営業所、仙台営業所、広島営業
所が設置され営業網は幅広く、「雪国まいたけ」ブランドにおける知名度の浸透は営業面
                                                   
106 帝国データバンク（2016,p.2）によると、「前身の（株）雪国まいたけ（1983 年７月設立）は、
1991 年 7 月株式の額面変更を目的に、現、（株）雪国まいたけ（旧商号司工業（株）、1972 年 10 月設
立、1991 年１月商号変更、東京都千代田区神田 2-9-1）を登記上の存続会社として合併したため、設立
は後者の年月としている」としている。 
 営業所・事業所 本社 各センター
東京本部 研究開発室 本社パッケージセンター
仙台営業所 第１バイオセンター
新潟営業所 第２バイオセンター
名古屋営業所 第３バイオセンター
大阪営業所 第４バイオセンター
広島営業所 第５バイオセンター
北海道営業所 五泉バイオセンター
滋賀パッケージセンター
種菌開発センター
出所：ホームページを参考に筆者作成（最終検索日：2017年12月17日）。
雪国まいたけの営業・研究・工場の体制
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での強みに繋がっている107。 
 従前はマイタケのみの生産であったが、五泉工場において 2002 年より「ブナシメジ」
の生産を新たに開始、加えて同年 5 月に現南魚沼市六日町の津久野工業団地に工場を完
成させ「エリンギ」の本格生産を開始している。さらに 2009 年からはカット野菜の販売
も開始し、新ブランド「雪国やさい革命」シリーズを発売開始、2011 年には滋賀県で新
工場を稼働させている108。 
 マイタケ、ブナシメジ、エリンギの３品に関して、品質面・安全面での差別化の訴求と
更なる品質改善・コストダウンを図ることで収益性の向上に取り組んでいる109。特に主
力品であるマイタケについては、その食材としての価値以外に、健康増進機能に着目して
機能性食品開発にも注力している。 
近年、カット野菜・もやし事業も強化し、その利便性・経済性等が消費者に浸透し拡大
傾向にあるため、新製品の投入等により本市場におけるシェア確保に努めている110。 
機能性食品事業としては、マイタケを主原料とする各種健康補助食品の「雪国まいたけ
が作った家族で飲める青汁」やマイタケエキスを凝縮した健康維持食品「ＭＤフラクショ
ン」などを開発して事業展開している。 
一方で中国を主力にキノコ事業の海外展開を加速させており、もやし事業では原料豆の
安定確保に向けてバングラデシュで緑豆の本格栽培にも着手している。 
 研究・開発においては、マイタケの種菌開発以外に機能性食品の市場拡大が期待される
ことを受け、今までとは異なる新規マイタケ機能を利用した商品開発をめざした研究が行
われている。独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構・生物系特定産業技術研究支
援センター「民間実用化研究促進事業」の 2008 年度新規課題（課題名：マイタケ免疫制
御成分の特定と機能性食品としての開発研究」）にも採択されている。 
  
 
 
                                                   
107 帝国データバンク（2016,p.26）。 
108 2012 年 3 月期第１四半期（６月末）時点（カッコ内は前年同四半期比）。 
 生茸事業 64.8％（81.2％）、内訳（マイタケ）34.1％（93.7％）、（エリンギ）15.1％（78.5％）、
（ブナシメジ）11.9％（59.8％）、（その他生茸）3.7％（87.2％）。もやし・カット野菜事業 22.4％
（152.2％）。加工食品事業 3.1％（102.6％）。その他食品事業 5.6％（119.2％）。その他の事業 
4.0％（103.1％）。 
109 雪国まいたけへのヒアリングより（2017.1.28）。 
110 帝国データバンク（2016,p.28）。 
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図表 40 
 
 
 
 
第 3 節：研究・開発と栽培技術111 
雪国まいたけのスタートは、「太もやし」の生産から始まっている。太く短く、歯ごた
えがあって甘いとされる「太もやし」を３年掛けて栽培技術を独自開発している 。しか
し、１年後、同様のもやしを簡単に作る機械が出回り競争力を奪われた経緯がある。その
後、「太もやし」で培った技術力と失敗経験を活かし、マイタケの「袋栽培」における人
                                                   
111 殿崎（2015）を参考。 
年　　月 事　　項
昭和58年7月 株式会社雪国まいたけを設立し、五十沢工場新設により、まいたけの生産販売を開始
昭和61年6月 本社新築により、新潟県南魚沼市余川８９番地に移転
昭和61年10月 第１バイオセンターを南魚沼市水尾新田に新設し、まいたけの生産を開始
昭和63年10月
株式会社雪国商事を設立し、当社の各センターで使用する重油等の仕入れ及び一般消費
者ヘガソリン等の販売を開始
平成元年9月 第２バイオセンターを南魚沼市浦佐に新設し、まいたけの生産を開始
平成2年4月 大平もやし店の営業権を譲受け、もやしの生産販売を開始
平成3年8月 有限会社今町興産（現・株式会社今町興産）を設立し、培地副原料の製造を開始
平成4年8月 新本社及び本社パッケージセンターを新築移転
平成6年3月 当社株式を新潟証券取引所の地域産業育成部へ上場
平成6年9月 第３バイオセンターを南魚沼市新堀新田に新設し、まいたけの生産を開始
平成7年9月 五泉バイオセンターを五泉市中川新字郷屋原に新設し、まいたけの生産を開始
平成8年11月 株式会社ゼネラルバイオブースを設立し、もやしの生産部門を子会社化
平成9年4月 まいたけエキスを凝縮した健康食品「ＭＤフラクション」の製造販売を開始
平成12年3月 新潟証券取引所と東京証券取引所の合併に伴い東京証券取引所市場第二部に上場
平成12年10月 ユキグニマイタケコーポレーションオブアメリカを設立し、海外事業に進出
平成14年3月 五泉バイオセンターでぶなしめじの生産を開始
平成14年5月 第４バイオセンターを南魚沼市津久野に新設し、えりんぎの生産を開始
平成15年3月 ユキグニマイタケマニュファクチヤリングコーポレーションオブアメリカを設立
平成16年6月 第５バイオセンターを南魚沼市山崎新田に新設し、ぶなしめじの生産を開始
平成21年11月 「雪国やさい革命」シリーズのカット野菜の製造販売を開始
平成23年1月
滋賀パッケージセンターを滋賀県蒲生郡竜王町に新設し、もやし・カット野菜の生産及
び出荷を開始
平成23年12月 長春雪国高榕生物技術有限公司の出資持分を100％取得
平成24年2月 長春雪国高榕生物技術有限公司の社名を雪国舞茸（長春）生物技術有限公司に変更
出所：ホームページ（最終検索日：2017年12月17日）。
雪国まいたけの活動履歴
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工栽培技術および量産化技術の独自開発に成功し、現在に至っている。「太もやし」で蓄
積した経営資源を活かし、マイタケの人工栽培にわずか１年で成功している。 
マイタケは、古来、発見した人が舞い上がって喜ぶほど、珍しいキノコと言われ、ほと
んど手に入らないことから「幻のキノコ」とも言われてきた。雪国まいたけは、大量生産
可能な人工栽培技術を開発したことで、天然のマイタケがもつ風味、香りなどの優良な部
分を維持しながら、品質の安定した鮮度のよいマイタケを大量生産するとともに、高価で
あったマイタケを手軽な価格で市場に供給する先駆けとなった。 
 マイタケの人工栽培技術は、大平氏が個人の物置小屋程度の設備・環境から生み出され
たものである。石油ストーブを使い、その小屋の環境を調整しながらマイタケの生長の様
子を確認して培われたものである。石油ストーブの燃焼の度合いを微調整しながら、その
時の温度、湿度、二酸化炭素、一酸化炭素などの環境状況をつぶさに観察して積み上げら
れたものである112。このアプローチ方法は、大平氏が技術的な専門知識を有していなか
ったことによる発想からスタートしている。現在のようにコンピュータが発達し身近にな
っている時代ではなく、ノートに日々のマイタケの様子やその時々のデータを書き込むこ
とから始まり、マイタケの生長とは関係のない素人発想の実験も多々行われている。その
ような日々の試行錯誤を経て築かれた技術が現在の人工栽培技術の基礎になり現在に至っ
ている。競合他社が大企業となってからマイタケの研究・開発をスタートさせているケー
スとは研究・開発のスタイルが大きく異なるものである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
112 雪国まいたけ創業者(大平氏)へのインタビュー調査より（2014.4.28）。 
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第 1 項：研究開発室 
 
図表 41 
 
 
 雪国まいたけの研究開発部門として、本社に研究開発室がある。総勢約 20 名の研究員
（内博士 2 名）が研究を行っている113。研究開発室は、研究分野毎に部署が分かれてい
るわけではなく、品種別（マイタケ、エリンギ、ブナシメジ、エノキタケ）に担当が配置
されている。これ以外に健康食品（機能性）の担当や種菌の製造部門がある。 
マイタケ担当では、種菌や培地の研究・開発から種菌の製造までを一貫して行ってい
る。それ以外の品種に関しては、原菌及び種菌（新品種）の研究・開発は行わず、森産業
等の外部業者から調達している114。マイタケ以外の担当は、主に培地の研究・開発と種
菌の製造・品質管理を行っている。そのため、原菌及び種菌の蓄積はマイタケに関連する
ものだけで、それ以外の品種では原菌及び種菌の蓄積はほとんど行われていない。そし
て、マイタケの種菌の開発においても、特に「野生株」はあまり使われておらず、森産業
が開発した種菌の独自改良が中心になっている。雪国まいたけでは、大平氏の方針で「野
生株」の収集は、公式な業務としては行われていない。 
 研究設備は、研究開発体制115が整ってきた 2000 年代に導入されたものが現在も多く使
                                                   
113 2016 年 3 月時点の数値。雪国まいたけへのヒアリングより（2017.1.28）。 
114 松茸やその他キノコの新品種開発を行っていた時期もある。しかし、現在ではマイタケ以外の新品
種開発は中止されている。 
115 研究・開発自体は、設立当時（1983 年）から行われているが、研究開発室が設置されたのは 1989 年
研究開発室（20人：内博士2人）
　　　　　マイタケ担当
　　　　　エリンギ担当
　　　　　ブナシメジ担当
　　　　　エノキタケ担当
　　　　　健康食品（機能性）
　　　　　種菌製造（品質管理）
出所：筆者作成。
雪国まいたけの研究・開発体制
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用されており、最新の研究設備の導入が進んでいるとは言い難い状況である116。 
 また、雪国まいたけでは、資材の独自開発は行っておらず外部に依存している。創業以
来、栽培等に関する資材調達は外部業者との繋がりも強く、そこから購入している。 
 種苗法の品種登録は、16 件で 2010 年に登録が公表されて以降、新たな品種登録はな
い。登録申請し、認可後、登録公表になるまでに数年を要することから、2000 年代半ば
から新品種開発が低迷していることが推察できる。 
 
 
図表 42 
 
 
 
 
 
第 4 節：大量生産技術 
マイタケは、シイタケやエノキタケのように容易に栽培可能なキノコではなく、もとも
と自然界においてもいくつかの条件が整わなければ生長しないキノコとされている。さら
                                                   
である。その後、本格的に人や設備が補強され徐々に体制が整ってきたのは、2000 年前後からである。 
116 雪国まいたけへのヒアリングより（2017.1.28）。 
出願番号 農林水産植物の種類 品種名称 登録公表日
1 4177 Grifola frondosa (Fr.) S. F. Gray トカチアーナ2号 1994/3/2
2 8449 Grifola frondosa (Fr.) S. F. Gray 雪国舞2号 2000/12/22
3 8450 Grifola frondosa (Fr.) S. F. Gray 雪国舞3号 2000/12/22
4 8524 Lyophyllum decastes (Fr.) Sing. 十勝1号 2001/10/18
5 8525 Lyophyllum decastes (Fr.) Sing. 十勝2号 2001/10/18
6 9414 Grifola frondosa (Fr.) S. F. Gray 雪国舞5号 2001/6/26
7 9415 Grifola frondosa (Fr.) S. F. Gray 雪国舞6号 2001/6/26
8 9416 Grifola frondosa (Fr.) S. F. Gray 雪国舞7号 2001/6/26
9 9417 Grifola frondosa (Fr.) S. F. Gray 雪国舞8号 2001/6/26
10 10403 Grifola frondosa (Fr.) S. F. Gray 雪国舞9号 2001/10/18
11 11604 Lyophyllum decastes (Fr.) Sing. 十勝3号 2002/6/20
12 13047 Grifola frondosa (Fr.) S. F. Gray 雪国舞10号 2003/3/26
13 18203 Grifola frondosa (Fr.) S. F. Gray 雪国舞11号 2007/3/15
14 21023 Flammulina velutipes (Fr.) Sing. 雪国えのき1号 2009/3/19
15 22899 Grifola frondosa (Fr.) S. F. Gray 雪国舞 12号 2010/6/28
16 22900 Grifola frondosa (Fr.) S. F. Gray 雪国舞 13号 2010/6/28
出所：農林水産省種苗登録ホームページを参考に筆者作成（最終検索日：2017年12月17日）。
雪国まいたけの知的財産（種苗登録一覧）
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にマイタケは菌の生長力が弱いため生長に時間がかかり、食用にできる大きさに生長した
ものを見つけることは、自然界でもごく稀であったとされている。これが「幻のキノコ」
とされる所以である。 
マイタケの栽培には、気温が何度の時に、湿度は何％にするのか、加えて、光の加減、
二酸化炭素の濃度、風などの自然環境を成り立たせているあらゆる要素のバランスを突き
詰める必要がある。「どのような自然環境の時に、マイタケは最も活性化するのか」が解
明できなければ、資金を掛け設備を整えても、マイタケの量産は不可能となる。マイタケ
は僅かな環境変化に敏感に反応するため高度な栽培技術が必要とされている。 
マイタケの栽培技術については、情報管理を徹底すべく、新潟県の六日町周辺に工場を
集中立地させ 、この集中立地により集中管理を行っている。 
前述の通り、雪国まいたけでは、マイタケの栽培方法は「ビン栽培」ではなく「袋栽
培」を行っている。雪国まいたけの栽培技術は、マイタケを大きく生長させることができ
るところにある。通常、人工栽培のマイタケ１株の重量は、約 500～650g であるが、雪
国まいたけのマイタケは約１㎏ある。このマイタケを大きく生長させることで肉厚のマイ
タケになる。ここに雪国まいたけが開発した種菌と培地の特長がある。 
雪国まいたけの工場の特徴は、原料から箱詰めまでを一つの工場で一貫体制を取ってい
るのではなく、生産工場と包装工場を分けている。原材料から収穫までを生産工場で行
い、その後、パックセンター移送され、カット（小分け）、計量・検査、包装、箱詰めさ
れる。 
二つ目の特徴としては、培養等が行われる施設の広さである。施設（容積）が大きくな
ればなるほど環境制御が難しくなる。そのため、一般的に培養室はそれほど大きなものを
設置しない。しかし、雪国まいたけは、業界の常識を覆し、約 1,500 ㎡の広大な「培養
室」「発生室」で栽培を行っている。ここに雪国まいたけの「匠の技」が存在している。
この広さは、競合他社の約 7 倍～15 倍の広さにあたり、この広大な広さで品質を均一化
することに成功し、高率化を図っている117。 
津久野工場では、当時としては最新のコンピュータ管理システムが導入され、仕込みの
工程から殺菌、放冷、接種、培養、菌掻き、生育までをコンベアとフォークパレットで結
びここまでの工程はほぼ自動化されている。仕込みから殺菌室へ移動する際は、搬送シス
                                                   
117 2009 年 3 月 23 日「プレリリース」より。 
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テムが稼働している。接種室はアメリカのＮＡＳＡ基準に沿ったクリーンルームに自動接
種機がラインごとに設置されている118。接種工程からは、自動フォークロボットがパレ
ット台車に乗せられた培養ビンをコンテナごとに移動させる無人システムとなっている。 
しかし、一方で工場の老朽化が進んでいる。工場の設立時に設置された機械類が現行で
も使用されている工場も多く、これまで機械設備のリニューアルはあまり行われていない。
そのため、機械化はされているが最新の機械設備の導入は遅れている。加えて、マイタケ
の栽培方法に「袋栽培」を採用しているため機械化が難しく「破袋」「収穫」作業は手作業
で行われている。さらに、収穫後にパックセンターに運ぶ手間とパックセンターでのキノ
コの小分け（カッティング）作業も手作業が必要となっている。そのため、６つの工場の
収穫とパックセンターでの小分け作業は、機械化されておらず、多くの人手を掛け作業が
行われている状況にある119。 
 
図表 43 
 
 
                                                   
118 日本特用林産振興会（2002b,p.18）。 
119 雪国まいたけへのヒアリングより（2017.1.28）。 
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  出所：農林水産省「平成25年特用林産基礎資料：主要特用林産物国内生産量の推移」を参考に筆者作成。
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 以下、大平氏がマイタケの大量生産技術の難易度についてのインタビューの抜粋であ
る。 
 
 
大平氏120 
『 私に言わせると、20 手の詰将棋を解けるぐらいの思考力がないと恐らく対応すること
はできない。（中略） システムだけで対応出来るほどの簡単なものではない。（中略） コ
ンピュータでソフトを組める人がいたら組んでみてほしいくらいです。（中略） 多分、
コンピュータ制御だけでうちはいいものが安定してできていますというところはないん
じゃないかと思う。ある一定の基本になるところはコンピュータでの自動制御が可能だ
けれども、マイタケはとてもそれでは栽培できない。 』 
 
 
 
 上記のインタビューからも、人工的にマイタケを栽培する技術が如何に高度で専門性
が高いものかを伺いしることができる。 
 
 
第 1 項：工場におけるコスト削減への取り組み 
雪国まいたけが躍進できた理由の一つに「幻のきのこ」を日常レベルの「誰でも」「いつでも」
食べられるものにまで低価格化を実現できたことが挙げられる。  
これまで高級品とされたマイタケを手軽な価格にすることができた背景は、前述の栽培技術
だけではなく徹底した低コスト化の実現がある。この低コスト化の実現には様々な取り組みが
なされている。それは、単なる機械化（自動化）だけではない。まず、電力消費量の削減があ
げられる。年間電気使用料金は同業他社の約 3 分の 1 であるとされている121。 
                                                   
120 雪国まいたけ創業者(大平氏)へのインタビュー調査より（2014.4.28）。一部、方言・訛は修正した
が、できるだけインタビューでの言葉をそのまま記述している。栽培技術開発の困難性の高さが伺える
だろう。大平氏は、マイタケの大量生産技術を日本で最初に確立し、低価格で高品質のマイタケの普及
功労者とされている。なお、インタビューの詳細は、補足資料参照。 
121 「雪国まいたけ循環型農業団地構想」№２（http://ubasawa.cosplay-japan.net/）検索日：2013 月
11 月 2 日。 
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雪国まいたけは、マイタケの品質が均一になるように管理して大規模化している点が特長で
ある。マイタケ栽培には冷暖房コントロールが不可欠であるが、その要となる空調設備につい
ては、設置場所等のレイアウトは自社で設計している。それは、工場内にどのような風の流れ
をつくるかが環境制御の要になると見ているからである。 
さらに、雪国まいたけでは社会の動きにも先んじて、自然エネルギーの一つである地熱の利
用を進めており、実際の冷暖房を賄っている。これは、コージェネレーション（熱電併給）シ
ステムと呼ばれ、当該システムを導入することで人工栽培に必要な電力、蒸気を供給し、工場
内の冷暖房に使用している122。一連の製造過程に必要な冷房、照明などの電力を自家発電で賄
い、さらに蒸気も発電の過程で発生させるものである。ディーゼルエンジンを稼働した際に発
生する排ガスをボイラーに供給、完全燃焼させて水蒸気をつくり、殺菌工程とマイタケ発生室
に供給する仕組みで、暖房にも活用している。このように、自然エネルギーを効率的に活用し
ながら、さらに排出したものも自然環境に負荷が掛からない形でいかにして利用していくかの
研究・導入を早くから手掛け低コスト化を実現している。 
雪国まいたけの特長は、前述の通り縦 65ｍ横 25ｍの広さの工場でマイタケを栽培する
技術を有している。広い空間で栽培できることから機械化も行い易く、省力化にも繋がっ
ている。通常、工場を広くすれば、その空間の環境を最適で均一な状況に保つことは難し
く、狭い空間で栽培されている。そのため、機械化できる部分が限られることや単位面積
当たりの栽培面積も小さくなる。 
雪国まいたけは、工場の建設において設備自体はプラント・メーカー仕様である。しか
し、前述の通り空調に関しては独自のノウハウでプラント・メーカーに頼らず、設計・設
置しており、その優れた空調技術によって工場内環境をコントロールしている。加えて、
光熱費の低減にも早くから取り組んでおり、自然エネルギーの活用も進んでいる。地熱発
電を利用した「熱電供給システム」を構築しており、必要な電気の大部分を賄っており、
コスト削減がなされている。五泉バイオセンターの敷地内にコージェネレーション発電所
を建設し、本社および生産施設全部へ電力を供給、五泉バイオセンターへは電力の他に排
熱を利用した蒸気の供給も行っている。さらに生産施設では、小型発電設備を設置し、不
足電力を補うと共に排熱利用による蒸気を供給してコスト削減が図られている。これによ
り、年間約 3 億 5 千万円のエネルギーコスト（電力料金と燃料費）の削減（通常コスト
                                                   
122 日本経済新聞 地方経済面 新潟（1989 年 11 月 23 日）。 
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の約 16％削減）を行っている 。 
 
 
図表 44 
 
 
 
 
雪国まいたけは、上記の通り積極的にコスト削減を推進している。しかしながら、工場
の完全機械化（自動化）が実現できていない。そのため、一般的にコスト増の要因とされ
ている人員削減が進んでいないことが分かる。工場の栽培工程の機械化（自動化）を見る
と、「破袋」「収穫」「小分け」の工程に手作業が発生している。1 日数十ｔのマイタケが
手作業で処理されているので当該３工程においては、コスト増の要因となっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
工程数 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15
作業内容 原材料 詰込 殺菌 接種 培養
菌かき
又は
破袋
芽出し 生育 収穫 移動
小分け
（ｶｯﾄ）
計量
選別
検査 包装 箱詰め
雪国まいたけ 〇 〇 〇 〇 〇 × 〇 〇 ×
カット工場
への移動
が発生
× 〇 〇 〇 〇
＊マイタケ工場の比較。〇：何らかの機械化がなされている工程。×：主に手作業が中心の工程。
＊工程間の移動は、フォークリフトによる人手が発生する。
＊機械設備の清掃は日々行われるが、これに関しては人手によって行われている。
＊工程10の移動は、生産工場から包装工場への移動を表す。工場から工場への搬出・搬入の際に作業が発生する。
出所：筆者作成
雪国まいたけの工場の機械化
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第 5 節：社内システム 
 
第 1 項：栽培技術の指導と人材育成 
 
図表 45 
 
 
 
前提として、雪国まいたけでは、重要機密である栽培技術が漏洩しないようにすること
が人材育成より優先されている。その一つが栽培工程を細分化することで栽培技術の全容
が掴めないように工夫し、技術情報の流出を防ぐ手立てを厳格に行っている。そのため、
栽培技術の全容、特に「匠の技」に関する部分は創業者とその一部の血縁関係者のみが知
り得る「最重要機密情報」となっている。そのため、工場では、各工程に担当者が配置さ
れているが、その担当者は、担当している工程に限定した栽培技術のみＯＪＴで指導され
る。 
「匠の技」を「ブラックボックス化」することで、栽培技術の部分的なノウハウが流出
しても「匠の技」の模倣を回避できるようにしている。そのため、競争優位性の根源であ
る栽培技術の流出を防ぎ、独自技術の維持・管理が可能となっている。 
このような技術の「ブラックボックス化」を背景に、工場の現場で栽培が安定しないな
どの不測事態が生じた際は、創業者やその血縁関係者が工場に出向き、自ら調整を行って
出所：筆者作成。
雪国まいたけの情報の流れ（連携体制）
研究
開発室
営業 Ａ工場
創業者
Ｂ工場 Ｃ工場
情報の流れ
指示・指導
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いる。そのため、雪国まいたけの社内には栽培技術に関するマニュアルは存在しない。同
時に、「匠の技」を継承していくための人材育成の方針や仕組みも整えられていない。 
また、技術の「ブラックボックス化」のため、例えば、工場の情報は、営業や研究部門
に共有されるのではなく、創業者に直接集約される体制が採られている。そのため、公式
に工場と営業、工場と研究部門の連携・情報の共有化は図られていない。これは、Ａ工場
とＢ工場、営業と研究部門においても同様である。そのため、情報は全て創業者のみに集
約される流れとなっている。つまり、情報の流れは創業者に集中し、そこで全ての意思決
定がなされているということである。会社組織であるため各部門間で全くの交流がないわ
けではないが、会議が行われたとしてもそこでの決定事項がそのまま実行に移されること
はなく、全て創業者の意思決定が優先される。したがって、研究部門が栽培技術の改善の
ために工場の現場に技術指導を行う仕組みも整っていない。同様に営業や工場の意見が研
究部門にフィードバックされることも公式の指示命令・伝達経路としてはない。そのた
め、雪国まいたけにおける栽培技術の研究・開発・改善の方向性等は、トップダウン方式
で全て決定される仕組みとなっている。 
 
 
 
第 6 節：小 括 
雪国まいたけは、国内で最初にマイタケの「袋栽培」における大量生産技術を独自に開
発してマーケット・リーダーになった企業である。独自開発した栽培技術を有し、独自の
手法で高品質のマイタケを低価格で市場に供給してきた。しかし、ホクトや一正蒲鉾など
の後発組が現れマーケット・シェアを落としている。前述のように、低価格化を先導して
低価格を実現するために様々なコスト削減策を高じているが、現行では収益性が低く、厳
しい状況に陥っている。 
 研究・開発においては、特に重要な要素である「野生株」については、その採集などは
業務範囲に含まれておらず、蓄積は少ない。研究設備等もリニューアルが遅れ古い設備が
多く現存している状況にある。当初は、積極的に設備投資を繰り返し、機械化を進めてい
くことで、コスト削減を進めていた。しかし、栽培工程では、機械化（自動化）を進めて
いるが、「袋栽培」を主体としているため、「破袋」「収穫」「小分け（カッティング）」な
どで機械化が進んでおらず、手作業の工程があり、コスト高となる側面を有している。 
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 これは、「袋栽培」に拘るあまり、「ビン栽培」の研究・開発は進んでおらず、栽培工程
の機械化が進んでいないことに起因する。換言すれば、マイタケの「ビン栽培」は、高度
な技術力が必要であるため、雪国まいたけの研究・開発力が「ビン栽培」が可能なまでに
至っていないことを示唆している。 
雪国まいたけが現状に至ったのは、自社特有のガバナンス体制と栽培技術のブラックボ
ックス化による社内の情報連携や人材育成体制の不備も一因であると考えられる。 
 このマイタケの技術力（研究・開発含む）は、競合他社に対して経済的価値、希少性、
模倣の困難性は高いが、それを継続・発展させていく組織能力が低いと思われる。 
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第７章 
 
事例研究Ⅲ：一正蒲鉾株式会社 
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第 1 節：概 要 
 
図表 46 
 
 
図表 47 
 
 
一正蒲鉾は、マイタケが主力の水産練り商品と同時配送できることに着目し、マイタケ
の人工栽培と販売に乗り出したとされている123。現在のマイタケの販売は、市場 30%、
量販販売 60%、業務用出荷 10%で全国展開されている124。一正蒲鉾は、キノコの競合を
極力避けた第３の道を開発するのが基本的な戦略であり、マイタケ市場の成長の余地を鑑
                                                   
123 齋藤（2013,pp.162-163）。 
124 日本特用林産振興会（2006,pp.42-43） 
事　項 内　容
設立年月 1965年（昭和40年）
資本金 ９億４千万円
売上高
約347億円
（内：きのこ事業　約41億円）
従業員数 単体：社員849名　、臨時従業員964名
工場数 マイタケ：１工場（７棟）
出所：平成29年6月期有価証券報告書を参考に筆者作成。
一正蒲鉾の概要
項　目 内　容
敷地面積 　78,000㎡
延床面積 　51,050㎡
生産能力 　8,410ｔ(生産高約7,400ｔ）
　工場１～７号棟
　バイオ研究所
　種菌センター
設備
出所：一正蒲鉾（2015）及び一正蒲鉾「2016年8月決算説明会資料」
　　　を参考に筆者作成。
キノコ事業の概要
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み、水産練り製品の販売網を活用した販売に力を入れている125。 
一正蒲鉾がキノコ事業に進出した時期は、既に雪国まいたけがマイタケの人工栽培を行
いマーケットにて独占的な地位を確立していた時期である。その市場に、異業種から参入
し、現在ではマイタケのマーケット・シェア約 15％に達するまで事業拡大に成功してい
る。この一正蒲鉾のマイタケの特徴は、競合他社のマイタケと比較して、①煮物などの調
理時に旨みが良く溶出すること、②一般的なマイタケに比べ柔らかいため調理時の味がキ
ノコに馴染みやすいこと、などが挙げられる。 
 
 
 
第 2 節：事業の変遷 
1994 年に商品開発部門が「マイタケ」に関する情報収集並びに事業化の可能性につい
て検討を行ったのが始まりである。そして、営業・生産部門より選抜された 3 名による
プロジェクトチームが創設された。プロジェクトチームは、新潟県内にある農事組合がマ
イタケの栽培技術を有していることから、その栽培技術を基に事業化を推進していく方針
を決定し、その後、農事組合と事業化への交渉が行われていった。 
しかし、農事組合の栽培方法は品質の優れたマイタケを生産することはできるが、大量
生産は困難であることが判明したため、農事組合の栽培方法を採用することを断念してい
る。当時、既にマイタケ市場は、雪国まいたけが大量生産をスタートさせマーケット・シ
ェア 70%以上を確保している状況下にあった。そのため、雪国まいたけの牙城を崩し、
事業を拡大していくためには大量生産による効率的な栽培方法でなければ目指している事
業化計画には適合しなかった。 
その後、森産業等のアドバイスを受け、これまでの半分以下の重量の培地で栽培期間も
短く、キロ当たりベースでほぼ同程度の収穫量を達成している生産者がいることが分か
り、その栽培方法による事業化の検討が再び開始された。 
1995 年に試験研究棟の建設が着工され本格的に事業化への試験栽培が始まった。しか
し、この頃の一正蒲鉾には、キノコの栽培における経営資源の蓄積は全くない状況にあっ
た。したがって、実質的には、この試験研究棟から独自のキノコの栽培技術の蓄積がスタ
                                                   
125 日本特用林産振興会（2006,p.43）。 
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ートしたと言える。この試験研究棟での栽培実験の経過を鑑みながら事業化が検討され
た。試験研究棟は、低コストで建設可能な「ドーム型平屋構造」を採用することが決まり
建設されることになった。その後、試験栽培の結果と販売環境、採算性等が慎重に検討さ
れ事業化が決定した。 
工場の建設用地は、キノコの栽培には海岸よりもオゾンが多い山間部やその周辺が適地
であるとの考えから、阿賀野市の用地が選定された。1996 年には、阿賀野市に生産販売
を目的とした笹神栽培センター3,4,5 号棟が新設された。また、マイタケの栽培方法も
「ビン栽培」ではなく、「袋栽培」で行うことが決まった。1997 年に 4 番目の栽培棟（2
号棟）が建設された。これは、ドーム型ではなく立法体（屋根が平）の一般的な型であ
る。1998 年には、5 番目の栽培棟（1 号棟）、2000 年には 6 号棟、2005 年には 7 号棟が
完成して、大量生産体制が構築されていった。この新型工場の稼働により、キノコ生産量
が年間で 6,000ｔ、売上ベースで約 36 億円となった 。 
 
 
図表 48 
 
 
 
 
 
 
 
年 内　容
1995 初代の研究棟が完成。研究開発がスタート。
1996 工場（３，４，５号棟）
1997 工場　2号棟
1999 工場　1号棟
2000 工場　6号棟
工場　7号棟
バイオ研究室、種菌センター
2005
出所：一正蒲鉾（2005）を参考に作成。
キノコ事業の変遷
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図表 49 
 
 
 
収穫量は、当初は 1 日約 3ｔからのスタートであったが、現在では年間の生産量が
7,000ｔを超えるまでになっている。工場全体の生産能力は 8,410ｔ あり、増産体制が構
築されている。 
 初年度の売上は 4 億円弱で事業を開始して以来 2～3 年は赤字が続いていた。マイタケ
の栽培技術が確立しておらず、1 ㎏の培地で 200g という目標収穫量が達成できない状況
が続いていた 。その後、試行錯誤を経て 1.6 ㎏の培地に変更され栽培技術の構築に向け
て研究・開発が進められていった。そして、2000 年には生産量が日産 2 万袋になった。
そして現在では、1.6 ㎏の培地で約 490g の収穫量が可能となっている。 
一正蒲鉾（2015）によれば、「栽培の安定化ということがポイントでした。当初は夏場
の仕込みの失敗で最も高値で売れる秋の時期にキノコが出せないということが何度かあり
ました。今は、それらの時代に積み上げたデータを読み込む洞察力を身に付けた人材が育
ってくれたことが大きな力となっています。（中略）栽培現場では、当社独自の技術がい
たるところで活かせるようになりました」 「これまで多くの栽培方法や品種育成などの
独自技術を蓄積してきた」「研究・開発から育成への工程は、試行錯誤を繰り返した育成
の匠たちに支えられている」としている 。 
 
  
 
 
 
項　目 内　容
生産品目 マイタケ
生産高 約7,400ｔ
一正蒲鉾のシェア 約15%
（国内順位） 3位
出所：農林水産省「平成27年特用林産基礎資料」及び
　　　一正蒲鉾「2016年8月26日決算説明会」資料を
　　　参考に筆者作成。
キノコの生産高
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第 3 節：研究・開発と栽培技術 
 
第 1 項：バイオ研究所 
 
（１）研究体制 
 マイタケ事業は、バイオ事業部に属しており、バイオ研究室、栽培センター（以下、
「工場」という）、種菌センター、バイオ営業部から構成されている。 
バイオ研究室ではマイタケの育種開発、栽培研究、培地研究などを行っている。バイオ
研究室は、総勢 12 名が在籍し、研究担当が 6 名、現場担当 6 名で構成されている126。研
究員は、農学だけではなく、栄養学を専攻していた者、教育学部から自然科学系に転身し
菌類を学んできた者など、多様な人材が集まっている。 
  
 
図表 50 
 
 
 
（２）研究・開発 
 1995 年に本社工場の裏にバイオ研究棟が完成し、マイタケの栽培方法や種菌の研究・
開発が始まった。当初は、栽培ノウハウの蓄積が無く、マイタケの生産者を訪ね、そこで
栽培方法の習得から始めている。その後、外部より顧問として京都菌類研究所所長の山中
                                                   
126 2017 年 7 月現在の数値。 
バイオ事業部 バイオ営業部
研究担当
バイオ研究室
現場担当
栽培センター
出所：筆者作成。
バイオ事業部
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勝次氏（以下、「山中氏」という）を招くなどして研究体制が構築されていった。 
 当初、種菌は独自開発しておらず、外部調達となっていた。しかし、当初から種菌を独
自開発することが重要課題であると認識されており、2005 年に種菌センター、バイオ研
究所が工場に隣接され、本格的に研究・開発がスタートした。 
 一正蒲鉾は練り製品メーカーであったため、マイタケ事業への進出は非関連型多角化で
あった。そのため、技術的な側面では既存の経営資源を活用できず、ゼロからスタートし
ている。 
 一正蒲鉾（前掲）によれば、「研究といっても全て初めての経験ですから、基本的なこ
とは生産者を訪ね、泊まり込みで栽培方法を習得してきました。（中略） バイオ研究室
では、いかに適した環境を再現するかが鍵になり、気温、湿度、光の強弱、空気の流れな
ど、さまざまなパターンを変えて研究が進められました」としている。 
 1999 年には、新卒で菌類を先行した学生を採用、さらに種菌の良否の判定技術を確立
するために山中氏から専門知識と技術などの習得を行い、徐々にではあるが研究体制が整
えられていった。 
一正蒲鉾は、独自の種菌開発に取り組むようになり「野生株」の採集にも注力するよう
になった。そのため、最近では組織的に「野生株」の収集が行われるようになっている。
この「野生株」の採集は、国内に留まらず、機会があれば海外でも採集が行われている。
現行、マイタケで有望な「野生株」約 400 株、その他約 50 株を遺伝資源として有してい
る。 
その他、世界に生息する野生キノコの菌株、「培養株」も多く有している。そしてこの
遺伝資源の中から交配・育種を重ね、世の中のニーズに適合したものについて種苗法によ
る品種登録を行い栽培現場へ送り出している。菌の生理生態や培養、発生メカニズム、菌
株保存等に関する基礎データを蓄積する一方で、遺伝資源を活かした新品種の開発および
生理活性物質の検索など、新しい研究課題にも積極的に取り組んでいる。そして、これら
はマイタケの高品質維持、多収性、育種、および培地研究にも活かされている。 
 例えば、一人の研究員が交配実験を繰り返し行うが、その中で目標となる基準を満たす
種菌になるものは極めて少ない。交配実験の成功率は 0.1％に満たないとされている127。 
 
                                                   
127 一正蒲鉾バイオ研究室へのヒアリングより（2017 年 7 月 13 日）。 
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バイオ研究室128 
『 研究員一人当たり年間何百回もの交配実験を行いますが、その中で優秀な菌株になる
ものは極わずかです。そのなかでも、既存の菌株を超えるようなさらに優秀な菌株となれ
ば、早々には出てきません。納得のいくものに到達するには何年も掛かります。日々交配
実験を繰り返して見込みのあるものが年に一つ出れば良いほうです。箸にも棒にも掛から
ない結果しか出ないケースも多々あります。仮に見込みがありそうな菌株に辿り着いたと
しても、実際に工場での栽培実験の段階になると様々な問題点が発生するので、商品化に
至るものはさらに少なくなります。』 
 
 
 
 加えて、県の試験所や大学への派遣および連携なども行っている。さらに、研究員の工
場現場への派遣や営業との連携を取りながら研究・開発が行われている。 
資材等の研究・開発については、行っておらず外部から購入している。前述の通り、一
正蒲鉾は、本業である練り製品の生産とは全く関連のないキノコ栽培に進出している。非
関連型多角化であるため、マイタケ栽培に練り製品の技術が活かせない。しかし、一正蒲
鉾は、その状況からマイタケの栽培技術や種菌の製造に関して独自技術を早期に確立して
きたところに研究・開発力の高さを伺いしることができる。 
 種苗法における品種登録は、7 件となっている。一正蒲鉾として初めてのマイタケの品
種登録は、2007 年であるため、研究・開発をスタートさせてから 10 年以上が経過して
いる。このことからも、マイタケの種菌開発の難易度の高さを推察できる。その後、数年
掛けて新たな品種登録が都度行われており、研究・開発が継続的に行われ成果が出てい
る。 
 
 
 
 
                                                   
128 一正蒲鉾バイオ研究室へのヒアリング調査より（2017 年 7 月 13 日）。 
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図表 51 
 
 
 
 
第 4 節：大量生産技術 
 一正蒲鉾が工場を建設するにあたり、建設コストなどの費用を抑制するために比較的簡
易なタイプとされるドーム型（蒲鉾型）構造の工場を最初に建設した。この工場は、高さ
約 8ｍ、幅約 14ｍ、長さ約 160ｍであった。培養・育成するための棚は、全て社員自ら
手作業で組み立てたとされている。現在は、一部機械化されている「殺菌」なども初期の
頃は高温の菌釜から培地を取り出す作業等は人手に頼っていた。 
その後、さらにドーム型の工場は 2 棟建設され計 3 棟となっている。しかし、ドーム
型の工場で栽培をスタートし拡大してきたが、問題点も明らかになってきた。前述の通
り、建設費の低コスト化が図れるメリットがあるが、一方で工場内の微妙な環境制御を行
うことが難しい構造であることが日々の栽培から明らかになってきた。 
工場の天井が蒲鉾型（半円形）になっているため、空気の流れが複雑になり、空気の流
れを把握することが難しく空調技術を高めることができなかった。マイタケの生長には
様々な要因が関係している。その中でも特に影響が大きいのが二酸化炭素や温度である。 
一般的な植物は光合成をするために二酸化炭素を吸収するが、マイタケは生長過程で二
酸化炭素を放出すると同時に熱を発散する。二酸化炭素は空気より重く放置しておくと特
定の場所に溜まることになると同時にその場所の温度も上昇する。二酸化炭素が溜まり温
度が上昇することが、その場所のマイタケの生長に影響を及ぼすことになる。しかし、二
酸化炭素や温度は目視できないため、その管理・調整が難しい。工場内にセンサーを取り
付ければ済むというものでもない。そのため、ドーム型工場では、工場内の環境に斑がで
出願番号 農林水産植物の種類 品種名称 登録公表日
1 15621 Grifola frondosa (Fr.) S. F. Gray IM-BM1号 2007/3/15
2 17603 Grifola frondosa (Fr.) S. F. Gray IM-BM11号 2007/3/15
3 21716 Grifola frondosa (Fr.) S. F. Gray IM-WM1号 2010/2/12
4 22823 Grifola frondosa (Fr.) S. F. Gray IM-WM11号 2010/3/18
5 22824 Grifola frondosa (Fr.) S. F. Gray IM-BM6号 2010/3/18
6 26078 Grifola frondosa (Fr.) S. F. Gray IM-WM21号 2012/12/28
7 27211 Grifola frondosa (Fr.) S. F. Gray IM-BM21号 2015/10/29
出所：農林水産省種苗登録ホームページを参考に筆者作成（最終検索日：2017年12月17日）。
一正蒲鉾の知的財産（種苗登録一覧）
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きマイタケの生長にバラつきが生じて安定した栽培ができない状況が続いていた。非関連
型多角化のためマイタケ栽培の技術の蓄積がない所以の試行錯誤である。そして、様々な
難題を乗り越え、一正蒲鉾の空調技術（エアコンディションシステム：空気挿入システ
ム）の構築に辿り着いた経緯がある。 
その後、さらにドーム型工場は、空気の流れが読み難いことに加え、上部が無駄なスペ
ースとなり栽培効率が悪いなども次第に課題として明らかになった。そのため、4 番目の
工場である 2 号棟は、ドーム型ではなく、立方体の形に変更され、現在に至っている。
工場の形を立方体にしたことで、天井まで効率よく利用できるため栽培効率が高まったと
同時に空調技術の精度が向上している。立方体の工場の７番目に建設された１号棟は 4
階建てになっており、敷地面積に対する栽培効率が高められている。 
しかし、立方体の 2 号棟においても、当初は工場内の空間（環境）が既存の工場と異
なるため、様々な環境制御技術の調整が行われ、その試行錯誤の繰り返しにより、独自の
栽培技術が徐々に構築されていった。 
一正蒲鉾では、前述の通り「野生株」の取得が積極的に行われている。天然マイタケが
発生する時期には、研究員が日本のみならず海外の山々へ出向き、「野生株」の採集に努
めている。天然マイタケの発生場所や生育環境を観察・把握することで環境制御技術の開
発・蓄積に活かされている。 
この採集した様々な天然マイタケの「野生株」や「培養株」を交配することを繰り返し
て種菌開発が行われている。一正蒲鉾では、ある一定の基準を満たした菌株が年間約 700
株開発される129。この約 700 株を開発するためには、その何倍もの交配が日々繰り返さ
れている。しかし、そこからさらに実際に目標とする品質に到達して採用されるのは１株
あるかないかである。バイオ研究室がバイオ営業部や栽培センターから求められる品質等
に対するニーズは、日増しに高まっており、そのニーズに対応するためには、高品質な種
菌開発が不可避となっている。 
 
 
 
 
                                                   
129 一正蒲鉾（2015,p.118）。 
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第 1 項 コスト削減（効率化） 
既存のマイタケ市場に一正蒲鉾が参入するにあたり、高品質と栽培効率が同時に求めら
れていた。当時、「袋栽培」で使用される培地は約 3 ㎏が一般的であった。しかし、この
大きな培地は、広い栽培スペースが必要となるだけではなく、移動や収穫作業においても
その大きさが課題となっていた。 
一正蒲鉾では、課題解決のために培地の縮小化への取り組みを行った。一般的には、培
地が大きいほど大きなマイタケが育つとされていたが、縮小化した培地でも従来と変わら
ない形状と重量のマイタケの実現に向け研究・開発が行われた。そして、2012 年に約
1.6 ㎏の培地で高品質ならびに平均収量約 490g のマイタケ栽培が可能となる「まいたけ
IM-BM21 号」が独自開発され種苗登録された。同じ「袋栽培」を行っている雪国まいた
けは、約３㎏の培地を利用しているのと比較すると効率的な収穫が可能となっている。こ
の培地は、国産（新潟産、石川産、群馬産）の木材（コナラ、ミズナラ等）に拘り、独自
開発した材料と独自開発した栄養素によって構成されている。マイタケにおける独自の種
菌と培地の開発ならびに栽培方法の構築で、飛躍的な栽培数量と高品質を達成したのであ
る。培地がコンパクト化できたことで単位面積当たりの栽培効率が高まったと同時に一つ
のトレイで一度に運べる量が約 2 倍になった。 
加えて、「まいたけ IM-BM21 号」の特長は、培地のコンパクト化だけではなく、生長
スピードと形状にバラツキが生じないところにある。従来は、マイタケの生長スピードに
バラツキが生じていたため、一定の大きさに生長したものを栽培棚から個別に選別して移
動・収穫作業を行わなければならなかった。 
マイタケの生長スピードと形状にバラツキが従来と比較して少なくなったことで、トレ
イ単位での栽培・移動を行うことが可能となった。一正蒲鉾では、トレイ（45 ㎝×45
㎝）に培地６個をいれ、トレイ単位で移動・収穫できるようにしたことで大幅な作業の効
率化が図られた。１日数十ｔ単位で大量生産されるマイタケの生長スピードと形状にバラ
ツキが無いように生産できるところに技術力の高さが伺える。そのためには、害菌抵抗性
や菌糸の活力を有した環境変化に強い種菌でなければならない。ここに一正蒲鉾の研究・
開発の特長があると言える。 
 効率化の追求で大きな課題となるのが、品質の維持・向上である。マイタケの味・食感
等の品質を落とさずに効率化を達成しなければならない。高度な技術が求められるのは、
マイタケが菌類であるため、工業製品のような機械的な改善ではなく、求める要件を満た
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す新たな種菌の開発が必要となるためである。この課題を解決できたところに一正蒲鉾の
研究・開発力の高さの一端を認識することができる。 
  
 
第２項：工場の栽培工程の機械化 
 現在、一正蒲鉾の工場は、空調設備とシステム管理により、マイタケの生長に必要な環
境制御を行っている。栽培工程における、原材料の一つとなる培地は、前述の通り独自開
発をしている。その培地には、独自に開発したおが粉が使用されている。厳選された広葉
樹を使用して、さらに独自の栄養素が配合されている。このおが粉は、少ない量で大きな
マイタケが生産できるところに研究・開発の成果を伺うことができる。 
詰込は、「袋栽培」を採用しているため、袋詰めが行われている。安定した培地づくりの
ため、袋詰めまでの工程は自動化されている。 
接種は、クリーンな培地を作るために殺菌されクリーンルームで種菌の接種が行われる。
接種した培地が培養室に移され十分に培養される。ここまでの工程は、何らかの機械・装
置が導入され自動化が進み、人は作業ではなく管理・監督をするのみである。しかし、次
の工程である破袋は、袋を開封する作業は機械化が難しく手作業で行われている。 
 芽出し、生育の発生工程は、基本的にシステム化され自動的に環境制御されている。人
の介在は、最終的な環境制御の微調整や管理・監督のみとなっている。検査・包装センタ
ーを工場内に設置し、一貫生産体制が行われている。 
詰込・殺菌（放冷）では、良い培地を作るため、独自開発した機械設備が設置され、自
動化されている。クリーンな培地をつくるために殺菌釜で殺菌を行い、殺菌後はクリーン
ルーム（無菌室）に移し、放冷が行われている。 
詰込は、「袋栽培」を採用しているため、袋詰めが行われている。安定した培地づくりの
ため、袋詰めまでラインは自動化されている。 
接種は、クリーンルームの中で培地にマイタケの種菌が埋め込まれる。雑菌が混入しな
いように、無菌状態でオペレーションされている。その後、培養室に移される。培養室の
空調や室内環境は長年のデータの蓄積結果から分析が行われ、それに基づき室内環境が自
動制御されている。 
ここまでの工程は、何らかの機械・装置が導入され自動化が進み、人は作業ではなく管
理・監督をするのみである。 
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しかし、次の工程である破袋は、袋を開封する作業は機械化が難しく手作業で行われて
いる。 
発生工程では、マイタケの発生環境に最も適合した条件を算出し、独自開発したコンピ
ュータソフトによりシステム化され環境制御されている。培養室のエアコンディションシ
ステムには、独自の空気挿入システムが導入されている。 
芽出し、生育の発生工程は、基本的にシステム化され自動的に環境制御されている。人
の介在は、最終的な環境制御の微調整や管理・監督のみとなっている。 
「収穫」「小分け（カッティング）」「包装」に関して人手を掛けた取り組みを意識的に
行っている。栽培工程において様々な場面で手作業を取り入れ、「一つひとつ丁寧に」を
指針に作業が遂行されている。カッティングも、機械で行うことができないため人手を使
って行われている。形状が複雑なマイタケを販売単位の重量に合わせて切り分けていく作
業には技術も必要となる。特に一連の工程のなかで、この工程が一番多くの人手が配置さ
れている。そして、人の手によって一株ごとに丁寧に、切り分けられている。 
包装は、ピロー包装を採用せず、トレイとラップ包装を行っている。ピロー包装で酸素
を遮断すると日持ちが良いが、アルコールが発生して匂いが漂うためである。それを避け
るために、トレイとラップ包装に拘っている。 
検査・包装においては、異物の混入、品質チェックをはじめ独自の厳格な検査が行われ
ている。鮮度維持のため検査・包装は、冷蔵ルームとなっている。そして、チルド物流に
よって、鮮度が維持された状態で配送される。マイタケを配送する適温は 5℃～10℃で、
蒲鉾などの練り製品と同じであるため、倉庫やトラックなどを共用でき、一括納入されて
いる。そして、マイタケの栽培と物流をタイムリーにコントロールすることで、確かな品
質の商品をいち早く全国の顧客に届けるために、鮮度を保ったスピード配送が行われてい
る。 
しかし、工場の機械化（自動化）においては、「破袋」「収穫」「小分け」「包装」の工程
で人手による作業が行なわれていることがコスト増の要因となっている。 
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図表 52 
 
 
 
 
第 5 節：社内システム 
 
第 1 項：栽培技術の指導と人材育成 
一正蒲鉾のキノコ事業では、稼働する７棟の工場において全てマイタケが栽培され、経
営資源がマイタケの研究・開発と栽培に集中的に投入されている。その中で「匠の技」を
有する社員が５人いる130。熟達した高度な環境制御技術を有した社員が環境制御システム
では対応できない微調整を担っている。 
「匠の技」を有した社員により、高度な技術で最適環境にコントロールされ、安定生産
⇒大量生産が実現している。例えば、工場内の様子をみて 0.1 度単位での温度調整などの
微調整が日々行われている。工場内の水滴の様子や肌感覚など最後は「匠の技」で最適環
境が作り上げられる。工場内には、複数のセンサーが設置され温度・湿度・二酸化炭素・
照度等が管理されている。この「匠の技」は、温度や湿度等の調整だけではなく、生長時
期の異なるマイタケを同居させる独自のノウハウ（並べ方など）で室内の環境が調整され
ている。 
環境制御の方法は季節によっても大きく異なる。工場内の環境を最後は人の手による微
調整を通じて整えられている。エアコンを使用して、温度を上げ下げすれば同時に湿度も
変化する。エアコンのパワーを上げれば、工場内の空気の流れが変わる。そうなると二酸
化炭素の溜まる場所が変化する。これらの工場内の変化を読み取り、微妙な環境制御を「匠
                                                   
130 2017 年 7 月現在。 
工程数 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15
作業内容 原材料 詰込 殺菌 接種 培養
菌かき
又は
破袋
芽出し 生育 収穫 移動
小分け
（ｶｯﾄ）
計量
選別
検査 包装 箱詰め
一正蒲鉾 〇 〇 〇 〇 〇 × 〇 〇 × - × 〇 〇 × 〇
＊マイタケ工場の比較。〇：何らかの機械化がなされている工程。×：主に手作業が中心の工程。
＊機械設備の清掃は日々行われるが、これに関しては人手によって行われている。
出所：筆者作成
一正蒲鉾の工場の機械化
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の技」により行っている。 
現在、一正蒲鉾は、これまで蓄積したデータ分析作業を行っており、マニュアル化に向
けての取り組みが始まったところである。これまで７棟の工場において個別に蓄積したデ
ータを有しているため、その解析が進められている。そのため、現在のところ人材育成
は、ＯＪＴが主体となっている。ただし、全くマニュアルがないわけではなく、一部作業
にはマニュアルは使用されている。 
しかし、「匠の技」に関するマニュアル化に関しては、構想段階にある。過去の蓄積し
たデータや人に体化された微妙な調整作業に関しては、マニュアル化を目指し進めている
試行錯誤の途上にある。それゆえ現状における「匠の技」の習得には、ＯＪＴを行い現場
作業で長い年月を掛け経験を積み重ねさせる中で育成していくという従来型の手法となっ
ている。そのため、短期育成は難しく、工場で「匠の技」を有しているのは一部の社員に
限られている状況にある。 
また、新人の研究員は、研修の一環として工場研修が必須で行われている。これは、人
材育成という教育的位置づけと工場とのコミュニケーションを強化する狙いもある。各部
門が連携してコミュニケーションを図るために工場から研究室、研究室から工場への異動
も適宜行われている。 
研究においても、工場における作業経験（環境制御等）や設備等の知識を有しているこ
とが重要であり、工場との交流が重視されている。これは、研究所から工場に異動となっ
た場合においても、研究所で習得した研究・開発の知識が工場においても活かされるから
である。 
 さらに、野生株の収集は、新人研究員の研修の一環としても行われている。日常におい
ては、見る機会の極めて少ないマイタケの生息状況を自身で見て、肌で感じ取り、それを
研究に活かすためである。環境制御技術を開発していくためにはこの体験が大きく寄与す
る131。それは、この経験が自然環境を工場内に再現する際の礎となるためである。 
 加えて、県の試験所や大学への派遣、学会への参加などを通じて人材育成が行われてい
る。 
 日々の研究に関しては、ＯＪＴを主体とし、自社解析した過去の膨大なデータや作業マ
ニュアルなどを使い指導が行われている。 
                                                   
131 一正蒲鉾へのヒアリングより（2017 年 7 月 13 日）。 
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第 2 項：バイオ研究所と他部署との連携 
 
図表 53 
 
 
 
 
バイオ事業部は、バイオ研究室、工場、バイオ営業部の 3 部門によって構成され、研
究・営業・工場が強い連携によって組織化されている。 
特に、バイオ研究室と 7 棟の工場は同敷地内に隣接しており、日常的にバイオ研究室と
工場が連携できる体制が構築されている。 
 バイオ研究室には、工場を再現した実験室がないため、新しい種菌が開発されると、研
究員が１年から３年の期間において工場へ出向き栽培実験と指導が行われる。まず、１棟
で１年以上にわたり熱心な指導が行われる。そして、ある程度の環境制御等のデータが揃
い、安定栽培に至った段階で２年から３年かけて全棟に展開される。 
また、一正蒲鉾では、全社部長クラス以上が集う会議が四半期毎に実施されている。そ
こで共有された情報をベースにバイオ事業部の会議が、毎月１回実施されている。バイオ
事業部には、営業部もあるため営業現場の情報（顧客のニーズ等）も共有化が図られ、研
究・開発や課題解決に活かされている。 
さらに、バイオ研究室の会議は、週１回定期的に行われている。加えてバイオ研究所内
　　　一正蒲鉾では、マイタケ栽培・販売に当たり、基礎研究を担うバイオ研究・栽培を担う工場
　　販売を担うバイオ営業で構成するバイオ事業部を設け、顧客・消費者への対応を行っている。
出所：一正蒲鉾（2017）「一正の舞茸」『一正 For the Future(会社案内）』を参考に筆者作成。
研究・営業・工場の連携体制
バイオ営業
バイオ研究
工 場
情報
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の各研究員と室長との打合せも週１回行われている。その他、営業および工場においても
同種の打合せは適時行われている。 
 バイオ研究室および工場間の会議も月 1 回行われ、研究室と栽培現場のタイムリーな情
報交換が行われている。そこでは、相互の課題把握と解決策、これまでの取り組み事項の
進捗状況等が話し合われる。 
その他、必要に応じて工場の会議へ研究員が参加し、スケール・アップ試験の調整事
項・研究課題や新規開発事項などの報告が行われ情報の共有化と連携が図られている。 
 他部署との連携については、一正蒲鉾がこれまでに培ってきた水産練り製品事業におけ
る礎がある。一正蒲鉾では、より美味しい商品を製造・開発するために各部署が常に連携
することで情報の共有化が図られている。その前提になるのが、「お客様のニーズに合っ
た、キノコや食の開発を進め、健康で美味しい食品を作り、人々の食生活を豊かにする」
という方針である。そのために、水産練り製品事業で拡大してきた全国に広がる営業網が
あり様々なネットワークが構築され、その営業現場からの情報が共有され研究・開発に活
かされている。 
 
 
 
第 6 節：小 括 
一正蒲鉾は、水産練り製品事業を主体としているが、非関連型多角化として後発ながら
マイタケ事業を開始し国内第三位の生産量を誇るまでになっている。 
 一正蒲鉾も独自開発した栽培技術を有している。栽培方法は、雪国まいたけと同様の
「袋栽培」を採用している。 
 研究・開発においては、既存商品のマイタケを超える高品質を追求して研究・開発が進
められており、漸次的ではあるが改良が進んでいる。しかし、「ビン栽培」の研究・開発
は行われておらず、あくまでも「袋栽培」における研究・開発の域に留まっている。 
また、ホクトと比較して「野生株」の蓄積量や相対的な技術力、設備等も見劣りがす
る。  
一方で、技術力を高めるための社内の情報連携や人材育成体制への取り組みは積極的に行
っている。しかし、「匠の技」の技術継承については、マニュアル化（数値化）を進めて
いる過渡期であり、そのマニュアルが完成し、暗黙知が形式知化され社内の共通言語とし
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て定着するまでには相当の時間を要すると推察される。 
コスト削減への対応として、培地をコンパクト化することで、トレイによる管理・移動
を可能にして効率化を図っている。さらに、工場建屋の形をドーム型から立方体型に変更
し、且つ、建屋の階数を平屋建てから 4 階建てにするなどして栽培効率を高めている。
さらに、栽培工程の機械化（自動化）にも積極的に取り組んでいる。 
 しかしながら、栽培工程においては、「袋栽培」を前提に研究・開発が進められている
ため、「ビン栽培」技術が蓄積されておらず、栽培工程の完全自動化が難しい状況にあ
る。そのため、現状では栽培工程の完全自動化は、機械・装置の発展に依存しているのが
実情である。したがって、雪国まいたけと同様に栽培工程では、「破袋」「収穫」「小分け
（カッティング）」が機械化されておらず、コスト高の要因となっている。同時に、一正
蒲鉾は一部で効率化よりも品質を重視している傾向にあり、品質を維持するためにコスト
増に繋がっても手作業を実施するという経営方針が特徴である。 
 一正蒲鉾のマイタケの技術力（研究・開発含む）は、競合他社に対して経済的価値、希
少性、模倣の困難性は高いが、それを継続・発展させていく組織能力は構築の過渡期であ
り、現段階ではやや低いと思われる。 
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第８章 
 
事例研究の総括 
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第 1 節：予備的考察 
 まず、前段として競争優位性を「包括的」に概観するために「ＶＲＩＯ分析」を行
う。 
各社の競争優位の状況は下記の通りである。 
 
第 1 項：ホクト 
 
（１）経済価値 
ホクトのマイタケは、競合他社と異なりスライスされておらず１株単位での販売となっ
ている。この１株マイタケはホクトが独自開発したものである。競合他社で１株マイタケ
を大量生産可能なところはない。特に 1 株マイタケは、味や食感等の品質が優れているだ
けではく、外観（形状）や棚持ちも良いのが特長となっている。ホクトは、競合他社では
不可能な「ビン栽培」を行っているところが大きな競争優位性となっている。この「ビン
栽培」によって、競合他社と比較して工場の自動化が進み、生産効率が高い仕組みが可能
となっている。 
マイタケは、キノコの中で生産量が国内第 4 位であり近年需要が拡大し、海外での成長
拡大の余地が極めて大きいとされている。また、マイタケは食用キノコとして定着してい
る。さらに、マイタケは機能性食品としても注目されている。 
 このマイタケの効率的な生産体制を実現している人工栽培技術は、経済価値が高いとい
える。 
 
（２）希少性 
 ホクトの資材から種菌・培地開発・環境制御技術に至るまで全て独自開発されている。
競合他社は、資材開発から独自開発する技術は有していない。加えて、ホクトは競合他社
が採用していない「ビン栽培」を行っている。この独自の人工栽培技術によって高品質且
つ大量生産を可能にしている。１株マイタケは商品の観点からも差別化されたものである。 
したがって、ホクトの「ビン栽培」による１株マイタケの人工栽培技術は、独自開発さ
れた技術の集約であり希少性は極めて高いといえる。 
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（３）模倣の困難性 
 まず、種菌については種苗法に基づく品種登録132、資材は特許が取得されている。その
他の資材・培地や独自開発された環境制御技術は、非常に高度なものであり「異質性」「固
着性」が高い資源である。競合他社がこの種菌を利用するためには利用料（コスト）が必
要となる。また、マイタケの「ビン栽培」において高品質と大量生産ならびに栽培工程の
機械化（完全自動化）を実現しているのはホクトのみである。競合他社がこれらに近い技
術を取得するには、これまでホクトが行ってきた長期間に亘る栽培実験の時間や多大な研
究・開発コストが発生する。この模倣コストは、技術開発だけではなく、大量生産設備に
まで及ぶものである。一般的に日産 40～50ｔ程度の工場で数十億単位の建設コストが発生
する。これらを鑑みると資源の移転を容易に行えるものでもない。 
 したがって、ホクトの人工栽培技術は、模倣の困難性は極めて高いといえる。 
 
（４）組織 
ホクトは、研究・開発の体制（人材・組織・規模）が競合他社と比較して圧倒的に充実
している。さらに研究・開発、工場、営業が組織的に一体となり運営されている。設備等
のハード面だけではなく、常に情報共有が可能なように社内的な業務遂行の仕組みと体制
が整えられている。また、人材育成の仕組みも整っている。つまり、環境変化に対応して、
保有する経営資源のポテンシャルを十分に発揮・改善する組織体制を有しているといえる。 
 
 図表 54 
                  組織の環境適応 
 
                                                   
132 農林水産省ホームページによると「品種登録によって育成者権が発生します。育成者権者は業とし
て登録品種及び登録品種と明確に区別されない品種の種苗、収穫物及び一定の加工 品を利用する権利
を専有します。したがって、育成者権者以外の人は育成者権者の許諾を得なければ登録品種等を業とし
て利用することはできません。登録品種である原品種の主な特性を保持しつつ、特性の一部を変化させ
て育成された従属品種 、繁殖のため常に登録品種である原品種植物体を安雑させる必要がある交雑品
種についても原品 種の育成者権者はこれらの品種が品種登録を受けた場合と同の権利を有します。」と
されている。 
内　容 現　況
他部署（営業・工場）との組織的連携 〇
他部署（営業・工場）との情報共有 〇
人材育成の仕組み 〇
栽培技術のマニュアル化 〇
出所：筆者作成
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第 2 項：雪国まいたけ 
 
（１）経済価値 
 雪国まいたけは、天然ものに近いマイタケの大量生産を行い、高品質と低価格を実現し
た先駆者である。「袋栽培」を行い、約 3 ㎏の培地から約 1 ㎏のマイタケを栽培している。 
雪国まいたけのマイタケは大きいだけではなく、風味、食感も良く高品質を維持してい
るところが特長である。「袋栽培」ではあるが、独自の人工栽培技術と大量生産技術を有し
ている。マイタケは、前述の通り成長拡大の余地が極めて大きい。その上、一般的に普及・
定着し、機能性食品としても注目されている。 
 したがって、上記を実現している雪国まいたけの人工栽培技術は経済価値が高いといえ
る。 
 
（２）希少性 
 種菌・培地・環境制御技術は、独自開発を行っている。特に環境制御技術においては、
空調技術に優れている。また、雪国まいたけの種菌は、環境変化への耐性に優れているた
め、コンピュータでの環境制御に適しており、大量生産技術確立の上では大きな要因の一
つと考えられる。このマイタケを大きく生長させる技術は、種菌固有の力だけではなく、
培地と環境制御技術にも依拠している。培地は創業当時から開発が始まり、創業者である
大平氏の独自の発想とそのノウハウにより開発されたものである。環境制御技術も競合他
社とはアプローチ方法が異なり、大平氏独自のストーブを利用した研究方法で開発されて
いったものが礎となっている。 
これらの人工栽培技術は、いずれも雪国まいたけの独自開発したものであり、希少性は
高いといえる。 
  
（３）模倣の困難性 
 種菌については、種苗法に基づく品種登録がされており、知的財産権として保護されて
いる。競合他社がこの種菌を利用するためには利用料が発生する。加えて、競合他社がこ
れらに近い技術を取得するには、これまで雪国まいたけが行ってきた長期間に亘る栽培実
験の時間や多大な研究・開発コストが発生する。雪国まいたけの創業時から培われた環境
制御技術等は、経路依存性や因果関係の曖昧性が特に高く、競合他社が同様の技術を確立
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するには模倣コストが発生する。工場の建設コストも同様である。 
しかし、「袋栽培」による大量生産は、一正蒲鉾においても実施され、代替技術が確立さ
れている。しかしながら、その他のマイタケ生産事業者で同様のことを実現するには技術
面とコスト面の双方で参入障壁が極めて高い。 
 つまり、模倣の困難性は高いといえる。 
 
（４）組織 
 雪国まいたけは、マイタケの人工栽培技術の有するポテンシャルを発揮できる組織体制
が整っているとは言い難い。全ての意思決定がトップダウンで行われるため、意思決定の
スピードは速い。しかし、研究・営業・工場の連携がなく情報の共有がなされていない。
また、環境制御技術を有する人材育成の制度も整っていない。 
 つまり、環境変化に対して経営資源の有するポテンシャルを発揮する組織体制が整って
いるとは言い難い。 
 
 
図表 55 
組織の環境適応 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
内　容 現　況
他部署（営業・工場）との組織的連携 △
他部署（営業・工場）との情報共有 △
人材育成の仕組み ×
栽培技術のマニュアル化 ×
出所：筆者作成
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第 3 項：一正蒲鉾 
 
（1）経済価値 
 独自の高い品質基準と栽培技術によって高品質なマイタケを栽培している。「袋栽培」に
おける培地の小型化に成功し、少量の培地で高品質なマイタケを栽培する技術を有してい
る。また、生長速度をコントロールする技術も有している。マイタケの品質を劣化させず
培地を縮小化させることで、栽培の効率化と高品質を維持している。さらに、生長速度を
一定にコントロールすることでトレイを活用して収穫作業の軽減を図っている。マイタケ
は、前述の通り安定した需要があり、特に海外における成長拡大の余地が極めて大きい。 
 上記を実現している人工栽培技術は、経済価値が高いと言える。 
 
（2）希少性 
 種菌・培地・環境制御技術は、独自開発を行っている。 
 環境制御技術に関しては、独自のドーム型平屋構造の栽培棟による栽培実験から始まり、
箱型平屋構造そして箱型 3 階建、現在では箱型 4 階建の工場となっている。様々な改善が
繰り返され、確立された独自技術である。加えて、「袋栽培」技術においては、独自の培地
を開発し、培地容量の縮小化に成功している。この少ない培地量で高品質で安定した大量
生産を実現できる「袋栽培」の競合他社は存在しない。また、培地容量の縮小化によって
工場内の作業（移動作業の自動化）効率化にも繋げている。これらの技術と仕組みは、独
自開発であり希少性が高い。 
 
（3）模倣の困難性 
 種菌については、種苗法に基づく品種登録がされており、知的財産権として保護されて
いる。 
一正蒲鉾もホクトや雪国まいたけと同様に独自の種菌や環境制御技術は、経路依存性や
因果関係の曖昧性が高い。そして、競合他社が同様の技術を確立するには模倣コストが発
生する。工場の建設コストも同様である。 
しかし、「袋栽培」による大量生産は、雪国まいたけにおいても実施され、代替技術が確
立されている。ただ、その他のマイタケ生産事業者で実現できていない。 
 したがって、模倣の困難性は高いといえる。 
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（4）組織 
 バイオ研究室、工場、営業との連携体制が整えられており、情報の共有化が図られてい
る。また、水平的な連携体制だけではなく、階層別（垂直的）の連携体制も整えられてい
る。しかし、環境制御技術における人材育成においては、制度やデータおよびマニュアル
の整備段階であり、具体的なものは現時点ではないのが実情である。特に、「匠の技」を有
した人材育成については、従来型の現場経験（ＯＪＴ）の積み上げで習得していくスタイ
ルである。 
 したがって、経営資源の有するポテンシャルを発揮する組織体制については、部分的に
整備されている状況（一部課題がある状況）であるといえる。 
 
図表 56 
 
組織の環境適応 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
内　容 現　況
他部署（営業・工場）との組織的連携 〇
他部署（営業・工場）との情報共有 〇
人材育成の仕組み △
栽培技術のマニュアル化 ×
出所：筆者作成
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第 4 項 ＶＲＩＯ分析結果 
 
図表 57  
 
 
 
 
 ホクトは、コアとなる分野の技術を研究・開発（栽培技術開発）を開始した早期の段階
から特定している。これは、ケイパビリティによって、市場における成長領域を競合他社
に先駆けて特定し、自社の事業戦略を進化させ続け、事業環境の変化に柔軟かつ機敏に対
応しながら組織の各階層において対応するというサイクルを確立しているといえる。さら
に、「匠の技」を有した専門人材の育成プログラムを持ち、人材育成が積極的且つスピーデ
ィーに行われている。この「匠の技」を有した人材育成のスピードは、圧倒的なものがあ
る。この人材育成のスピード化が工場の新設機会の増加を可能にしている。 
 「匠の技」は、競合他社では社内の極めて少数の専門家が熟練の勘と経験による職人技
として暗黙知を蓄積している。しかし、ホクトは「匠の技」を組織の形式知として定式化
し、組織に広く「共通言語」として定着させている。競合他社と比較して、蓄積されてい
るデータ量（経験値）が多く、それを活用した分析により、「匠の技」をいち早く一般化（マ
ニュアル化）することに成功している。そして、競合他社と比較して、「匠の技」のマニュ
アル化されている範囲が広く、具体化（数値化）されていると言える。換言すれば、「匠の
技」における暗黙知として残っている範囲が小さく、短期間での人材育成が可能となって
いる。さらに、現場における実践への適用を通じた学習と現場における情報（失敗例と成
功例、課題など）を公式にフィードバックする仕組みを構築することによってさらに技術
を進化させている。したがって、ホクトは競合他社と比較して持続的競争優位性が高いと
言える。 
経済価値 希少性 模倣の困難性 組織 競争優位の状況
ホクト YES（高い） YES（高い） YES(極めて高い） YES（極めて高い） 持続的競争優位（強）
雪国まいたけ YES（高い） YES（高い） YES（高い） NO（極めて低い） 一時的競争優位
一正蒲鉾 YES（高い） YES（高い） YES（高い） YES（高い） 持続的競争優位（弱）
＊YESを「極めて高い」「高い」、NOを「極めて低い」「低い」に分類して表示している。
＊競争優位の状況を「強」「弱」に分類して表示している。
出所：Barney（2002,p.272）を参考に筆者が加筆・修正して作成。
人工栽培技術
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第 2 節 考 察 
 
第 1 項：競争優位性の形成要因 
マイタケが生長可能な「自然環境を再現する」と言葉で言うは易いが、これを人工的に
再現するのは、非常に高度な技術力が必須である。その理由は、マイタケは他の食用キノ
コと異なり人工栽培が非常に難しいとされているからである。 
マイタケを栽培するために最適環境を人工的に再現するためには、長期的な視野に立ち、
粘り強く、継続的に栽培実験を繰り返す必要がある。自然環境では、風も吹けば、雷もな
り、場合によっては嵐も発生する。このような「ストレス」を受けながらマイタケは生長
している。このようなストレスもマイタケの生長には重要な要素となっている。例えば、
光はマイタケの生長に不可欠なものである。しかし、どの波長を、どの組み合わせで、ど
のくらい、どのタイミングで照射するかを特定しなければならない。これらは、キノコの
品種によっても異なってくるものである。したがって、栽培技術を確立するには、多くの
技術的難題をクリアしなければならないことが分かる。 
 一方、難易度の高い課題をクリアして栽培技術を確立すれば、非常に高い参入障壁とな
り強固な競争優位性となる。しかし、工業製品とは異なり、マイタケは生物であるため栽
培技術を確立しただけでは課題が全て解決したとは言えない。それは、栽培技術の確立後、
次の大きな障壁となるのは、大量生産技術の確立である。小さな栽培実験室で栽培に成功
した後、それを大きな工場で再現することにも高度な技術が必要になる。工場は、工場毎
に工場内の条件も微妙に変化する。工場の形やレイアウト、規模、機械・装置類の配置等
が異なれば、工場内の空気の流れ具合や二酸化炭素・湿度・気温・光などの状況も異なる。
これらの変化を感じ取り、その場所に最適な環境を整える技術が必要となる。つまり、工
業製品では一般的な大量生産技術も生物（菌類）であるマイタケの栽培においては、競争
優位性の重要な要素となっているということである。 
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第 2 項：ホクトの研究・開発力の競争優位性 
 
図表 58 
 
 
 
 
雪国まいたけがマイタケ以外の種菌を外部調達していることからも種菌の研究・開発・
品質管理が容易なものではないことが推察できる。しかし、ホクトはこの種菌の研究・開
発のみならず、資材の研究・開発まで自社で独自開発している（できる）ところに研究・
開発力を伺い知ることができる。具体的には、以下の通りである。 
ホクトの競争優位性を構築するにあたり重要な役割を果たしているのが「ビン栽培」技
術とそれを構築した研究所である。競合他社と比べ研究員の在籍数や組織体制だけではな
く、実験設備等も充実している。  
研究設備に関しては、ホクトは「工場を再現した大型の栽培実験室」を品種毎に有して
いる。競合他社は、このような大規模な栽培実験室を有しておらず、実際の栽培実験は、
工場の生産ラインの一部を実験用に利用している状況にある。そのため、小さな実験室で
行った栽培実験を再度工場で行いスケール・アップ問題を解決する必要がある。 
ホクトは、研究・開発の初期の段階から「工場を再現した大型の栽培実験室」を利用し
出所：筆者作成。
各社の栽培方法
雪国まいたけ
袋栽培
ビン栽培
一正蒲鉾
ホクト
菌床栽培
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て様々な栽培実験を行うことで、スケール・アップ問題などを早期にクリアできることか
ら、研究・開発期間の短縮を実現している。 
そして、このホクトの技術的優位性を支えているのが、競合他社においては、「暗黙
知」として極めて少人数の専門家が「熟練の勘」と「経験」によって行っている「匠の
技」の一部を組織の「形式知」として定式化し、工場の「共通言語」として定着化させる
ことである。 
ホクトの「匠の技」の技術伝承では、競合他社と比較して「暗黙知」の「形式知化」の
度合いが大きいことが判明した。ホクトは際立って形式知化が進んでいるということであ
る。この要因には、ホクトの有する品種毎の「工場を再現した大型の実験室」の存在が大
きく関わっている。ホクトが「工場を再現した大型栽培実験室」を有している利点は、ス
ケール・アップ問題等を早期に研究段階でほぼ解決できるところである。 
競合他社は、技術が確立した段階で工場に実験ラインを構築し、そこで再度栽培実験を
行い環境制御技術の調整を実施しなければならない。ホクトは、当該実験室を有している
ことで、本番環境に近い状態での栽培テストが可能で、早い段階から栽培テストデータの
蓄積が可能となっている。この圧倒的なデータ蓄積量（「徹底的なデータベース化」）によ
って、これを分析することで「匠の技」とされた栽培技術の「形式知化」が促進されてい
る。 
さらに、これが環境制御技術の高度化だけではなく、栽培工程の機械化（自動化）を可
能にした「機械化に適合したマイタケ」の礎となっている「形状をコントロールする技
術」「栽培スピードをコントロールする技術」などにもつながっている。 
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図表 59 
 
 
 
 
加えて、このハード面の差だけではなく、ソフト面においてもホクトが競合他社を凌い
でいることが分かる。 
ホクトの研究所には 1 万以上の菌株133が蓄積されているが、これらの菌株は、独自に世
界の山々の野生のキノコから採集した「野生株」や、品種開発で得られた優良な「培養
株」である。これらは、「遺伝資源」として保存・蓄積されている。そしてこの「遺伝資
源」を活用して原菌及び種菌の研究・開発が行われるため重要な経営資源となっている。
特にマイタケの「野生株」の採取は、幻のキノコといわれているため容易に取得・蓄積で
きるものではない。 
ホクトは、この「遺伝資源」と最先端のバイオテクノロジー（遺伝子解析等）を駆使す
ることで、味や香り、食感などの形質に関連する遺伝子を特定することが可能となってい
る。そして、特定された遺伝子をマーカー（目印）として用いることでスクリーニングの
スピードを大幅に加速し、遺伝子組み換えをすることなく、これまでにない高品質でより
美味しく、さらに機械化に適した特質を有するマイタケ開発に繋げている。 
                                                   
133 2016 年 7 月時点の数値（ホクト IR 広報課ヒアリングより）。 
基礎研究 初期の栽培実験
工場での
栽培実験
データ蓄積量
「匠の技」の
形式知化の範囲
ホクト
研究室における
栽培実験
工場を再現した
大型の実験室での
栽培実験における
スケール・アップ
問題への早期取り
組みと解決
微調整のみ 多い 大きい
競合他社
研究室における
栽培実験
（な　し）
　スケール・
アップ問題へ
の一からの対
応
（栽培実験）
少ない 小さい
出所：筆者作成。
形式知化の促進要因
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一方、雪国まいたけは、野生株の蓄積を組織的には行っていない。一正蒲鉾は野生株の
収集を始めているが、ホクトほどの蓄積はない。つまり、ホクトは競合他社が保有してい
ない栽培技術の確立において根幹となる独自の「遺伝資源」を多数有している。 
 これらの状況を別の視点から確認するために、「知的財産権」の一種である種苗法におけ
る品種登録数の確認を行った。その結果、品種登録数は、ホクトが 45 件、雪国まいたけが
16 件、一正蒲鉾が 7 件であった。 
この品種登録件数からもホクトの研究・開発力の競争優位性が認識できる。 
 
図表 60 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ホクト 雪国まいたけ 一正蒲鉾
45件 16件 ７件
出所：筆者作成。
種苗法における品種登録件数比較
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図表 61 
 
 
 
第 3 項：栽培技術における競争優位性 
マイタケは非常にデリケートであり、僅かな環境変化でも生長が安定しなくなる。特に
大型の工場では、空調（風向き・排出）・温度・湿度・光（波長の組合せ、照射のタイミン
グと時間等）・二酸化炭素等など実験段階と適正な環境条件が微妙に異なり、これが栽培に
大きく影響する。そのため、これらの環境構成要素の微調整（栽培実験）が繰り返され、
高品質のマイタケの栽培技術が確立される。 
 この栽培技術の構築には、環境制御技術が重要となる。しかし、複数の環境要因の特定
とその調整には高度な技術力が必要となり、競争優位性の礎となる。菌の生長段階に応じ
出所：筆者作成
研究開発の仕組み
交配操作
資材
研究開発
国内外の山々で独自採取・
蓄積された 」
遺伝子解析
膨大な
栽培実験
遺伝資源の蓄積
（優秀な親株）
卓越したバイオテクノロジー技術に
より蓄積された 」
交配法
スクリーニング
技術
大量生産
への適応
安全・安心
高品質
＋
独自の栽培技術・量産化技術
野生株 培養株
マニュアル化
（数値化）
機械化
（自動化）
匠の技
（伝承）
+
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て最適な環境制御（要因）が異なってくるため、それを特定していくことが必要であり時
間とノウハウを要するものである。 
ホクトにおいて、このような対応が可能になったのは、やはり研究所を設立し、長年に
亘り難易度が高いとされる栽培技術や大量生産技術を継続的に研究してノウハウを蓄積し
ていたことが寄与していると考えられる。 
前述のように、マイタケの栽培は、完全制御型の工場で行われている。独自開発した種
菌と栽培技術を駆使して栽培行われる。しかし、マイタケ栽培においては、完全自動化は
非常に困難とされている。重要な要素は、環境制御システムではなく、最終的には人によ
る微妙な環境コントロールが必須となるためである。工場内の環境制御については、湿度、
温度、二酸化炭素、光、空調などは、システムにより自動制御となっている。 
しかし、最終的に微妙な調整はシステムではなく人によって管理されており、人がマイ
タケや工場内の様子をチェックしながら日々微調整が行われている。微妙な調整は、例え
ば、工場内環境を肌感覚で感じ取る能力やガラスへの水滴の付着具合、工場内に設置した
紙の湿り具合、マイタケの生長具合などの小さな変化を読み取る技術などである。この小
さな変化を読み取り、温度や湿度などを 0.1 度単位で環境設定を変更していく。時には、
生長度合いの異なるマイタケの配置と組み合わせを変えたりもすることもあるという。こ
こに環境制御技術の「匠の技」があり、マイタケの出来栄えを大きく左右する最も重要な
技術となっている。 
 ホクトは、自社の競争優位性について下記の通り言及している134。 
 
 『 「ビン栽培」の一番の特徴は、機械化を可能にできることかと思います。同じビンに
同じ量の培地を詰め、同じ量のキノコを同じサイクルで収穫することができ、大量生
産が可能です。また、マイタケは一般的には大きな株で作り、それを切ってパック詰
めしているのがほとんどで、１株マイタケは弊社のオリジナルです。従いまして、人
件費の抑制につながり、コスト削減ができ、原価も低減できます。 』 
 
 
 
                                                   
134 ホクトのＩＲ・広報室室長へのヒアリングより（2016 年 7 月 14 日）。 
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図表 62 
 
 
 
 
 
No 内　容 ホクト 雪国 一正
1 研究員数（注２） 60名 20名 12名
2 種菌の研究・開発 〇 △ 〇
3 野生株の蓄積数（注３） 約1万株 × 約500株
4 野生株の活用 〇 × 〇
5 形状と重量を一定にコントロールする技術 〇 × ×
6 生長スピードを一定にコントロールする技術 〇 × 〇
7 資材の開発技術 〇 × ×
8 培地の開発技術 〇 〇 〇
9 ビン栽培の技術 〇 × ×
10 袋栽培の技術 × 〇 〇
11 工場の原材料～箱詰めまでの工程数 13 15 14
12 マイタケを大きく生長させる技術 △ 〇 〇
13 種菌の品質を維持・管理する技術 〇 〇 〇
14 匠の技の養成システム（人材育成システム） 〇 × △
15 他部門との情報の共有・連携システム 〇 × 〇
16 工場の新設や設備のリニュアル化 〇 × 〇
17 新しい研究機材の導入・リニュアル化 〇 × 〇
注1：△は、一部あり。
出所：筆者作成。
注2：研究員数：ホクト及び雪国まいたけは、エリンギ等他のキノコ
 　  の研究員を含んだ数値。一正蒲鉾は、主にマイタケの研究員数。
注3：野生株の蓄積数：ホクトは、様々なキノコの野生株数。一正蒲鉾
 　  は、マイタケの野生株が中心、且つ、ある一定の基準を上回るものに
 　  限定した数値。
ホクト・雪国まいたけ・一正蒲鉾の栽培技術の比較
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第 4 項：工場の機械化 
ホクトは競合他社と比べ、工場の機械化（自動化）が進んでおりコスト競争力が高めら
れている。徹底した機械化を実現するためには、様々な栽培技術の蓄積があってはじめて
可能となるものである。 
 
（1）栽培技術 
マイタケは、生物であるため工業製品のように同じ形状・重量で栽培することは難しい。
また、マイタケは工業製品とは異なり傷つきやすく、形状も複雑である。そのため、機械
化が困難な工程があり、「破袋」「収穫」「カッティング（小分け）」工程などは手作業で行
われるのが一般的である。これは、雪国まいたけだけではなく、一正蒲鉾、株式会社北研
135（以下、「北研」という）などでも収穫工程などは手作業で行われている。特に、マイタ
ケの形状は、傘がシイタケやエリンギのように整った形をしておらず、茎も整然としない
で幾重にも枝分かれした特に複雑な形状をしている。 
しかし、ホクトはこの人手の掛かる収穫工程などの機械化に成功している。ホクトにお
ける収穫作業の機械化は、機械設備が進歩したということよりも、マイタケ自体を機械化
に適合させたところが要諦と言える。前述の通り、ホクトが資材や原菌及び種菌の研究・
開発段階から機械化を前提とした独自技術を構築しているところに依拠している。ここに
競合他社にはないホクトの技術力が顕著に現れている。 
機械化に適したマイタケを栽培する技術の構築には、マイタケの品質だけではなく、生
長速度・形状・重量等をコントロールできる技術が必須となる。競合他社は、手作業で収
穫作業を行っているために、人が形状を判断し、選別・カット作業を行っている。しかし、
収穫作業を機械化するためには、厳格に形状・重量と生長スピードをコントロールする技
術が必要となるが、競合他社はその段階にまでは至っていない。 
これは、日程に合わせて決められた形状と重量に生長させることができる技術である。
機械化を前提にするためには、一般的な栽培技術以外に更なる困難な課題を解決するため
の高度な技術が不可欠となる。味・食感等の品質が良くとも機械化に伴う基準が満たされ
なければ不適格となる。単純にマイタケとして良品であっても、生長過程で生長速度、形
状（高さ・幅）、重量にバラツキが発生するマイタケでは自動化には適さない。そのため厳
                                                   
135 1961 年創業でキノコの研究・開発・生産を行っている。シイタケが中心。 
174 
 
しい基準をクリアできる優秀な原菌及び種菌の研究・開発が求められるのである。これら
の技術的課題を解決して独自の栽培技術を確立しているところにホクトの研究・開発力が
あり、これもコスト競争力を形成する重要な要素の一つとなっている。 
つまり、ホクトはマイタケをある一定の品質で、形状や生長速度のバラつきが小さく、
重量もある一定の範囲内で栽培する栽培技術が優れているということである。これを実現
するために低下させてはならないのは品質（味・香り・触感等）である。これらを維持し
つつ形状や生長速度をコントロールできなければならない。これは、生産量が少ない場合
は難易度が低いが、日産約 38ｔもの大量のマイタケを決められた基準値内の品質・形状・
重量で栽培できなければならないというところに難易度の高さがある。 
このようにマイタケを安定的に栽培できる技術力を有していることで、競合他社では実
現できない「ビン栽培」が可能となり工場の完全自動化を達成してコスト競争力が形成さ
れている。例えば、雪国まいたけでは、人が今日出荷できそうなもの、明日に回した方
が良いものを判断して、移動・仕訳が行われている。これは、マイタケの生長スピード
にバラつきが生じるためであり、成長速度を一定にする技術力が低いためである。一
正蒲鉾は、雪国まいたけと比較すれば生長スピードのブレ幅は少ないとされているが、
ホクトほど高度化されていない状況にある。 
具体的には下記の通りである。 
・菌糸の伸長速度が速い 
・菌体量が多く、力強く伸びること 
・菌糸が正常に伸びて、マダラに伸長しないこと 
・発生してきたマイタケが褐色から黒褐色であること 
・害菌類に抵抗性があり強いこと 
・遺伝形質が安定し、系統または品種の特性を具備している（変異がない）こと 
・菌糸活力が強く（菌糸の老化がなく）子実体生産能力が高いこと 
・微生物学的に純粋であること 
つまり、ホクトは以上のような、諸条件をクリアした上で機械化に適した種菌の開発力
を有しているということである。逆説的に述べれば、競合他社は、機械化に適した「ビン
栽培」においてホクトと同水準以上のマイタケを栽培する技術力を有しておらず、現状「袋
栽培」を選択せざるを得ないといことである。この「ビン栽培」において、「袋栽培」と同
等以上の高品質のマイタケを大量生産可能なレベルまで高められたところに、ホクトの研
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究・開発力の高さがある。 
また、一般的にマイタケは培地が大きく、その培地に多くの菌糸が生長すればするほど
良い品質のマイタケができるとされてきた。ホクトは、「ビン栽培」を選択し、効率を高め
るために「ビンの容量（大きさ）」を小さくしている。つまり、少量の培地で高品質を達成
しなければならないという技術的ハードルもクリアしている。 
 
（2）資材の研究・開発 
ホクトの工場の機械化には、独自開発した資材が「ビン栽培」に大きく寄与している。
前述の通り、ホクトは「ビン栽培」、競合他社は、「袋栽培」を行っている。ホクトは機械
化を前提にビン栽培を選択し、高品質なマイタケの栽培に成功している。これは、ホクト
が資材メーカーとして蓄積してきた独自のノウハウ（ビンの形状・容量等）と言える。 
この「ビン栽培」の特長は、ビンの形状が整っているため運びやすく、保管・移動・収
穫・管理が行いやすく機械化にも適しており生産の効率化（容積当たりの栽培量）が図れ
るという点である。工場ではある一定範囲内の重量と形状のマイタケを同じサイクルで収
穫することができるようにコントロールされている。それによって、機械化が図られ大量
生産が実現している。 
 ホクトがキノコの研究を開始してから約 40 年が経過するが、これらの技術は研究所に
おける日々の研究・開発の積み重ねによって出来上がったものである。そしてこれが極力
人手を掛けず、高品質を維持しながら量産化できる仕組みへと繋がっている。そのため、
競合他社がこのシステムの詳細を把握・模倣することは容易ではなく、高い障壁となって
いると言える。 
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（3）工場の機械化 
 
図表 63 
 
 
 
 
  
 ホクトと競合他社のマイタケ工場の工程を比較すると、ホクトの方が機械化されている
工程数が多いことが分かる。特に競合他社の行っている「袋栽培」は、「収穫」「小分け
（カッティング）」の機械化が難しく、「ビン栽培」と比較して多くの人手を必要とする。 
さらに、ホクトではビン１本に１株のマイタケ（一株マイタケ）が生産されている。１
パック（約 120g）単位の大きさで収穫され、カッティングされることなく収穫したその
状態（大きさ）で包装・出荷される。 
一方、雪国まいたけは約 1 ㎏、一正蒲鉾は約 490g まで生長させ、それを人手によって
袋から取り出す収穫作業が行なわれる。さらに、次工程で１パック（100g～200g）の販売
単位の大きさに小分け（カッティング）する作業が必要となる。 
現行、この収穫とカッティング作業は特に多くの人手を要する工程となっている。ホク
トは、「ビン栽培」により、販売単位である約 120g で収穫することで、この収穫とカッテ
ィング作業が機械化され不要となっている。ホクトのマイタケは、収穫日に約 120g にな
るように正確にコントロールされている。マイタケの生長にバラつきが生じては機械化で
工程数 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15
作業内容 原材料 詰込 殺菌 接種 培養
菌かき
又は
破袋
芽出し 生育 収穫 移動
小分け
（ｶｯﾄ）
計量
選別
検査 包装 箱詰め
ホクト 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 - - 〇 〇 〇 〇
雪国まいたけ 〇 〇 〇 〇 〇 × 〇 〇 ×
カット工場
への移動
が発生
× 〇 〇 〇 〇
一正蒲鉾 〇 〇 〇 〇 〇 × 〇 〇 × - × 〇 〇 × 〇
＊マイタケ工場の比較。〇：何らかの機械化がなされている工程。×：主に手作業が中心の工程。
＊ビン栽培：ホクト、袋栽培：雪国まいたけ・一正蒲鉾。
＊工程間の移動は、フォークリフトによる人手が発生する。
＊機械設備の清掃は日々行われるが、これに関しては人手によって行われている。
＊工程10の移動は、生産工場から包装工場への移動を表す。工場から工場への搬出・搬入の際に作業が発生する。
出所：筆者作成
3社の工場の機械化（比較）
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きないため高度な技術が求められる。 
通常であれば約 120g は、マイタケの形状・重量ともに生長途中（未成熟）の段階での
収穫であるため、品質が著しく低くなる。しかし、一般的には未成熟とされる段階におい
て、「袋栽培」の約 500g や約 1 ㎏のマイタケと同等以上の品質を有しているところにホク
トの栽培技術の高さがあり競争優位性となっている。これは、小さくても味、香りが良
く、さらに肉厚で食感も良く、生長スピード・形状等のバラツキが小さい性質を有した種
菌とその人工栽培技術によるものである。そして、その礎となっているのが研究・開発技
術力であると言える。そして、この研究・開発の根幹にあるのが「野生株」の蓄積量であ
る。 
加えて、マイタケを大きく生長させるためには、それだけ時間が必要となる。ホクト
は、約 1.5 カ月で収穫されるが、雪国まいたけは、収穫するのに約 3 ヶ月、一正蒲鉾は、
約 2 ヶ月を要する。さらに、同じ広さの工場であれば、栽培量（栽培効率）は、ビン栽培
の方が高い。 
 
図表 64 
 
 
 
これらを鑑みると、ホクトは、競合他社と比較して生産効率が高められていることが分
かる。3 社のセグメント別利益を比較するとその違いが鮮明に出ている。 
さらに、３社の栽培期間を比較すると、ホクトが約 40 日と最短である。これにより、
回転率が高まるだけではなく、栽培面積当たりの栽培効率が高いことが分かる。同じ量を
毎日出荷する前提で比較すると栽培期間が短ければ、その日数分の栽培スペース（培養・
発生等）を削減できることになる。 
 
 
社名 ホクト 雪国まいたけ 一正蒲鉾
期　間 約40日 約3か月 約2か月
重　量 約120ｇ 約1,000ｇ 約490ｇ
注）特別販売用のパックではなく、定番商品を前提としている。
出所：筆者作成。
各社のマイタケ栽培に掛かる期間
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図表 65 
 
 
 
 
図表 66 
 
 
 
 
 上記における機械化の進捗度合いや工程数および栽培期間の差がコストに影響を与え、
店頭価格に差が無いのであれば収益性に影響を及ぼすことは明白である。つまり、ホクト
の機械化を前提に開発されたマイタケと完全機械化（自動化）を実現した工場によって高
効率生産体制が構築され、これによってコスト競争力が高められている136。 
                                                   
136 雪国まいたけは、経営状況が悪化しファンドの管理下に置かれている。一方、ホクトは収益力もあ
り財務体質が健全であり、格付機関（ＪＣＲ）より「Ａ－ 」の格付を取得している。 
（単位：百万円）
会社名 ホクト 雪国まいたけ 一正蒲鉾
キノコ事業売上高 45,482 19,900 4,056
セグメント利益 4,054 71 66
減価償却費 5,185 1,436 393
利益率①〔利益/売上高〕 8.9% 0.4% 1.6%
利益率②〔（利益＋減価償却費）/売上高〕 20.3% 7.6% 11.3%
　　　雪国まいたけについては、上場廃止準備期以前である平成25年度（訂正）有価証券報告書を使用している。
　　　〔創業者である大平喜信氏が代表取締役社長である時期（株式会社ＢＢＪ－２２の完全子会社化移行準備前）〕
出所：有価証券報告書：ホクト（第53期:平成27年度）、雪国まいたけ（第30期：平成25年度）、一正蒲鉾（第52期：
　　　平成27年度）を参考に筆者作成。
                                 セグメント利益の比較
（単位：百万円）
会社名 ホクト 雪国まいたけ 一正蒲鉾
キノコ事業売上高      (A) 45,482 19,900 4,056
セグメント利益          (B) 4,054 71 66
セグメント従業員数   (C) 3,110 1,689 375
従業員一人当たり売上高　(A)/(C) 14.62 11.78 10.82
従業員一人当たりの利益　(B)/(C) 1.30 0.04 0.18
　　　雪国まいたけについては、上場廃止準備期以前である平成25年度（訂正）有価証券報告書を使用している。
　　　〔創業者である大平喜信氏が代表取締役社長である時期（株式会社ＢＢＪ－２２の完全子会社化移行準備前）〕
出所：有価証券報告書：ホクト（第53期:平成27年度）、雪国まいたけ（第30期：平成25年度）、一正蒲鉾（第52期：
　　　平成27年度）を参考に筆者作成。
          セグメント従業員数（正社員＋臨時従業員）一人当たりの売上高・利益
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 いずれにしろ、ホクトが工場の各工程の機械化率を高めることができるのは、機械化に
適したマイタケの栽培技術を有しているからである。競合他社が「袋栽培」であるのに対
して、ホクトは「ビン栽培」に徹している。これが生産工程の機械化導入率の高さに直結
しており、コスト低減が図られ、高収益構造へと繋がっている。 
 
 
第 5 項：社内システム 
 ホクトと雪国まいたけでは、栽培技術の指導・育成におけるスタンスが大きく異なって
いる。ホクトのように組織の壁を越え幅広く情報を共有するスタンス（以下、「オープン型」
という）と雪国まいたけのように特定の幹部社員のみに絞り込み情報が伝えられるスタン
ス（以下、「クローズド型」という）の違いである。 
雪国まいたけは、重要な栽培技術に関しては秘伝的な要素が強く、公式のマニュアル等
は存在しておらず、属人的な経験知の域を出ないものとなっている137。この手法は、企業
規模がある一定の規模までは有効に機能するかもしれない。しかし、ある一定の規模を超
えた場合、あるいは事業の拡大を図る際は有効に機能させることは難しい。 
雪国まいたけの工場が本社を中心とした新潟の一部の地域に集中しているのもこの「ク
ローズド型」に依拠していると言える。雪国まいたけは、栽培技術のブラックボックス化
を行っているため、工場数が増加した場合など各工場の不測の事態等に対応して栽培を安
定化していくことには必然的に限界がある。つまり、創業者が「栽培統括責任者」として
管理・監督が可能な地理的範囲内での事業展開にならざるを得ないのである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
137 2016 年 6 月より経営体制が刷新（株式会社 BCJ-22 による完全子会社化：上場廃止）され、現在は新
しい方針で取り組みがなされようとしている。 
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図表 67 
 
 
 
一方、ホクトは栽培技術の根幹である「匠の技」をある一定の期間で教え伝えていく仕
組み「（匠の技）高速人材育成システム」や栽培技術を改善していく仕組み「栽培技術のブ
ラッシュアップシステム」を有している。一正蒲鉾は、ホクトと雪国まいたけの中間に位
置している。一正蒲鉾は、「匠の技」を伝えていく人材育成システムは構築段階であり、マ
ニュアル作成の途上にある。情報共有は公式会議が開催され、営業・研究所・工場が連携
する仕組みは有しており、フィードバックと改善が実施されているので仕組みはある程度
確立されていると言える。 
ホクトは、研究所にて栽培技術のマニュアル化が徹底して行われており、この徹底した
マニュアル化（数値化）により、短期間での人材育成が可能となっている。また、「匠の技」
自体に関しても引き継ぐ仕組みも確立されていることが人材育成のスピード化に大きく寄
与している。ホクトがこれを実現できるのは、研究所の研究・開発力の高さだけではなく、
営業や工場との「情報共有」「改善」「フィードバック」「検証」の仕組みが公式に存在する
からである。この仕組みによって、改善が繰り返されると伴に、栽培技術とマニュアルが
進化し、これが人材育成のスピード化と環境適応力に繋がっている。 
通常、新工場を建設すると工場内の栽培環境（空間）が既存の工場と異なってくるため、
既存の工場と同じように環境制御を行っても生産が不安定になるのが通例である。そこで
 出所：各社のホームぺージ（2017年1月26日）及び一正蒲鉾（2015）を参考に筆者作成。
3社の工場数の推移
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マニュアル化されていない（できない）微妙な環境要因の調整を行う必要が生じる。一般
的には、この環境調整が不調に終わり、新工場の稼働が計画通りにいかないケースも多い。 
しかし、ホクトは競合他社には見られないスピードで新工場を立ち上げ、事業拡大に成
功している。これが可能なのは、栽培の技術力が高いだけではなく、優れた技術指導ノウ
ハウが蓄積されているためである。これは、一般的に人に体化された非言語情報を「形式
知」に変換する能力に優れているとも言える。つまり、この「匠の技」の一部を理論的に
整理・分析して、それを誰が見ても分かりやすく文書化（マニュアル化・一般化）する技
術・能力が競争優位性の一部になっている。これは、大規模工場を数多く建設していく中
で培われた技術であり経路依存性が高いと考えられる。 
また、残った「匠の技」の部分に関しては、研究所を中心として短期間で技術を習得で
きる育成プログラムが優れており、これらによって栽培技術・量産化技術が高度化して安
定した品質と大量生産、さらには工場の新設の加速化を可能にしている。 
換言すれば、競合他社と比較して「匠の技」における感覚型暗黙知の範囲が小さいとい
える。これは、競合他社にはない品種毎の「工場を再現した大型の実験室」を要し、そこ
で蓄積されたデータや全国に 31 カ所ある工場で蓄積された日々のデータ分析によって、
「匠の技」の一部がマニュアル等に共通言語化（形式知）されていることに依拠している。 
さらに、ホクトの研究・開発の特徴は、「環境変化への対応」が前提になっていることで
ある。「全国会議」にて営業担当が収集したタイムリーな顧客のニーズなどに応えるという
「マーケットイン」の発想が研究・開発に根付いている。そのため、顧客の要望など現場
の生の声が研究所にも速やかに提供され、研究・開発に繋げる体制となっている。 
 つまり、これらの社内システムの違いがホクトの競合他社に対する競争優位性を形成す
る一因となっていると言える。 
ホクトが雪国まいたけよりも後発で市場に参入したにも関わらず、マーケット・シェア
を拡大できたことや、一正蒲鉾と数年の違いであるがホクトが一正蒲鉾よりもマーケット・
シェアを拡大しているという実績からも競争優位性の一端を垣間見ることができる。 
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第 3 節：結 論 
 
本論の特徴は、ホクトのコスト競争力の形成において、栽培工程を中心に工業製品とは
異なる生物（菌類：マイタケ）ならではの特徴とその要因等を研究・開発力と人工栽培技
術の観点から競合他社との比較を通じて明らかにしたものである。 
提示したリサーチ・クエスチョン①から③についてのアンサーは、下記の通りである。 
 
 〔リサーチ・クエスチョン①〕 
 
 
（リサーチ・クエスチョン①－(1) の結論） 
ホクトや競合他社は、様々な方法でコスト削減策を講じている。しかし、栽培工程にお
いてホクトが機械化（自動化）を実現しているが、競合他社においては、機械化（自動化）
が実現できていない工程が３工程（「破袋」「収穫」「小分け（カット）」）あることが判明し
た。 
この３工程は、現行の装置・設備メーカーの技術では機械化（自動化）が難しく、人手
によって作業が行われているのが一般的である。日産数十ｔの栽培されたマイタケを処理
するためには、多くの人手が必要でコスト高の原因となっていることが明らかになった。 
 
 
 
 
 
ホクトと競合他社における栽培工程を比較して、 
（1）どの工程にどのようなコスト競争力を高める要因（コスト削減要因）が存在 
しているのでろうか。 
（2）ホクトは、どのような点に着目し、どのような方法で、コスト競争力を高め
のであろうか。 
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（リサーチ・クエスチョン①－(2)の結論） 
 
競合他社にて取り組まれている栽培工程のコスト削減方法の主な手段は、機械・装置メ
ーカー（機械・装置のイノベーション）に依存した工程の機械化（自動化）である。 
しかし、ホクトは機械・装置メーカ （ー機械・装置のイノベーション）だけに依存せず、
機械化を前提に「機械化に適合したマイタケ」の研究・開発に取り組み、「商品（マイタケ）
自体を機械・装置の規格に適合するような形状・性質に変えることで工程の機械化（自動
化）を図る」という新たな発想と方法でコスト削減を行っていることを示した。 
 一般的な工業製品の「ものづくり」を前提にすると、商品の形状を変更するためには、
機械・装置の入れ替えや部品等の変更を行い、商品設計・工程設計などから取り組まなけ
ればならない。しかし、ホクトは、マイタケが生物であることからマイタケの形状を機械・
装置で処理可能な形状に変えるという「新しい発想」と「高度な人工栽培技術（研究・開
発含む）」で「機械化に適合したマイタケ（一株マイタケ）」の開発に成功した。 
つまり、ホクトは、これまで競合他社が技術的問題から対応が困難であった課題を技術
力によって解決して成し遂げたと言える。 
 
図表 68 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：筆者作成。
栽培工程の機械化（自動化）への取り組み
機械・装置のイノベーション
＋ マイタケの形状を機械化に適合
競合他社
ホクト 機械・装置のイノベーション
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＜コスト削減方法のアプローチ違い＞ 
 
ホクト ：「機械・装置のイノベーション」＋「マイタケ自体の形状を変える」ことで 
栽培工程の機械化・自動化を実現している。 
⇒ 栽培工程の完全自動化を達成。 
競合他社：「機械・装置のイノベーション」のみに栽培工程の機械化（自動化）を依存し 
ている。 
⇒ 現在の機械・装置メーカーの技術では、栽培工程の完全自動化が困難で 
ある（手作業工程があり）。 
 
 
ホクトは、機械・装置を変えず、商品自体の形状を変えることによって、栽培工程の完
全機械化（自動化）を実現した。ホクトは、競合他社にはない高度な技術力を有している
ということである。 
他の観点から言及すると競合他社では「ビン栽培」で「袋栽培」と同品質以上のマイタ
ケを栽培する技術を有していないということが言える。つまり、一般的には「ビン栽培」
より「袋栽培」の方が高品質のマイタケができるとされている。競合他社が「ビン栽培」
を技術的課題から採用を見送り「袋栽培」を選択している中、ホクトは高い技術力で機械
化に適した「ビン栽培」で機械化に適した形状の高品質のマイタケを栽培できる技術を確
立し、当該工程の機械化（自動化）を達成したということである。 
 このホクトの栽培工程の完全自動化は、一般的には生長途中である小さな約 120g とい
う販売単位の大きさ（重量）で、且つ形状が整った一株マイタケを高品質で栽培できる技
術で機械化（自動化）が可能となっている。 
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〔リサーチ・クエスチョン②〕 
 
 
（リサーチ・クエスチョン②の結論） 
 
 
図表 69 
 
 
 
 
ホクトの「資源の異質性」と「資源の固着性」を有した資源（技術的要因）は、高度な
研究・開発力を有する研究所の「５つの要因」、その研究・開発力によって確立された「４
つの栽培技術」、さらに、技術を改良・発展させる価値創造と環境適応力の仕組みとして、
「（匠の技）高速人材育成システム」「栽培技術のブラッシュアップシステム」があること
出所：筆者作成
ホクトの経営資源と戦略
野生株の蓄積
きのこ専任60人
研究開発体制の構築
優れた交配技術
工場を再現した品種別の
栽培実験室
優れたスクリーニング
技術
資材開発技術
（培地含む）
形状・重量を
コントロールする技術
生長スピードを一定に
コントロールする技術
ビン
栽培
技術
高速人材育成システム
栽培技術のブラッシュアップ
システム
ビン栽培
資源（ストック）
研究・
開発力
大量生産
能 力 資源（フロー）
〈活 動〉
製品戦略 競争戦略
生産力 高品質
低コスト
コスト
競争力強化
栽培工程の
完全自動化
戦 略
一株
マイタケ
資源の異質性 資源の固着性
環境適応力
ホクトの「異質性」と「固着性」を有している資源（技術的要因）とは、どのよう
なものなのであろうか。 
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を究明した。 
さらに、上記の資源で特に重要な競争優位性の要因となるのが、「野生株（遺伝資源）の
蓄積量」と「工場を再現した大型の栽培実験室」であることを指摘した。 
ホクトの研究所の高度な研究・開発力の「５つの要因」とは、 
  ①競合他社よりも充実した研究・開発体制を有していること（人員・組織）。 
  ②工場を再現した品種毎の大型栽培実験室。 
  ③「野生株」の蓄積数（遺伝資源）の多さとそれを活用した独自の「培養株」。 
   （マイタケの野生株の発生場所の認識数を含む） 
  ④優れた交配技術。 
⑤優れたスクリーニング技術。 
 
上記の研究・開発力によって確立された「４つの技術」とは、 
（機械化を前提としたマイタケの栽培技術） 
  ①マイタケの形状や重量を一定にコントロールする技術 
  ②マイタケの生長スピードを一定にコントロールする技術 
  ③ビン栽培の技術（培地含む） 
  ④資材の開発技術 
 
そして、技術力を維持・向上させるための社内システムとは、 
①「（匠の技）高速人材育成システム」 
②「栽培技術のブラッシュアップシステム」 
である。 
ホクトは「野生株」を組織的に早くから収集を行っていたこともあり、蓄積量が豊富で
ある。交配技術に重要な役割を果たす「野生株」は容易に外部から移転・調達できる資源
ではなく、長年に亘る採集によってのみ獲得できる資源である。競合他社においては、「野
生株」の組織的な収集歴は浅く、種菌業者からの「既成株」に依存していた期間も長く蓄
積量が少ないのが現状である。 
  また、「野生株」が生息する場所も重要なノウハウとなっていることも明らかにした。
マイタケは幻のキノコといわれて容易に見つけることができない。しかし、一旦場所を認
識・確認できれば、同じ場所に翌年あるいは数年後に再度生息することが分かっている。
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この場所を幾つ把握しているのかということも技術的優位性構築の重要な要因となってい
る。 
そして、このホクトの技術的優位性を支えているのが、競合他社においては、「暗黙知」
として極めて少人数の専門家に体化されている「匠の技」による環境制御技術の一部を組
織の「形式知」として定式化し、工場の「共通言語化」として定着化させたことにあるこ
とを示した。 
ホクトの「匠の技」の技術伝承では、競合他社と比較して「暗黙知」の「形式知化」の
度合いが大きいことが判明した。ホクトは際立って形式知化されていた。この要因には、
ホクトの有する品種毎の「実際の工場を再現した大型の実験室」の存在が大きく関わって
いることも判明した。 
ホクトは、当該実験室があることで、本番環境に近い状態での栽培実験ができることで、
早い段階から栽培の実験データの蓄積が可能となる。そして、この蓄積データ（「徹底的な
データベース化」）によって工場における失敗（特にスケール・アップ問題の発生）の極小
化が図られている。そして、この多くの蓄積された栽培実験データによって、「匠の技」と
された栽培技術の「形式知化」を進めている。つまり、これが栽培工程の機械化（自動化）
を可能にした「機械化に適合したマイタケ」の「形状をコントロールする技術」「栽培スピ
ードをコントロールする技術」などにつながっている。 
 さらに、「栽培技術のブラッシュアップシステム」により、激しい環境変化へ対応が可能
となり、ホクトの持続的コスト競争力の礎になっている。 
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〔リサーチ・クエスチョン③〕 
 
 
〔リサーチ・クエスチョン③の結論〕 
ホクトにおける、コスト競争力を構築するための「資源の組合せ」と「プロセス」は、
下記図表の通りである。 
研究所の有する競争優位性を有した「５つの要因」によって高められた研究・開発力と
「栽培技術のブラッシュアップシステム」によって、「４つの技術」が構築されている。
そして、それが「機械化に適合したマイタケの栽培技術」の確立に寄与している。さらに
「（匠の技）高速人材育成システム」によって、工場の栽培技術力が高められたことが、
機械化に適した形状と性質を有した「一株マイタケ」の誕生に繋がり、手作業工程の機械
化（自動化）を達成し、コスト競争力を図れたことを解明した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ホクトにおける、コスト競争力を構築するための仕組み（資源の組合せとプロセ
ス）はどのようになっているのであろうか。 
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図表 70 
 
 
 
出所：筆者作成
ホクトのコスト競争力を構築する「資源の組合せ」と「プロセス」
野生株の蓄積
きのこ専任60人
研究開発体制の構築
きのこ総合研究所
優れた交配技術
工場を再現した品種別の
栽培実験室
優れたスクリーニング技術
資材開発技術（培地含む）
形状・重量を
コントロールする技術
生長スピードを一定に
コントロールする技術
ビン栽培技術
高度な研究・開発力
【匠の技】高速人材育成システム
栽培技術のブラッシュアップシステム
機械化に適したマイタケの栽培技術
一株マイタケ
栽培日数の短縮
栽培スペースの縮小化
（「培養」「芽だし」「発生」工程時）
栽培工程の完全自動化
設備投資（減価焼却費）
維持管理費（光熱費等）の削減
コスト競争力強化
手作業工程の自動化
「破袋」「収穫」「小分け（カッティング）」
人件費の大幅削減
コスト削減
暗黙知 組織的「形式知」 共通言語化 定着化
匠の技
技術・技能の伝承
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第 4 節：本論の限界と今後の課題 
 本論の主題である企業の植物工場事業におけるコスト競争力は、外的要因と内的要因と
の組み合わせで形成されるものである。価値活動の観点からは、バリューチェーンの川上
から川下に至る様々な価値活動の組合せでコスト競争力は形成されているものである。 
本論は、価値活動の中で栽培工程と人工栽培技術（研究・開発含む）に焦点を置き考察
を行ったものであり、コスト競争力の構成要因の一部に限定したものとなっている。その
ため、他のコスト競争力を構成する要因については、考察の余地を有している。 
また、本論ではホクト、雪国まいたけ、一正蒲鉾の大手企業 3 社について考察を行って
いる。しかし、キノコ事業者の大半を占める中小零細企業については未着手であり、キノ
コ事業者を全体的に俯瞰していない。つまり、本論では業界の代表企業に限定し議論を進
めており、その企業が必ずしもその業界全体の特色や要因を反映していると言えず、あく
までも取り上げた３社の範囲内に留まっている。 
さらに、本論においては、マイタケのみに着目しているため、他の品種で人工栽培され
ている食用キノコ（エリンギ、ブナシメジ、シイタケ、他）についても解明していく必要
がある。 
 したがって、①外的要因を含めたバリューチェーン全体の総合的な分析、②中小零細企
業を対象とした分析、③マイタケ以外品種についての分析などは、今後の課題としたい。 
 加えて、植物工場事業という観点に立てば、キノコ以外に葉物野菜やスプラウトなども
栽培されている。品種が異なれば栽培技術も異なりコスト競争力を構成する要因も異なる
ことが推察される。或いは、植物工場事業において、コスト競争力の共通の要因も存在す
ると推察できるため、キノコに留まらず、葉物野菜やスプラウト等の農作物にも着目して
いくことも必要である。 
 その他、植物工場事業は「完全制御型（完全人工光型）」以外に「太陽光型」「太陽光・
人工光併用型」などがあり、栽培されている農作物や栽培技術や栽培工程は、個々に異な
るものと推察される。その上、植物工場の業界全体の全容は未だ学術的に把握されていな
い。例えば、装置、部品・資材、種苗等の各メーカーなどのキノコの人工栽培を支える企
業が多数存在する。装置等のメーカーとどのように連携し、それがどのようにコスト競争
力に繋がっているのか、など議論されていない領域が多々ある。このような植物工場事業
を取り巻く関連事業の全容も合わせて解明していくことも今後の課題としたい。 
 加えて、本論は生物であるキノコ（菌類）に限定して議論を行っている。そのため、既
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存の理論的枠組みである工業製品（ものづくり）との比較は行っていない。例えば、暗黙
知などの共通性も見られるため、工業製品と生物（菌類等）の比較などもなどについても
今後の取り組みとしたい。 
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第９章 
 
植物工場に関する政策提言 
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本提言では、植物工場におけるキノコ事業に限定せず、完全制御型の植物工場全般に対
して幅広く言及するものとする。 
植物工場は、食の安全・安心、食料自給率、野菜の価格変動の問題等の解決手段および
機能性野菜の開発など様々な分野で期待されている。一方、植物工場の経営状況に目を向
けると、前述の通り多くの課題を抱えながら事業が遂行されている。 
今後の植物工場の生産技術について、中野（2017）は、“スケール”と“閉鎖”という２
つのキーワードを提示し、「今までの発想の延長では無理があり、フレームワークの再構築
と、科学技術のブレークスルーが必要となると考えられている」としている。 
今後、植物工場を発展させていくためには、農業の延長ではなく、植物工場という新た
なカテゴリーとして、新しい発想と新しい技術あるいは新しい法制度によって取り組んで
いくべきものである。 
 それでは、植物工場を成長・発展させていくためには、どのような政策が求められてい
るのであろうか。 
 以下、政策への提言を述べる。 
 
 
 
第 1 節 植物工場全般に対する政策へのインプリケーション 
 
第 1 項 研究・開発について（資金と他産業との技術連携を中心に） 
 研究・開発には長期的な視点と継続的な資金供給が不可欠である。しかし、民間企業は
業績の変動に左右され易く不安定であるため、民間企業に長期的に継続した投資を期待す
ることは現実的であるとは言えない。また、民間企業は「未知の事象」あるいは「不確実
性の高い事象」に対して投資を抑制する傾向が強い。しかし、研究・開発には、長期的な
視点とその間の研究・開発を支えていく資金が必要である。 
 具体的には、工場の建屋、栽培装置、空調機器、センサー、それらに付随した資材や部
品、光源、種子・菌株など植物工場に関連した研究・開発に関しては、政策として資金面
での継続的な支援を行うことが求められる。研究・開発に必要な高額な機材などは、低額
あるいは無料でリースやレンタルできるようにすることなども一案である。そして、植物
工場に関する専任研究員等の人件費についても政策的に応分の負担を国が行うことなど積
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極的な支援策が必須である。 
また、人工栽培技術の高度化を促進するためには、他産業との技術連携を行うことが必
要である。そのためには、植物工場と他産業の技術を融合させる機会の提供や制度の確立
を政策的に行っていくことが求められる。 
例えば、将来性ある有望な技術を有した植物工場があった場合、様々な経営支援・連携
を行う企業を募る機関を政策的に設立してマッチングを図り、オープン・イノベーション
が促進される仕組みを構築していくことなどである。その場合、これに参加した企業には、
何らかの優遇処置や支援が施されるなどして政策的に牽引していくことが重要である。 
つまり、これからの植物工場の育成は、単に農業の延長ではなく、新しい視点・発想と
同時に日本が誇る様々な技術の融合が鍵になる。日本の技術を結集すれば、画期的な商品
開発は可能であると推察される。農業関連の技術ではなく、他産業で培われた技術や着眼
点を取り入れることが求められている。 
そのためにも、政策として他産業との様々な技術連携を促すことが必要である。そして
医学や宇宙開発あるいは薬学やレーザー技術など、これまで農業に活用されていなかった
様々な技術を取り入れるなど、既成概念に囚われない新たな試みに積極的にチャレンジし
ていくことが重要である。これらを推進するためにも政策的な支援が不可欠である。 
 
 
第 2 項 植物工場間の供給連携および集約化 
植物工場は天候に左右されず食材の「安定供給」が可能であることが特長である。個別
の栽培日数がある程度判明しているため、環境制御による周年生産により計画的な供給が
できる。しかし、植物工場で大量生産できる技術と設備を有しているところは極めて少く
ない。 
例えば、コンビニエンスストア（以下、「コンビニ」という）で販売されているサンドイ
ッチ用等のレタスに対する需要は大きい。これらに対応するためには、最低でも日産 5 ト
ンのレタスを生産する能力が必要であるとされている138。しかし、現行、１社でレタス５
トンを日々供給できる大規模な植物工場は一部にすぎない139。つまり、小規模な植物工場
                                                   
138 2014.2.18 開催、植物工場研究会主催セミナー（農事組合法人 和郷園のプレゼンにて）。 
139 スプラウトやきのこの植物工場（村上農園、雪国まいたけ、ホクトなど）は、大規模な植物工場が
あり稼働している。しかし、葉物野菜では、スプレッドのみ。 
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が多く、需要はあるが供給が追い付かず、大口顧客のニーズに応えることができない状況
下にあり、大きな機会ロス（売り逃し）が生じている。これは、コンビニだけではなく、
大手小売業、加工業者、中食業者などに対しても同様のロスが発生していると思われる。
しかし、大量生産技術の確立と植物工場の建設には多大な資金が必要となるが、植物工場
に多く参入している農業ベンチャーなどでは対応が難しいと言わざるを得ない。 
そこで、大口顧客のニーズを満たす方法として、近隣の植物工場間の「連携」が検討さ
れる必要がある。例えば、個別企業では対応に限界があるので、各地域に植物工場協会な
どを設立し、そこで需要（注文量）と供給（生産量）に関する情報を管理して、農産物を
集約・融通しあう仕組み（植物工場専用流通センター設立など）を構築するなどの対策が
必要である。また、植物工場協会は、品質に関しては、統一基準を設け、会員の植物工場
の管理・監督・指導も行う。さらに、大口の需要への対応と大口の顧客開拓及びブランド
化（マーケティング含む）なども植物工場協会が中心となり実施していくことなども検討
していく必要がある。 
これらを実現するために必要な資金的支援や法律の制定を政策的に推進していくことが
有効である。 
 
 
第 3 項 植物工場のプラント・資材の標準化と開発支援 
 植物工場のプラント・メーカーは、各社が独自仕様で商品開発を行っているため、規格
に統一性がなく価格も割高となっている。そのため、植物工場の設備投資費用が嵩む原因
の一つとなっている。これらを解決するためには、プラントや装置自体の開発は、ある統
一基準に基づき行われることが重要である。現在は、最初に購入したプラント・メーカー
の仕様になっているため、部分的に他社のものと入れ替えることは難しい140。また、それ
に伴って装置・部品の交換等のメンテナンス費用も割高となっている。 
したがって、政策的に統一規格を策定して、各メーカーにはそれに従うように強制力あ
る対応とそれに伴う支援を実施すべきである。そして、その統一規格の中でプラント・メ
ーカーを競わせことがプラント自体の品質向上とともに、価格の低下にも寄与すると推察
                                                   
140 一般的に規格が統一されて売られている蛍光灯などは、メーカーを自由に変えることが可能である
が、工場設備やそれに組み込まれた装置などは、個別企業の特殊性が強い。 
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される。加えて、政策的に進めていく中で、他業界である住宅メーカーや大手ゼネコンな
どと連携させることで、工法や躯体ならびに耐火・耐震技術等のノウハウやアイデアの提
供を受けることで研究・開発の時間とコストを削減でき、それによって高品質でありなが
ら低価格を実現することにも繋がるものと推察される。 
また、現行ではプラントや装置に付属する部品や機材は、植物工場専用の仕様になって
いないものも多い。例えば、植物工場で利用されている人工光源（蛍光灯や LED など）
は、人の住生活における照明に利用することが前提となっており、農産物を栽培するのに
最適な仕様にはなっていない。 そのため、それらは湿気に弱く、湿度の高い植物工場にお
いては耐用年数が家庭で使用する場合と比較して短くなる傾向にある。 
このような状況を速やかに改善していくためには、政策的に各メーカーの研究・開発支
援を行うと伴に統一規格を作成し、標準化を進めていくことが必要である。 
 
 
第 4 項 高齢者・障害者雇用を軸としたモデル構築 
植物工場の利点の一つは、快適な労働環境にあると言える。特に、完全制御型の場合、
工場の中は、年間を通じて一定の温度に保たれている。植物工場は、一般の農業と異なり、
床はコンクリートで平らであるため、車椅子の使用も可能である。加えて、工程の自動化
が進んでいる。そのため、作業全般が軽作業中心となり、非力であっても就労ができる。
さらに、室内ということで、天候に左右されないことや、水耕栽培や菌床栽培が中心なの
で土に触れることもない。そして、工場内は、半導体のクリーンルームと同様のレベルで
管理されており非常に衛生的な場所である。つまり、植物工場は、従来から農業分野で指
摘されてきた問題点（３Ｋ：きつい、汚い、危険）を解消し、高齢者・障害者の就労機会
の場として適している。 
この特徴を活かした雇用ビジネスとの連携モデルが模索できる。実際、障害者雇用を軸
とした植物工場の事業モデルを立ち上げている民間企業もある。農機具の株式会社クボタ
（以下、「クボタ」という）などが該当する。クボタは、特例子会社を 2 社（クボタワーク
ス、クボタサンベジファーム）設立しており、障害者の自立支援と地域社会との共生を実
践するモデルづくりに取り組んでいる141。また、社会福祉法人などの参入事例も増加して
                                                   
141 クボタホームページより(2018.8.4 検索) 
https://www.kubota.co.jp/epro/sun_vege_farm/index.html 。 
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いる。 
加えて、法定の障害者雇用率を満たせていない企業が、植物工場を活用することで当該
課題の解決の一助にもなる。 
 こうしたことを、実現するためには、植物工場が一定基準以上の高齢者・身体障害者を
雇用した場合は、植物工場の建設費、人件費、税制面を軽減するなどの普及・促進に向け
た政策的支援を積極的に行うことが望まれる。 
 
 
 
第 2 節 専門家育成に関するインプリケーション 
 
第 1 項 環境制御システムの専門家育成 
 植物工場における環境制御システムは、農学・栽培システム工学・生産環境センサー工
学・施設園芸学・環境工学・他の広範な専門分野によって成り立っている。人工栽培技術
の要となる環境制御技術の発展には、これらの幅広い専門知識を有した人材育成が不可欠
である。 
植物工場における人工栽培技術は、単に「栽培技術」を確立して終わりではなく、その
後、スケール・アップ問題を解決し、安定した「大量生産技術」を確立しなければならな
い。この「大量生産技術」の確立がスムーズに進捗するか否かが成否を決めるといっても
過言ではない。換言すると、研究所等の小規模な実験室で人工栽培が可能であるという技
術レベルと、日産 10ｔ以上の生産能力を有する大規模な植物工場で安定した人工栽培が可
能であるという技術レベルには、大きな乖離がある。特に、後者は非常に高度な技術が必
要とされている。しかし、現状では企業内教育で時間を掛けて一から育成せざるを得ない
のが実情である。そのため、高度な環境制御技術を有した人材の数は、キノコ、葉物野菜、
スプラウトのどの領域においても極めて少ない状況にある。 
この環境制御技術の専門家を育成するためには、環境制御に必要な農学と理工学を横断
的・体系的に学べる体制や施策の整備が課題となる。そのためにも、環境制御技術を専門
的に学べる学部・大学院の設置など教育体系の構築を政策的に進めて積極的な育成を図っ
ていくべきである。 
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第 2 項 高度な経営能力を有した人材育成 
 個人事業主を中心とした小規模経営ではなく、大規模で効率的な経営を行うには、これ
まで以上に高度な経営能力が求められる142。つまり、今後の植物工場の発展には、高品質
の農作物を生産するだけに留まるのではなく、流通・物流・生産・販売・その他をトータ
ルにマネジメントできる人材育成がポイントになる。特に、完全制御型のような高コスト
体質を前提に利益を獲得していくためには、効率的な経営を実現できなければならない。 
そのためには、生産段階だけではなく、バリューチェーン全体の各段階（価値活動）に
おける対応および社内の人材育成や人材マネジメントに至る経営全般を管理できる能力
（企業的経営）が求められる。 
特に、流通経路における中間マージンを削減するために自ら顧客を獲得して直販体制の
構築を目指していく場合は、生産から販売までをトータルで運営する能力が不可欠となる。 
しかし、現行の農学系では農業経営に関する科目はあるが、企業的経営を前提とした経
営学（組織、戦略、人事労務）、マーケティング等の科目が極めて少ない、あるいは選択科
目に一部ある程度であるというケースが多いと推察される。 
したがって、今後は育成すべき経営者像を明確にした上で、大学・大学院の理工農学系
の学部において、経営に関する総合的な教育の強化を図る必要があり、政策的に体系的か
つ一貫性のある教育体制を構築していくことが必要である。 
 
 
第 3 項 厳密な事業計画の策定に向けて 
植物工場経営に赤字や撤退が多いことは前述したが、その理由はコストの高さだけでは
ない。そもそも、コストが高いということは、参入を検討する時点で明らかなことであり、
その前提で「どのように利益を創出して事業を継続していくか」「補助金等がなくなった場
合にどのように利益をあげて運営していくのか」など事業計画が綿密に策定されていなけ
ればならない。それにも拘わらず、赤字や撤退が多いということは、技術的な理由を除け
ば、前提となる事業計画に問題の一端があることが推察される。 
特に、植物工場のような新しい分野への参入にあたっては、明確な事業目標と慎重且つ
綿密に検討された事業計画が不可欠である。スプレッドの稲田氏によると「植物工場経営
                                                   
142 本論で意図する「大規模」とは、大手小売店、中食、コンビニエンスストアなどの受容に応えられ
る規模を示している。具体的には、１日の生産量は、最低でも 50ｔ以上の生産能力を前提としている。 
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は、そんなに甘く、簡単なものではない。安易に考えて始めるものではない」としている
143。 
綿密な事業計画を立案させるためには、補助金申請等の手続きの段階で「事業計画の厳
密な審査」を行うことが必要である。また、必要な場合は、専門家のアドバイスを受ける
機会を提供することやガイドブックの作成などの支援も不可欠である。さらに、インター
ネットを活用した通信教育で詳しく学べるような仕組みを構築し、受講を義務化するなど
も有効であろう。 
 いずれにしろ、企業的経営において事業計画は根幹であり、これを達成するための具体
的な経営戦略にも関係してくるものでもある。安易な新規参入を防ぐためにも、情報提供
や教育を政策的に推進していくことが求められている。 
 
 
第 3 節 まとめ 
 現状、植物工場に関しては第 3 次ブームと言われている。つまり、第 1 次ブーム・第 2
次ブームがあったが、それらが終焉してしまったという事実がある。この第３次ブームを
一時的な「ブーム」で終わらせるのではなく、植物工場を継続的に育成・発展させていく
ことが重要である。そのためにも、植物工場が一つの新しい産業として基盤を構築できる
までは、政策的に様々な側面から継続支援を行っていくことが極めて重要となる。 
この植物工場への政策的な支援は、単に植物工場のみの発展に寄与するだけではなく、
植物工場が様々な社会的課題の解決のための有効な手段としても機能していく大きな可能
性を秘めている事業であるため、社会の発展に貢献するものである。 
本論が植物工場の発展の一助となることを願い政策提言を締め括る。 
 
 
 
 
 
 
                                                   
143 2014.2.18 開催、植物工場研究会主催セミナー（㈱スプレッド 稲田社長プレゼンより）。 
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補足資料 
 
＜大平氏へのヒアリング抜粋＞ 
「 マイタケを作って会社を興した時も、「1 日 5t 作る」、当時はそんなこと考える人はい
なかった。農協ルートは通さない、直販、私が作って直接、ヨーカ堂さん、ダイエーさ
んに卸す。もう一つは、産声を上げたばかりの業界だったから、私が誰よりも一番先に
大量栽培技術を完成させる。この 3 つを経営の基本に置いた。これが不可能かというと、
どれをとっても不可能とは言い難い。1 パーセントでも可能性があれば、あとは努力に
よって 99％の不可能は、90 にし、70 にし、あとは可能性を大きくしていけば、やがて
は可能になる。なぜ・なぜ・なぜの繰り返し、天然のマイタケはどこに出るのか、この
辺にも出るけれども、近くではでない。高い山の水棚に出る。どこに出るか教わって、
こういうとこの条件はどうだということを感覚でつかんで、それを工場の中にもってく
る。地球上の生物は全て、そこが良くて受精しているわけ。そこの環境を参考にするこ
とによって、作ることができる。なかなかそれを言っても実際に行うことは難しいが、
自然を参考にしなければいけない。バイオリズムだってあるだろう。自然は昼と夜で同
じ温度とか同じ焦土とか。昼間は風が強くなったり弱くなったり、夜、湿度は上がって、
昼間は下がる。日中は明るくなってくるし、夜は暗くなる。放射冷却になるし、色々と
変化する。それを参考にして、これはどういう影響がでるのか。マイタケが受精してい
るところの条件を全部色々変えてみることによって、マイタケが出来るわけだから、天
然に近いものが・・。マイタケの場合は、群馬県桐生市の森産業が研究室でもって作っ
たデータがある。おがくずを入れるとか、水はぎゅっと握ってひとたれ垂れるぐらいと
か、68％とか 69％とか、そういう、おおよそのものはある。それはあるけれども、森産
業さんの言っていることと同じことをやっても、なかなかできない。それは、こんな小
さな部屋で研究室みたいに 10 個か 20 個並べてつくることはできる。しかし、それだと
他社に負けてしまう。より高密度にして、その中で品質のいいものを作るのが企業の競
争ですから・・。それは、難しくて当社でも今作っている従業員に、私が教えるけれど
も、なかなか自分のものにはならない。教えたときは覚えているかもしれないけれども、
なんて言ったらいいか、私流にいったら、思考力の能力をもっと付けないといけない。
こうなればああなる、こうなればああなると、５つも６つも条件が重なるわけです。こ
こがこうなったら、こっちがこうなる、これをどんどんやっていかないと、答えが出て
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こない。当社のような一部屋が大きい間取りのところで、キノコを作っているところは
日本では無い。当社はだいたい、長さが 65m くらい、一部屋が、幅が 24m くらい 。 こ
ういうところで、ほぼ均一なものを作ろうとしているわけです。それこそ、レタスもそ
うだろうけれども、マイタケは特にデリケートで、少し部屋を大きくすると、こっちは
売り物にならない、こっちはまあそこそこいいとか、もう極端に差が出てくる。それを
どうやって 65m の部屋を左右均一にするのか、ものすごく難しい。これはレタスもそう
だけれども、キノコは特に呼吸をしています。レタスは呼吸ではなく、炭酸同化作用だ
けれども、マイタケは収穫 2 日・3 日前からとんでもない呼吸になる。急に生長速度が
速くなる。その時にはすごい呼吸をして、こんな 3 キロのものが 40 個、120 ㎏くらいで
人間一人分ぐらいの呼吸をして熱量が出るわけです。そうすると、それが 65m の部屋で
空気はそっちから入れて、こっちに流れて、その中をある程度巡回しているけれども、
風上側のキノコが呼吸をすると、そこでもって温度が上がる、それと CO2 濃度がどんど
ん上がってくるわけです。そうすると風下に来ると、CO2 濃度が上がると呼吸が抑制さ
れて、今度は生長が衰えてくる。そうして生長が衰えてくると発熱が少なくなる。そう
すると浸透圧で栄養をあげているわけだけれども、発熱をするところは同じ湿度でも渇
きがいい、そうすると栄養を吸収しやすい。しかし、今度は発熱が低いところは、CO2 濃
度が高いので風上のキノコが排気をした空気が行くので CO2 と湿度が高くなる。呼吸を
していると、一旦、マイタケの組織の中に吸い込んだ空気が排出されるわけで、そうす
ると、なおさら渇きが悪くなって、栄養を上げにくくなる。栄養が上げられないと、生
長が止められる。そして CO2 も高い、湿度も高い、どんどん、どんどん生長抑制が掛か
ってくる。ここを今度は照明を付けているので、照明を付けることによって温度は逆に
上がるけれども、湿度は下がる、という状況のかなで、呼吸量と CO2 濃度と湿度、湿度
というよりはそのマイタケの表面からどれだけの水分が蒸散するか、この蒸散量をある
程度そろえてやらないと・・・浸透圧ですから、栄養が上げられなくなる。このように、
様々なものが複雑に絡んでくる。（中略） 私に言わせると、20 手の詰将棋を解けるぐ
らいの思考力がないと恐らく対応することはできない。（中略） また。システムだけで
対応出来るほどの簡単なものではない。マイタケは呼吸をしています。発生室で袋を切
ったときには、こんな小さい目がある。この時は、呼吸量は非常に少ない。5 日くらい
すると握りこぶしくらいの大きさになってくる。6 日・7 日あたりになると、今度は、呼
吸量が一気に上がる。そうするとマイタケは呼吸をしているので空気を汚すというか、
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二酸化炭素で汚すことになる。今度は、培地そのものが熱を出す。そうするとその熱に
よって、周囲を暖めてしまう。今度は湿度が狂ってくる。そうすると、二酸化炭素は呼
吸を非常に抑制する作用があるので、今度は発熱が狂ってくる。それから、呼吸をして
いるので、キノコから蒸散する。そうすると風下に行くと、どんどんどんどん湿度が上
がっていく。それから、クーラーを付ければ、温度を下げるが除湿もする。通常、温度
が下がると湿度が上がる。クーラーを付けると温度が下がるのと同時に除湿により湿度
そのものが変化するので、そこでまた狂ってくる。だから、コンピュータでソフトを組
める人がいたら組んでみてほしいくらいです。昔、日立か三洋電機が、ブナシメジを作
るコンテナを作った。大型コンテナよりも少し大きいくらいのものを、プレハブデでつ
くって、コンピュータで制御するソフトを入れてやった。けれども、ああいう簡単にで
きるキノコでも、やはりコンピュータ制御だけでは上手くいかなかった。工場では常に
人がキノコの顔色を見ながら栽培している。外の気象条件が変化するので、それに合わ
せて中を変化させてやる必要がある。見てちょっと傘の開きが悪いとか、あるいは、色
が悪いとか、これによって湿度や光など室内の条件を調整しなければならない。小さな
コンテナで少量つくるのならコンピュータ制御でも良いかもしれない。しかし、さっき
も言ったように工場内にめい一杯栽培する。他社よりも収容個数を多くし、それでも品
質を落とさず良いものを作らないとコスト競争に負けてしまうのです。少なくすれば品
質は良くなるけれども、コストが上がるのでお客さんがどっちを選ぶか。（中略） 多分、
コンピュータ制御だけでうちはいいものが安定してできていますというところはない
んじゃないかと思う。ある一定の基本になるところはコンピュータでの自動制御が可能
だけれども、マイタケはとてもそれでは栽培できない。普通に考えても、一般の社員で
さえ状況に応じて適切な判断をできるようになるのはかなり難しい。 （中略） 昭和
60 年ごろは、マイタケ事業に日本たばこ産業、片倉工業、日本
にっぽん
甜菜
てんさい
製糖、富士製糖、日
本製糖などの大手企業が進出した。ほとんど今、撤退している。」 
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